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は じ め に

現代 の企業経 営 にお い て、 情報 処理 を どの よ うに活用 してい くか は、 も っ とも重 要 な問題 で ある。

生産 の分野 あ るい は事務 処 理 の分 野 に コ ン ピュータを導 入す る ことに よる効 果 は、 計 り知 れ な い も

のが あ り、今 日で は、 コ ンピ ュー タのな い企 業経 営 を考 え る こ とは で きな い と言 って もよい であ ろ

う。

そ して、企業 に おけ る コン ピ ュータの導 入は、 新 しい段 階 を迎 えつつ あ る。1960年 代か ら始 ま っ

た企 業へ の コン ピュ ータの 導 入は 、バ ッチ処 理、 オ ンライ ン処 理 の段 階 を経 て社 内 ネ ッ トワー クの

構 築 へ と進 ん だ 。 今 、 も っ と も新 しい コ ン ピ ュ ー タ処 理 はEDIで あ る。EDI(ElectroinicData

Interchange)は 、企業 間 ネ ッ トワー ク上 に構 築 され る アブ。リケーシ ョンの一 つ であ る。

EDIは 、企 業 間 のデ ータ交 換 、例 え ば受 発注 書類 の交 換や納 品/検 収 書 の交 換 な どを効 率 化す るた

め に必 要 な アプ リケ ー シ ョンで、企 業 の取 引活 動 に大 きな影 響 を与 え るもの であ る。EDIを 導 入 す

る ことで、 オ フ ィー ス業 務 の効率 化 や労働 時 間の短縮 そ して生産 リー ドタイ ムの短縮 や販 売 在庫 の

縮 小が 可能 にな る ことが よ く知 られ てい るが、 さらに、業 務形 態 や産業 構造 の変 化 まで 引 き起 こす

可能性 が ある こ とが 指摘 され る よ うにな って いる。EDIは 、 第一 に 日常業 務 に大 きな影 響 を 与 え る

情 報処理 で あ る こ とを認 識 しなけ れ ぽな らな い。

一 方 、EDIは 、従 来、 企業 ごとに構築 されて来 た個別 の業務処 理 システ ムを結合 す る こ とが最 大

の特 徴 であ り、 この こ とか ら、個 々 の企業 の業 務処 理 システ ムの オ ープ ン化 を もた らす。 オ ープ ン

化 しな けれ ば、業 務処 理 シス テ ムを相互 に結 ぶ ことが で きな いか らで あ る。 この オ ー プ ン化 は、業

務処 理 シス テ ムの構 築 に 革 命 的変革 を もた らす。 今 日、情報 技術 の分野 で も っと も大 きな課題 は、

システ ムの オー プ ン化 だ か らであ る。

す なわ ち、EDIは 業 務 と情 報処 理 技術 の両方 の分野 にお い て重 要 な情報 処理 で あ り、本 分 科 会 で

はそ の新 しい動 向を把 握 分析 し、2年 計 画 で今後 のEDIの 在 りか たを ま とめ、幅広 い関 係者 に対 し

提案 す る こと と した。

最後 に、本分 科会 に対 し ご協 力 いただ いた委 員 を始 め とす る関係各 位 に対 し、感 謝 の意 を表 す る。

電 子 デ ー タ 交 換 分 科 会

主 査 田 島 義 博
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1 目 的

1.1取 引 とEDI

企業活動の原点に取引がある。い くら性能のいい車を生産する企業があって も、 これを販売

する ことがなければ企業活動にな りえない。取引は企業に とって、 もっとも基本的で重要な活

動である。 この取引 といっしょに必ず行われるのが、発注書や納品書 などの取引用の書類の交

換である。 この取引書類を作成す るため事務処理が必要 であるが、直接生産に寄与 しない作業

であるため、 これに必要な経費は間接費 とされる。

EDI(ElectronicDataInterchange)は 、この作業 を効率化 し間接費 を節約するために考えら

れた コンピュータアフ.リケーシ ョンで、取引活動のない企業が存在 しない ことを考えれば、あ

らゆる企業 に導入可能 な情報処理である。そ して、間接費を節約す るアプ リケーシ ョンである

ことか ら、すべての企業に メリットをもた らすものである。 この ようなことか ら、EDIは 産業

活動のインフラとして位置づけ られ る。

その原理は単純で、図1-1に 示す ように、それぞれ の企業の情報化が進んでいる状況を踏

まえて、ネ ッ トワークで個々の企業情報 システムを結び、取引書類の交換を電子データの交換

に置 き換えるだけであ る。今 日の進んだ情報処理技術をベースにすれば、容易に構築できる体

系である。具体的な システムは、1980年 代始めに構築 された。当時オ ンライン取引システムと

呼ばれ、発注書を書類 で送る代わ りに電子デ ータとしての発注データを通信回線を用いて送 る

ものであった。その後 、多 くの企業でEDIの 構築が行われ、1992年3月 現在で、EDIを 活用 して

いる企業は、1万 社を越 えていると推定 されている。

しか しなが ら、 どの よ うなものにも光 と影があるように、EDIで も大 きな効果 とともに新た

●

信 システム

準 フォ マ ッ ト

トラ ンス レー タ

図1-1EDIネ ッ トワ ー ク
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な問題 も発生 してきた。一般的に多端末問題 とか変換地獄 とか呼 ばれ る問題 であ る。1989年

10月か ら1991年3月 まで通商産業省に設置 された情報処理相互運用環境整備委員会の電子デー

タ交換分科会(第1次 電子データ交換分科会)の なかで、この問題に対す る分析が行われ、緊

急に実行すべ き解決策が提案 されている。同報告書では同時に、EDIは 社会的イ ンフラともい

うべ き経済活動のベースであ り、そ うなるようにEDIを 熟成 してい くべ きであると指摘 してい

る。

いず れに して も、EDIな しの企業活動はあ りえない段階に達 してお り、次 々に発生す る新 し

い課題 を解決 していかなければな らない。

1.2短 期的課題 と長期的課題

第1次 電子デ ータ交換分科会では、緊急 に実行すべ き解決策 の検討が行われたた。 この検討

では、その時点でのEDIの 基本的仕掛けを前提に し(変 更 しない こと)、新技術を導入す ること

で解決する方法を分析 した。前提に した基本的仕掛け とは、

・ ファイル転送 の技術を用い る(バ ッチ処理を前提 とす る)。

・ 交換す る情報は、文字情報に限る(テ キス トデータの交換)。

の2つ である。そ して、OSI標 準通信 システムの導入 とジェネ リックな可変フ ォーマ ッ トの導

入に より、問題点の解決を図るべ きであることを提案 した。具体的には、OSI-FTAMを ベース

に したF手 順やCIIシ ンタックスルールに基づ く可変 フ ォーマ ッ トの導入を提案 してい る。 こ

れを短期の課題 とし、実現のための5つ の項 目について具体的な作業をすべ きだ とした。すな

わち、

① 標準の実用化

② 検討の場の整備

③ 登録管理の実施

④ 普及/啓 蒙活動

⑤ マスタープランの作成

である。⑤ のマスタープランは、①か ら④を計画的に実現するためのスケジュールであ り、短

期 と長期の2つ が必要 とされた。当面業界毎(あ るいは業種毎)に 立案 し実行することが求あ

られ、具体例 として製造業 の短期計画 と、長期計画立案の 目処が示 された。現在、製造業では

この短期計画に沿 った具体的な作業 が行われている。長期計画 の立案 が先送 りされ たのは、

EDIに 対するニーズが常に変化 してお り、短期の計 画が終わる頃に改めて検討す る必要 が あ っ

たか らである。すなわ ち、第1次 電 子データ交換分科会では、緊急対策 として必要 な当面な計

画を提案 し、 よ り長期的な対応 は検討課題 とされた。

長期的な対応を策定す るためには、長期的なEDIの 方 向を見定め る必要が ある。長期 的な

EDIの 展望にそ って、新たな①か ら⑤ の具体化を行わなければな らない。
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1.3新 しいEDI

現在長 も一般的なEDIは 受発注データの交換である。問題点 として、標準化の不徹底に よる

多端末現象や変換 コス トの増大があるとされたが、すでに解決のための具体的な作業が始 まっ

ている。 この作業を着実 に進 めることで、EDIを 導入す る企業は さらに増大 し、生産の効率 化

や労働時間の短縮に寄 与す ることとなろ う。

一方、すでに受発注のEDIを 広範に導入 した企業では、 次の段階 のEDIの 構築 や検 討が 始

まっている。 この新 しいEDIの 要素は、大 きく2つ ある。それは、

① 適用業務の拡大

②EDIの 仕掛けの高度化

である。

① は、EDIを 取引の受発注段階だけでな く、納入段階や決済段階へ適用することであ り、業

際EDIと も呼ばれる。②は、文字データのフ ァイル転送か ら、図形画像データの転送あ るいは

トランザクションタイ プの処理(リ アル タイム処理)を 導入 し、EDIの 機能を高度化 しよ うと

す るものであ り、 トランザ クシ ョンタイフ.のEDIは イ ンタラクティブEDIと 呼ばれ る。

このようなEDIが 必要にな る背景 として、 さらに徹底 した コス トダウンや大幅な労働時間 の

短縮を必要 とする産業界 の根強いニーズがある。例えば労働時間の短縮は、我が国がゆ と りあ

る豊かな社会へ と脱皮 してい くために是非 とも達成 しなければな らない課題であるから、それ

に役立つ新 しいEDIは 今後急速に拡大す ることになる。その拡大過程において何 らの問題 も発

生せずにスムースにEDIが 発展すれば、国際的に も誇 りうる高度 な情報化社会を実現で きる こ

とにな る。新 しいEDIを 構築す るために必要な基礎技術は、すでに開発 されている。 しか し、

新 しいEDIに おいても、過去に起 きた問題が再燃す る可能性がある。インタラクテ ィブEDIを

実現す る基本的な技術 はすでに確立 されているが、標準化は未完了の状況にあ り、 ニーズの高

まった企業が個別に導入を行 っていけば、 また、多端末が発生す る可能性が大 きい。そのため、

新 しいEDIの ベ ースとなる技術やルールの標準化 を早 く検討す る必要がある。

そこで、1992年11月 に通商産業省に設置 されたオープンシステム環境整備委員会のなかに電

子データ交換分科会(第2次 電子データ交換分科会)を 設置 し、再度EDIの 標準化 について検

討す ることにな った。

新 しいEDIの 柱が、

① 業際EDI

② イ ンタラクテ ィブEDI

であることは明 らかであ り、今年度は この2つ のテーマを重点的に検討 した。 尚、関連重要要

素 として、

① 国際標準化への対応(UN/EDIFACTへ の対応及びP-EDIへ の対応)

②EDIの セキ ュリテ ィ対策
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③ その他EDIに おける新技術 の利 用

について も調査を行 った。
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2 業 際 E D 1

2.1EDIの 発展的拡大

EDIの 発展過程 を概観する と、ひ とつの流れを把握す ることが出来 る。

最初のEDIは 、先ず大企業 とその大 口取 引先 との間で実施 された。大型量販店(ス ーパーや

チ ェー ンス トアな ど)が 構築 したEDIで は、大 口取 引先である大手問屋 やメーカとネ ッ トワー

クを張 り、受発注デ ータを中心 としたデータをEDIで 交換 し、オンライ ン取引 と呼ばれた。製

造業(大 手組立 メーカ)の 場合には大手部品 メーカな どを大 口取引先 として、EDIを 実施 した。

小売店 とメーカはそれぞれ別の業種 に属す るが、直 接の取引関係にあるので、 この直接の取引

関係にある2者 をまとめて業界 と呼ぶ慣例がある。そこで、最初のEDIは 業界内のEDIと して

位置づけ られている。

このように業界内のオンライ ン取引 として始 まったEDIは 、ある特定 の企業か ら見た時のす

べての取 引先 とのEDIに 発展 しいて く。EDIを 始めた企業(そ のほとん どは大企業 であるが)

にとって、その方向を 目指す ことが業務効率や ビジネスチャンスの増加につながるか らである。

その企業 の取引先のすべてが、たまたま一つの業界内にあれば、業界 内のEDIと して収束す る

が、そ うでなけれぽ業界を越 えたEDIあ るいは業際(慣 例用語)と 呼ばれ るEDIへ 発展 してい

く。

一般的に、小売店 と問屋/メ ーカで形成する業界と、小売店 と輸送業者あるいは問屋/メ ーカ

と輸送業者で形成する業界は、別 のものとして考えられる。製造業メーカ/部 品 メーカと輸送

業 との関係においても言える ことで、金融業 との関係ではさらに別の業界を形成する。そ して、

これらの業界にまたがるEDIを 業際EDIと 呼ぶ。従 って、受発注だけのEDIか ら納 品あるいは

物流を カバ ーす るEDIへ の

発展過程で、 これ ら異なる
初期段階 ⇒ 発注者一受注者間の受発注情報の交換

業界をオーバーラップす る

EDIが 必要 にな り、業 際

発展段階 ⇒ 発注者一受注者間の納入情報の交換
EDIが 構 築 さ れ る。EDIの

カバ ー範 囲 が決 済 に達 した

時 も同様 で あ る。 これ らを

こ こで は業 際EDIと 呼 ぶ。

あ る企 業 の取 引先 のす べ

て が、 た また ま一 つ の業 界

内にあ る とい うの は、 む し

ろ例 外 であ るか ら、EDIが

進展 してい くと、必 然的 に

拡大段階 ⇒ 発注者一運送事業者、

運送事業者一発注者間の輸送情報の

交換

成熟段階 ⇒ 決済関係

図2-1製 造業でのEDIの 発展的拡大の例
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業界 内 のEDIか ら業 際のEDIへ 移 行す る。業 際EDIと は、EDIの 発展段 階 の一 つ を表 現 して い

る。 これ は、 図2-1の 例 を見 る ことで も、容 易 に理解 で きる。

EDIの 導 入 や発展 段 階 と、企 業 の情報 シス テ ムや ネ ッ トワー クとは密 接 な 関係 が あ る。 あ る

企業 に情 報 シス テ ムが構 築 され 、次 第 にそ の適 用範 囲 が拡大 してい く。そ の拡 大過 程 に は、転

換時 期 がい くつ かあ る。最 初 の転 換 点 は、 オ ンライ ン ・システ ムの導 入 であ る。 そ して 、 これ

が社 内 ネ ッ トワー クの構 築 につ な が る。 次 の転 換 点は 、対外 接続(い わゆ るオ ン ライ ン取 引 の

開始)で あ る。こ こか ら、EDIが ス タ ー トす る。最 初 のEDIは 、様 々な 理 由で仲 間 うちで行 われ

る。 これを、 ク ローズな ネ ッ トワー ク とい うこ ともあ る。

取 引先 のす べ てをEDIで 結 ぶ とい う目標 で、拡 大 が始 ま る。 ある程 度 の拡 大 が な され た 時点

で、業 際EDIと か ある いはオ ー プ ンなEDIと か呼 ばれ る よ うにな る。丁度 この時 、業務 的 に は、

受 発注 か ら納 品 を カバ ーす るEDIへ の発展 が起 こって いる こ とに な る。

図2-2に 示 す よ うに 、企業 情報 シス テ ムの発展 に 応 じて適用 す るEDIの 規 格や ツール が変

化 してい くの であ るが、 この図に示 す変 化 が ス ム ースに いかな い ところ に、 問題 が発 生 す る。

オフライン処理 標準無し

u8

オンライン処理(企 業内交換)企 業内標準

6

EDI(業 種/業 界 内)

↓

8

業界標準

o

国内標準

閉鎖的(小)業 務範囲狭い 手作業に近い

非連続的

t
業際EDI 開放的(大)業 務範囲広い 連続的

e

国際EDI

与

国際標準

図2-2企 業情報 シテムとEDI/標 準化の関係

EDIは 業 務処 理 の効 率化(そ の意 味 は様 々で あ る)の ため に行 う。EDIの 開始 に 当 た っ て の

業務処 理担 当者 の 目標 は、業 界 内のEDIで もなけれ ば狭 い範 囲 で閉 じたEDIで もない。 た ま た

ま構築 され るEDIが 、様 々な理 由(技 術 的 な理 由が多 い)で 、 閉 じた体系 にな って い る ケー ス

が多 い。EDI導 入初 期 の一般 的 な形 態 は、業 界 内 のネ ッ トワー クがベ ースに な って い る の が ほ

とん どで あ るが、 これ で も当面 の必 要性 を満 た してい た こ とも確 か であ る。業 務 が拡 大 してい

くにつれ てEDIネ ッ トワー クも拡 大 し、 よ り開放 的な 体系 を必 要 とす る よ うに な るが 、技 術面

での対 応 が簡 単 では ない ことが大 きな ネ ックにな って くる。 一度 構築 され て しま ったEDIネ ッ

トワー ク(特 に業 界VAN等)は 、様 々な理 由で 開放 的に す るのが難 し く(費 用 がか か る)、 再

構築 が必 要 にな って くる。
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しか しEDIの 技 術面 での 開放 化 は進 め なけれ ぽ な らな い。 この開放 化 とは 、 これか ら構 築 さ

れ るEDIネ ッ トワー クへ の標 準技術 の導入 と標準 技術 の導 入 に よる従 来型EDIネ ッ トワー クの

再 構築 であ る。 このEDIの 開放 化 では、電子機 器業 界 の標 準化 とその手 法(EIAJ標 準)は 一つ

の実用 的 な解 決方法 と して注 目され たが 、 このEIAJ標 準 を よ り広 い業 際 的EDIの ニ ーズ に対

応 し うる よ うに拡 張 した のが 、CIIシ ンタ ックスル ール(㈲ 日本情 報処 理 開発 協会/産 業 情報 化

推進 セ ンター(JIPDEC/CII)が 開発 した業 際 的な ビジネス プ ロ トコル)で ある。EIAJ標 準は 、

①EIAJ標 準 メ ッセ ー ジ

②EIAJ標 準 デ ー タエ レメ ン ト

③EIAJシ ンタ ックスル ール

で構 築 され るが 、CIIシ ンタ ックスル ール は上記 ③ の改 良版 で ある。

業 務面 で見 る と、EIAJ標 準 に よる電 子機 器業 界 のEDIは 現在 の ところ業 界 内のEDIで あ り、

EDIの 量 的拡 大 に伴 うネ ッ トワー クの拡 大 に対応 す る技 術 と して効 果 を発 揮 して い る。 これ が

機能 的発 展 で あ る業 際EDIに 対 して も対応 す る標 準 で あるか ど うか は、実 用 化 に よ って 実証 し

なけ れ ばな らな い。 もち ろん、そ の時前 述 の③EIAJシ ン タ ック スル ール をCIIシ ン タ ッ クス

ル ール に交換 す る。

業 務面 で い うEDIの 機 能 的拡大 とは、実 際 は、 荷 主 と物 流業 者 の デ ータ交換 であ った り銀 行

と顧 客 のデ ー タ交 換 で あ った りす る。 ま さに業 際EDIと 呼 ばれ る形 態 で あ り、 このEDIの 検 討

は新 しい時代 のEDI構 築 へ 向け ての一 つ の挑 戦 で あろ う。

業 際 レベ ルのEDIの 先 には、 国際EDIの 構築 が 目前 に迫 って い る。 そ の 時 に は 、CII標 準 と

UN/EDIFACTの 融 合 が 問題 にな る。 この よ うな課題 に対 して一 つ一 つ解 決 を 図 って い く必 要

が あ る。

本 章 では 、以 下 に業 際 レベル に達 したEDIの 現 状 を紹 介 し、そ の課題 や 解 決へ の方 向につ い

て、 業務 面 か ら アプ ロー チ し、具体 的 な実証 実験 の場 と して平 成4年 度 に組 まれ た通 商産 業省

のプ ロジ ェク トで あ る 『業際EDIパ イ ロッ トモデ ルの 開発 』 に対 し提 言 を ま とめ る。

2.2物 流業界のEDI

2.2.1物 流業界の環境

近年、輸送能力不足な ど物流をめ ぐる環境が変化 して来てお り、物流の有 り方について、

政府及び産業界で本格的な検討に乗 り出 している。

物流需要が増加す る一方で、 トラック運転手不足、 コス ト上昇 、交通渋滞 、公害 な ど

様 々な問題が顕在化 して来たか らである。

物流需要 は、企業 の在庫管理の合理化に伴 う時間決め配送や、小 口多頻度配送 などの動

きを背景に増加 して来た。 しか しながら運転手不足、交通渋滞、環境 問題、地価高騰に よ

るター ミナル設置 コス トの上昇な どの物流をめ ぐる制約要因が顕在化 して、従来の ように、
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荷主の要請に物流事業がそのまま対応 してい くことが困難になるとともに、物流事業が こ

の点を克服 しようとするとコス トが高 くついた り、社会的批判を受けるな どの問題が生 じ

るようにな った。 こうしたr制 約要因の中で物流の高度化、多様化を図ってい くこと、そ

のために一層の物流の効率化を進めてい くことが必要である』 と運輸 白書(平 成3年)は

指摘 している。

また、 こ うした物流問題は単に物流事業 の問題に とどまらず、マクロ経済、産業、企業

収益に与える影響が大きい と考えられるので、その影響を分析 し、企業側 の対策を検討す

ると共に、政府の産業政策に反映 させるべ く、具体的な対策が検討 されている。

2.2.2物 流効率化の方策 と物流拠点の整備

こうした物流制約要因は、流通費の急騰 となって企業経営を圧迫 し始め、物流 コス トの

見直 し、物流の一層の合理化の動 きを進 めている。 こうした過密物流への警告に対 して、

企業側の対応は 『商品の多品種化戦略の見直 し』、『多頻度短期納品の再考』、『品揃 ・商品

構成の見直 し』、『返品抑制』、等 となって現れている。

運輸 白書が指摘す る物流効率化の方策は、要約以下の通 りである。

一幹線物流における トラ ックか ら鉄道 ・海運へのモーダルシフ トの推進 ・鉄道輸送力の増

強 ・ユ ニッ トロー ドター ミナル等の港湾整備。

一部市 内物流における積合わせ輸送 ・自家用 トラックか ら輸送効率の高い営業用 トラ
ック

への切 り換えと複数荷主の貨物の積合わせ輸送の推進 ・トラックの共同利用 とこのため

に共同利用の拠点 となる配送 センターの整備。

一荷役作業効率化及び情報 システム化 ・即ち倉庫
、 トラックター ミナル、配送セ ンタ等の

物流拠点の省力機器や無人化 システムの投入と情報システム化の推進 ・トラック輸送の

帰 り荷斡旋のシステム ・倉庫の在庫管理の情報システム化 ・内航の荷主への小 口貨物輸

表2-1利 用運送事業者数等 の推移

年脇1]

種別
55 58 59 60 61 62 63 元

通 運 事 業 975 938 890 866 766 747 746 747

自転 車 運 送 取 扱事 業 8,683 1LO67 12,168 13,341 13,977 14,977 16,593 18,403

内 航 運 送 取 扱 業 1,480 1,504 1,517 L525 1,570 L595 1,616 1,641

利用航空運送事業(国 内) 35 38 38 40 41 41 41 41

利用航空運送事業(国 際) 8 12 13 14 15 16 17 20

海上輸送取扱業(外 航) 562 600 609 661 684 704 705 773
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表2-2輸 送機関別国内貨物輸送量

革命送 トン数(百 万 トン) 輸送 トンキロ(億 トンキロ)
平均輸送距離

(キロ)

元 年 度 2年 度 元/63 2/元 元 年 度 2年 度 元/63 2/元 2年 度 2/元

船輸送量 6,509.9 6,776.3 105.8 104.1 5,134.4 5,467.9 106.3 106.5 80.7 102.3

鑓 82.8 86.6 100.6 104.6 251.4 272.0 107.1 108.2 314.0 103.5

JR 55.8 58.4 100.2 104.7 246.7 267.3 107.1 108.3 457.7 103.5

蹴 27.0 28.2 101.5 104.3 4.6 4.7 103.2 101.5 16.6 97.3

自動車 5,888.2 6,113.6 105.6 103.8 2,628.6 2,742.4 106.8 104.3 44.9 100.5

営業用 2,291.5 2,427.6 106.7 105.9 1,842.6 1,942.2 108.0 105.4 80.0 99.5

自家用 3,596.8 3,685.9 104.8 102.5 785.9 800.2 104.2 101.8 21.7 99.4

内航海連 538.0 575.2 109.1 106.9 2,246.9 2,445.5 105.7 108.8 425.2 101.8

艦 0.83 0.87 108.5 105.8 7.5 8.0 109.1 106.1 914.1 100.3

分担率
(%)

100.00

4.97

4.89

0.09

50.16

35.52

14.64

44.72

0.15

注 運輸省資料により作成

送情報提供のための内航雑貨情報 システムの開発。

流通 センタの整備は企業 の物流経営戦略の主軸であ り、 自社 内及び取引先を含めての多

品種小料化 に対応す る高回転の物流システムの中核 となる物流拠点 として位置づけ られて

いる。 この物流セ ンタは、保管 、仕分け、流通加工等の機能のみならず、仕入先、販売先

に対する、流通 チ ャンネルの影響 ・支配力を保持す るための戦略的拠点でもあ り、経営戦

略情報システムの構築上の重要なノー ドでもある。そ こで、運輸 白書 は、r物 流 の量 的増

大、質的高度化に対応 して、倉庫、 トラックター ミナル、配送 センタ等の物流拠点の拡充

が求め られている』 と指摘 し、r従来からの保管、荷捌 き等の機能に加え、ラベル貼 り、組

立て、裁断等 の流通加工機能、高度の情報処理機能、商品展示機能等を備えた近代的な物

流拠点への要請が強い。 こうした物流拠点の整備 が進むと、交錯輸送 の排除、情報 の集中

管理を通 じて物流の効率化が進む ことになる。 また若年労働力不足に対応するため、 自動

立体倉庫の整備等の省力化投資 についても一層の促進を図ることとしている』 と述 べてい

る。

2.2.3物 流情報システム化 と物流VAN

物流をめ ぐる今 日的課題に応えつつ、適時、的確、省力化を可能 とする効率的、合理的

な物流 システムを構築、運営す るためには、道路、公共流通 センタ、空港、港湾等 とい っ

た物流イ ンフラの整備 とあいまって、情報処理機能 の支援、強化が不可欠である。物流 と

情報機能 の統合化 、融合化が求め られてお り、例えば、物流 の共同化 も情報 システ ムを基

盤、媒介 として、進展が可能 となるのである。

周知の通 り、我が国では、業種の枠を超 えて情報 ネ ッ トワークの構築が進んでいる。物

流業界(ト ラック)で も、地方 レベル、或いは全国 レベルで 『貨物斡旋共同システム(空

車情報、積荷情報)』 とかr求 車、求貨情報システム』またr貨 物追跡 システ ム』等 々と称
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してパソコン、オフコン、メイ ンフ レームのそれぞれの レベルで構築 され始めている。 こ

うした動 きは一企業、一業種の枠を超 えて進行す ることは間違いないであろ う。

こうした システムの コンセ プ ト(例 、福山通運)を みると、

① 輸送品質の向上

② 荷主の情報処理 との柔軟 な リンクと情報の的確な伝送

③ 魅力ある就業条件

④ 世間への企業イメージの伝達

が挙げ られてお り、またシステムの期待効果 としては、

① 荷主の送 り状の廃止を軸 とす る出荷業務の合理化

② 荷札バー コー ドによる荷主の出荷管理強化 と輸送品質の向上

③ 荷主のビジネスチ ャンス拡大の支援

④ 輸送管理方法や運賃生産情報の交換

⑤ 自動運賃計算など運送 における事務作業の合理化

が述べ られてペーパー レス、EDI志 向が打出されている。

物流情報システ ムの拡大をみ る上で、注 目すべ きは、陸運業(ト ラック)を 主 として、

倉庫業、港湾荷役業等の物流業者のVAN事 業へ の進出である。 これは将来 の業際EDIの

可能性、実行性を検討す る上で、興味深 いところである。

これ らの物流VAN事 業がサ ービスの対象者 として挙げているのは、下記 の通 りである。

●

●

●

●

●

●

●

●

関連運送会社、運輸グル ープ内企業、系列会社、配送会社、連絡運輸会社

百貨店

メーカ、 メーカ販売代理店

卸、量販店

通販業者

納入業者、部品納入業者

小売店、 コンビニエ ンスス トア

海貨、検定業者

また、 こ うした物 流VAN事 業者 の提 供す るサ ー ビス 内容 、機 能 と して挙 げ て い るのは、

下 記 の通 りであ る。

●

●

●

●

貨物追跡情報

受発注データ交換

出荷データ

在庫情報

納品データ

無在庫経営支援
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表2-3物 流業者 のVAN事 業への進出状況(そ の1)

一

一
ー
ー

貨 物 流 通

事 業 者 名

VAN担 当

会 社 名
届出 ・開始時期 サ ー ビ ス 内 容

ヤ マ ト 運 輸 ヤ マ トシ ス テ ム 届 出57.11 ・ヤマ ト運輸、関係運送会社及び百貨店の間で貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。
開発 開始57.12 ・メ ーカ、卸、量販店、百貨店の間での受発注デ ータの交換及 び代 金請求 データの交換を行 う。

西 濃 運 輸 セ イ ノ ー情 報 サ 届出58.7 ・西濃グループ内や量販店との間で貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。
一 ビ ス 開始59.4 ・西 濃

、メーカ、量販店、納入業者等の間で受発注デ ータや在庫管理情報等 の交換を行 う。
・専用 回線 を用 いて電話

、フ ァクシ ミリ等の通信サ ー ビスの提 供を行 う。

名 鉄 運 輸 名 鉄 コ ン ビ ュ ー 届 出59.2 ・名鉄運輸 グループ内及び配送会社、百貨店間において貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。
タ サ ー ビ ス 開始59.4 ・名鉄 とメーカ、通販業者 との間におけ る受発注 データ、 出荷 データ、在庫情報等の交換を行 う。

日 本 運 送 トー タ ル プ ラ ン 届 出59.2 ・日本運送
、 フッ トワーク等関連運送会社間で貨物追跡情報、運賃 請求 データの交換を行 う。

ニ ン グ サ ー ビス 開始59.4

佐 川 急 便 佐 川 コ ン ビ ュ ー 届 出59.4 ・佐川急便 グループ内において貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行 う
。

タ サ ー ビ ス 開始60.1

日 本 通 運 日 本 通 運 届 出59.4 ・日通 と量 販店
、百 貨店 、卸等 との間において受発注 データの交換 を行う。

開始59.9 ・日通 とメーカ との間で
、在庫情報、輸送情 報等 の交換 を行 う。

・日通 と系列会社間で、貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行 う。

第 一貨物 自動車 第 一 貨物 自動車 届 出59.5 ・第一貨物と関連配送会社、関連運輸会社を結んで、貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。
開始59.6 ・第 一貨物 と荷 主 との間で出荷指示デ ータ、輸送情報 の交換 を行 う。

・第一 貨物 と通販業者との間で受発注デー タ
、出荷指示 データ、在庫 データ等の交換を行 う。

日 立 物 流 日 立 物 流 届 出59.5 ・日立物流 とメーカ、販売代理店を結び、受発注 データ、在庫 データ等 の交換を行 う。

開始59.6

ト ナ ミ 運 輸 ト ナ ミ 運 輸 届 出59.5 ・トナ ミと関連配送会社及び関連運輸会社を結び、貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。
開始60.1 ・メー カ、卸、百貨店 との間を結 び、受発注データの交換 を行 う。

エ ス ラ イ ン ギ フ エ ス ラ イ ンギ フ 届出59.6 ・エ スライ ングルー プ内において貨物追跡情報その他 の輸送情報 の交換 を行 う
。

開始59.6 ・メ ーカと量販店の間での受発注 データの交換を行 う
。

原 田 港 湾 作 業 ハ ラ ダ サ ー ビ ス 届出59.6 ・海 貨、検定、陸運業者、荷主等 と原 田港湾作業を結 び、船積貨物 管理 のための諸情報の交換 を行 う。

開始59.10

山 九 サ ン キ ュ ー デ ィ リ 届出59.7 ・製菓会社や電子機器販売会社と山九を結び、受注データ、納品情報等の交換を行う。
一 ネ ッ トサ ー ビ ス 開始59.10

神 田 運 送 神 田 運 送 届出59.8 ・百 貨店 と神 田運送、関連配送会社 において、配送完 了データの交換を行 う。

開始61.6



一

口

一

義2-3物 流業者のVAN事 業への進 出状況(そ の2)

貨 物 流 通
事 業 者 名

VAN担 当

会 社 名
届 出 ・開 始時期 サ ー ビ ス 内 容

セ ン コ ー セ ン コ ー 情 報

サ ー ビ ス

届 出59.9

開 始59.11

・セ ンコーと荷主間を結 び、出荷 データや在庫情報等 の交 換を行 う。
・セ ンコー と関連配送会社 間で貨物追跡情報 その他の輸送 情報 の交換を行 う。

中 越 運 送 CEC新 潟 情 報

サ ー ビ ス

届 出59.10

開 始61.5

・中越運送と荷主を結び貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。

丸 運 セ ン ト ラ ル コ ン
ピ ュ ー タ

届 出60.2

開 始60.3

・丸運と関連配送会社を結び、配車指示や配送完了データの交換を行う。

鈴 与 倉 庫 鈴 与 倉 庫 届 出60.2
開 始60、4

・荷主 と貨物情報と運送会社の空車情報の交換を行う。
・荷主 と倉庫間を結び在庫情報等の交換を行 う。

福 山 通 運 福 山 通 運 届 出60.5
開 始60.7

・福山通運、系列会社、連絡運輸会社、荷主間にお いて貨物追 跡情 報その他の輸送情報の交換を行 う。
・福山 と量販店 との間において受発注デ ータの交換を行 う。

加 藤 陸 運 加 藤 陸 運 届 出60.7
開 始60.12

・加藤陸運 と配送会社、百貨店間で貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。

岡山県貨物 運送 岡 山県 貨物運 送 届 出60.8
開 始60.10

・岡山県貨物と配送会社、連絡運輸会社、荷主間を結び、貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。

中 京 倉 庫 中 京 倉 庫 届 出61.8
開 始61.8

・小売店か ら売 り上げ情報を収集 し、売れ筋等の分析資料及び管理資料を配信する。

ニ チ レ イ ニ チ レ イ 届 出61.9

開 始61.10

・回 線 の リ セ ー ル を 行 う 。

札 幌 通 運 札 幌 通 運 届 出62.6
開 始62.7

・札幌通運 と関連配送会社、連絡運輸会社を結び、貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。
・札幌通運 と大手荷主との間で受発注交換を行う。

東 武 運 輸 東 武 運 輸 届 出63.2
開 始63.9

・東武運輸、系列会社、荷主間を結び貨物追跡情報その他の輸送情報の交換を行う。

横 浜 輸 送 横 浜 輸 送 届 出63.11
開 始63.12

・メーカとメーカへの部品納 入業者を結び、生産指示 、入出庫 ・在庫 、未納予告情報等を交換す る。

ヤ マ ト 運 輸 ヤ マ ト 運 輸 届出 平2.3

開 始 平2.11

・コ ン ビ ニ エ ン ス ス トア 等 に フ ァ ッ ク ス を 設 置 し 、 伝 言 フ ァ ッ ク ス サ ー ビ ス を 行 う 。

白 鷺 運 輸 白 鷺 運 輸 届 出 平2.6
開 始 平2.7

・伝 言ダイヤルサー ビスを行 う。



●

●

●

●

■

●

配送完了 データ

生産指示 、入 出庫情報、未納予告情報

代金請求データ交換、運賃請求データ

配車指示、空車情報

売れ筋等分析資料、管理資料

改選 リ七一ル

伝言FAXサ ービス、伝言ダイヤルサービス

またr情 報志向型卸売業研究会報告(㊥ 流通 システム開発セ ンタ)』に よれば、配送 シス

テムの問題点 として 『運送屋の配達証明管理が不備である。』改善策 として、『業者に配達

証明管理システムを構築 させる。』 と指摘 されているが、 まさしく配達 管理情報 のEDI化

の実行は物流情報 システムのソフィステ ィケーシ ョンの度合いをみる重要な一つ の基準 と

もいえるものである。

2.2.4業 界ED1の アプ リケー シ ョン

物 流 デ ー タ交 換 は、資 材 と製 品が調達 か ら顧客 に まで流 動 す る過 程 を モ ニターす る こと

で あ り、企 業 の調 達 、生産 、販売 、流通 活動 の運 営 と計 画統制 活動 に役 立 て られ る もので

あ る。 この物流 デ ー タ交 換 は、物 流情報 フ ロー と通信 シス テ ムが一 体化 され て実 現 され る。

それ は会社 内の デ ー タベ ース間 のみ の情 報伝 送 で よい場 合 もあ り、 また外部 デ ー タベ ース

(運送 会社 、供 給 業 者)と の間 での情報 交換 であ る場 合 もあ る。 また 、 内部 と外 部 のデ ー

タ ソースを リアル タ イ ムベ ースで統 合す る場 合 もあ る。

物流 デ ー タ交換 は、社 内、社外(業 際)で 、様 々な形 で 、通常 の ビジネス状 況 の 中で発

生す る もの で ある。 例 え ば、資材 購 入、調 達物 流活 動 、 ロジステ ック計 画活動 、 荷物 コン

トロール 、顧 客 との受 発注 、納 入物 流、検 収 、請求精 算活 動等 々であ る。

EDI先 進 国の 米 国 の場 合、一般 的企業 を 中心 としてみ た、EDIの 最 も一 般 的 な 適 用 例 と

して下記 の10通 りの ア プ リケー シ ョンが挙 げ られ て い るので 、参考 に記 す。

(出 典"ELECTRONICDATAINTERCHANGEBACKGROUNDINFORMATION

ANDCASESTUDIES"TEMPLE,BARKER&SLOAM,INC.1988年10月)

① ベ ンダ ー ・企 業 間 リン ク

自動 発 注 、 出荷 ステ ータ ス、 請求情 報 の フ ロー

② 運 賃支 払 システ ム

EFTサ ー ビスを利 用 した運 送会 社へ の 自動支 払 システ ム

③ ロジス テ ック計 画 システ ム

戦 術 的、戦 略 的 ロジステ ック分析 の ため の アプ リケー シ ョン

④ 運 送 管理(荷 主 側)
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運送 中の製品や在庫中の製品をモニターするシステム

⑤ 運送管理(キ ャリアー側)

物流施設問を移動中の製品をモニターす るシステム

⑥ 運送管理(運 賃計算 ・審査)

荷主 に対 してキャリアーの賃率情報や運賃審査サー ビスの提供(註 、米国では こうし

たサー ビスを提供す る専門業者がいる)

⑦ 運送管理(フ ォワダー側)

配送 チャネル 内にある荷主 を追跡するための、 ブローカーやフ ォワダーの 自動化 シス

テム

⑧ 運送管理(物 流センター)

公共倉庫や貨物 コンソリデーシ ョン拠点で、製品をモニターす るシステム

⑨ 倉庫 システム

製品のス トック状況や利用可能状況の情報を倉庫、キ ャリア、企業、顧客間で伝送す

るシステム

ベンダー/

供給業者

＼
運賃算定/

審査

/躍
← 一合 企業のオペ レー シ

③⑥ ヨンと計画

運 送/倉 庫

(キャリアー、センター

フ才ワダー)

図2-3
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⑩ 顧 客/企 業 間 リンク

自動発 注 、 出荷 ステ ー タス、請 求情 報 の フ ロー

2.2.5航 空貨物業界の実際EDl

(1)国 内航空貨物業界

国内航空の輸送 トン数は、現在約80万 トンある。輸送機 関別 トンキ ロでみ ると8億 ト

ンキ ロで分担率は、0.15%で ある。運送品 目を航空会社搬入の運送状種別でみると、 日

航の場合、一般混載貨物(43.2%)、 果実野菜類(14.0%)、 生鮮魚介類(10.5%)、 花 き

園芸植物(4.3%)が 高い割合 を占めている。

国内航空会社の国内貨物取引は、90%以 上が、代理店や混載業者に依存 している。 と

りわけ混載貨物の形態(一 般混載、果実野菜混載、生鮮魚介混載)で 流動す るものが重

量比約75%と な っている。

現在、国内貨物混載免許業者(利 用航空運送事業者)は 全国41社 ある。混載業者 は、

荷主に対 して各社規格 の国内貨物原票 と称す るHOUSEWAYBILLを 発行 して集 荷を

行い、航空会社へは各航空会社規格の航空貨物運送状をMASTERAIRWAYBILLと し

て作成 し、混載貨物の搬入を行 っている。国内貨物原票は、業者に よって多少差異があ

るが、荷送人控、貼付用、売上票、請求書、配達票(到 着明細書)等 々6～7片 の ワン

タッチライテ ィングとなっている。国内線各航空会社の国内貨物情報システム開発状況

は、旅客のシステム化 に比 して遅れている現状である。(日 航は'88年JALDOMな る国

内貨物情報システムを稼働 させた。他 国内航 空会社 は'93年 度 頃を 目途 に開発を検討

中。)代 理店 ・混載業者側の状況 も一部を除 き、情報 システ ムは未整備である。

従 って、航空会社 と業者 との間でのEDIも 未だ行われていないのが実情 である。業 者

と荷主間に於いては、百貨店や電気部品荷主 との間で一部、配達完了情報のEDIが 行 わ

れているようであるが、全般的にEDIを 行 うような状態 には達 していない様である。

(2)国 際航空貨物

日本発着の国際航空貨物 の物量は、国内貨物の約2倍 の160ト ンの規模 であ る。 我が

国の国際航空貨物 は世界的にみても、著 しく混載化(約80%)が 進行 してい る。

国際航空貨物の場合は、情報 システム化が、各航空会社 、フ ォワダー、上屋業者、税

関通関業者 とも可成 り整備 されて来ている。我が国ではAIRNACCSが 稼働 してお り、

若干 の業務については、 コンピューター間のインターフェイスが実現されている。諸外

国の税関で もEDIが 可能 となってきている(英 国、米国、豪州、オ ランダ、シンガポー

ル、カナダ、独、ベルギー、等)。 国際航空会社 では、航空会社EDI業 界標準 と して 、

IATACARGO-IMPMESSAGEが70年 代以降実用 されてお り、航空会社間のみな らず、

フォワダー、荷主等 との間でも利用されている。 このIATA標 準に準拠 して、IATAと
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CCC(税 関協力 理 事会)が 共 同 して、税 関 メ ッセ ージを制定 して い るが 、 これ が各 国税

関 で使用 され て い て、UN/EDIFACTに よる税 関 メ ッセ ージが本 格採 用 され て い る まで

の世 界標 準 と して の役 割 を果 た して い る。 またIATAはUN/EDIFACT活 動 に積 極 的 に

参 画 して お り、 主要航 空会 社 で はEDIFACTの 検 討 が進 め られ て い る。全 世 界 にわ た っ

て、航 空会社 が 共 同で設立 したSITAの 通 信 ネ ッ トワー クが確立 され て お り、90年 か ら

フ ォワダー も このSITAネ ッ トワー クを利 用 す る こ とが可能 とな ってい る。

国際 航空会 社 貨物 の業 界EDIを 促進 す るため のイ ンフラ と して、世 界各 地 でCARGO

COMMUNITYSYSTEMの 設 置 が進展 してい る。 これ は、航 空貨物 物 流 関 連 者 間(海

運 、鉄道 、 トラ ック等 を含 め るイ ンタ ーモ ーダル なCOMMUNITYSYSTEMも ある)で

の メ ッセ ー ジ交 換 のため 荷主 、 フ ォワーダ、税 関 、通関業 者 等 を結 んで、 ス イ ッチ ング、

トラ ンス レーシ ョン、ル ーテ ィングの機 能 を もつ仲 介 シス テ ムを設置 す る もの であ る。

この為 、標 準的 基本 仕用 コ ンセ プ トがIATAで 作 成 され てい る。91年8月 、 日航 、 エ ア

フラ ンス、 ル フ トハ ンザ 、 キ ャセイ の4社 が 設 立 したGLS(GLOBALLOGISTICS

SYSTEM)も 、 このCOMMUNITYSYSTEMコ ンセ ブ。トを 取 り入れ た もの で あ る。

こ うした世界 各地 のCOMMUNITYSYSTEMを 利用 して、 国際航空 貨 物 の 業 際EDI

が促進 され る もの と期待 され る。

2.3荷 主か ら見た業際EDI(物 流への取組)

2.3.1チ ェーンス トア業界におけるアプ ローチ

流通業界における物流 システムは、近年 の経営環境の厳 しさを反映 し、従来 の物を運ぶ

ことが中心の機能に加え、流通チ ャネルの対応をも含め営業活動 と商品サブラインステム

を前面支援する ロジステ ィックス(兵 たん)と しての機能を持つ ことが要求 されてお り、

経営戦略上、重要な課題 とな りつつある。

以下では、 これ ら環境変化 の課題を整理す ると共に、物流システムの概要を把握 し、課

題解決の一端 としての物流を中心 とした業際EDIへ のアプローチについて考察 してみ る。

(1)経 営環境の変化 と物流 システムへの対応

チ ェーンス トア業界は、一般消費者を対象に業を行 うとい う特性か ら、世の環境変化

が直接業績に影響を及ぼす ことにな り、経営に与える環境変化のイ ンパ ク トは大 きい。

最近の当業界をと りまく環境 の変化は激 しく、貿易摩擦 に端を発 した大型店舗規制法の

緩和に伴 う競合の激化、デ ィスカウン トス トア等の異業態 との競合激化、消費の鈍化 と

消費者 ニーズの多様化、若年労働者不足に伴 う採用難 と人件費の上昇、オペ レーシ ョン

コス トの上昇、環境問題への対応等 々経営 に与える環境変化のイ ンパク トは大 きい。

この様な厳 しい経営環境を乗 り切 る為には、低荒利で も経営 出来 る企業体質造 りが必

須 とな り、 ロー コス トオペ レーシ ョンの徹底、生産性 の向上必達、 ロジスチ ックスの確
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率が急務 の課題 となっている。 ローコス トオペ レーシ ョンの徹底 と生産性 の向上は、従

来か らの課題 でもあ り目新 しいものではないが、 より以上の対応が必要になっているこ

とを示 している。 これ ら課題解決のキーワー ドは、単品管理 の徹底であ り、POS情 報を

核に した商品管理 システ ムへ と、その対応 も大き く変化 しつつ ある。

ロジステ ィックスの確立 とい う課題は、従来にない新 しい考 え方であ り、これは、消

費の多様化に伴 って流通チ ャネル も多様化 しつつある流通環境 の変化に対応するために

は、生産か ら消費 のためには、生産か ら消費に至 る物の流れ、すなわち流通の川上か ら

川下 まで一貫 した物流機能が必要な ことを示 してお り、業界を超え、製造、卸、小売が

一体 となって取 り組むべ き共通の課題であることを意味 している。

これか らの物流 問題 は、一企業、特定の業界の枠 を超え、倉庫業、運輸業等をも加え

た業際的 な課題 として捕 らえてゆ くことが必要にな ってきているともいえる。

標準化 な くして業際的対応 は不可能であ り、特に物流領域における標 準化は、他領域

に比べて極めて遅 れているといわざるを得ず、今後 の取 り組みが注 目される。

(2)チ ェーンス トアにおける物流 システムの概要

チ ェーンス トアにおける物流 システムは、商品管理 の考え方や、取扱い商品の構成、

業態等に より、それぞれ異なるが、以下では標準的なスーパーマーケッ トチェーンの例

を示す。

① 物流形態

物流の形態は、商品の特性 と販売方法、及び小売各社の仕組みの違いにより様 々で

あ り、画一的ではない。表2-4に その事例を示す。

② 物流 システム(情 報 と物の流れ)

図2-4は 、物流 センタと加工セ ンタ(主 に生鮮食料品)を 保有 している場合の情

報を物の流れの例を示す。

商品の発注か ら入荷、検収、在庫管理 まで、商品特性 と調達方法に対応 したオ ンラ

インシステムでデータが処理 されている。店舗 、物 流 セ ンタ、加工 セ ンタ(生 鮮食

品)、及び市場(生 鮮食品)シ ステムは、それぞれサブシステムとして機能 し、ホス ト

システムは、 これ らサブシステムと連動 して発注、仕入、売上、在庫、及び取 引先 と

のデ ータ交換等の処理を しているのが標準的なシステム構成である。

最近 は、POS単 品情報を高度に活用 した自動発注 システム、在庫管理 システム、物

流、及び加工 センターシステム等 も実用化 されつつある。
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表2一

特 徴 識別 コー ド/伝 票

一 般 食 品 ◎日付管理 ① 標準化 コー ド

◎JANコ ー ド

食 目 配 食 品 ◎日付管理
◎物流 シンボル

◎鮮度管理(冷 凍、冷蔵) コ ー ド

精 肉 ◎日付管理 ◎共通取引先コ
一 ド

◎鮮度管理(冷 凍、冷蔵)

品 鮮 魚 ②企業内コー ド
店 ◎買付(市 場、商社、産直)

◎ セ ン タ ー コ ー

青 果 ◎素材品と加工品 ド

◎店 コー ド

舗 ファシロン衣料 ◎色、柄、サ イズ別管理

衣 ◎店 部門 コー ド

⊥ ◎ リオー ダー不可
o◎

(フ ァ ッシ 宮ン衣料) ◎取 引先 コー ド
1

料 定 番 衣 料
販 ◎分類 コー ド

スポーツ、履 き物 ◎商 品 コー ド

◎伝票区分 コー

売 日 用 雑 貨 ◎商品改廃頻度 ド

雑 ◎商品区分 コー
家 電 ◎宅配 ド

貨 ◎代引き納品 ③卸業界別コー ド
イ ン テ リ ア

◎処理の集中(キ フ ト) ④業界主管庁コー

ギ フ ト ◎産血宅配(キ フ ト)

ド

⑤C/S統 一 伝票 と

卸業界統一伝票

通 信 販 売 ⑥運輸業界伝票

一

物 流 形態

発注/納 品

毎日or定 期

毎 日

シーズン前
一括発注

(分 納)

定 期

定 期

不 定 期

輸 送 型 態

◎チ ャー ター輸

送

◎混載輸送

※第1荷 受以

降 は、チ ャ
ー ター輸送

が主

◎チ ャー ター輸

送

◎チ ャー ター輸

送

◎混載輸送

◎混載輸送
(宅配)

物 流 ル ー ト(荷 受けから見た場合)

①DC舳 「=③;ε 蔑;㌍ 分け出荷

②DC在 庫引当て出荷

③取引先別直納

①加工物流(加 工センター素材入荷加工店別出荷)

②市場出荷店別納入

③加工センター在庫引当て出荷

①DC融 「=⑬Bε 忠 類 竺分酬 召

②DC在 庫引当て出荷

③調達物流(取 引先別集荷店別納入)

④宅配物流

※宅配物流は出荷ルー トにより異なる

メーカー 一」 卸{小 売 一」・店 △ 宅配働L
::
宅配

①宅配物流



ー

お

ー

(小売業)

店 舗 (発注/仕 入確定)

ホ ス ト

(発注/仕 入確定)

(DC) (出荷指示)

仕
分
け

(在庫引当)

(経由)
在庫

(発注)

(直納)

(パ ス スルー)

市 場
(産 地)

取引先 (発注)
メ ー カ ー

(出荷指示)

DC

(出荷指示)

DC

(加 工 セン ター)

仕

分

け

(素材)

(加工品)

在庫

(経由)
加工

(加工済製品)

(直納)

生鮮食品
(青果以外は保冷車)

図2-4物 流 システ ム



(3)チ ェーンス トアにおける業際EDIへ のアプ ローチと課題

物流を中心 とした業際EDIの 目的は、積載効率の改善 と輸送手段の最適組合せによ り

道路交通量の削減を実現 し、経済的な効果を得、かつ環境改善を図ることにあるが、業

際 とい うことに重 きを置 くあま り、全 く性格の異なる業界の物流を、同一業際EDIで 運

用す ることは不可能である。

先に示す通 り、チ ェーンス トアで取 り扱 う消費材は、その商品特性毎に輸送形態、適

用車種、物流ルー ト等、当業界の中です ら、それぞれ異な り、標準モデルを画一的に適

用す ることには無理があ り、業界の性格、商品の特性に整合 したい くつかのモデルを設

定す る必要がある。

① 業際EDIの 物流への適用範 囲

a.企 業内物流は、当面、次の理 由に より業際EDIの 適用外 とする。

イ.企 業 内物流システムは、現状で も、 レベルの差はあれ経済性 とい う観点から仕

組み も含め効率化を図 ってお り、環境条件の整わないまま、一定のモデルを適用

することは非効率化を まね きかねない。

ロ.む しろ、問題点は、企業外物流 システムとのインタフェース(対 運輸省、倉庫

業者)部 分が必ず しも標 準化 されていないことにあ り、先ず、最初に検討すべき

は、これ らインタフェースの標準化であろ う。(標 準化に よる個別対応の排除)

b.倉 庫側は、業際EDIの 対象範囲 とす る。

イ.立 地難(土 地価格、必要面積 の確保、要員確保)か ら、今後更に、既設倉庫業

者活用(ア ウ トリソーシ ィング)が 進む ものと推測 されることか ら、倉庫業は業

際EDIの 対象 とすべ きであろ う。

② 貨物別カテゴリ

EDI化 の為の輸送用伝票のフ ォーマ ットは対象 となる貨物(商 品特性、荷姿 、商慣

習、輸送形態等)に よって、 もり込む情報がそれぞれ異な り、い くつかのカテ ゴリに

分ける必要がある。但 し貨物 のいかんを問わず輸送に必要な基本情報(荷 主名、荷受

主名等)は 、業界横断的な メ ッセージエ レメン トとして共通化は可能である。

(4)業 際EDI標 準化の対象と進 め方

業際EDIを 実現する為には、先ず、標準化が必要 となるが、以下ではその対象項 目に

っいて整理す る。

① 標準化すべ き対象項 目

物流の領域で標準化 の検討 を進め る場合、輸送対象商品の特性をベ ースに業界の性

格等を考慮 したい くつかのモデルを設定す る必要があるが、 ここでは、業際EDIに 必

要 な基本的な検討すべ き項 目を示 し、それぞれの詳細 については、今後の各業界の標

準化作業に委ねたい。
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アプリケーシ ョンか ら見た場合、その処理の形態 は大別 してファイル転送型 と問合

わせ型に分け られる。それぞれについては、以下の項 目についての標準化が必要 とな

る 。

a.フ ァイル 転送 型

イ.通 信 プ ロ トコル OSIを 前 提 と した通信 プ ロ トコル の採 用

(JCA-H手 順、 も し くはF手 順)

ロ.伝 送 フ ォ ー マ ッ トCIIシ ン タ ッ クス ル ー ル の 採 用

ハ .伝 送 メ ッセ ー ジ

二.伝 票(帳 票)

ホ.運 用 ル ー ル

メ ッセ ー ジ エ レ メ ン トの 標 準 化

運送に必要な各種伝票(帳 票)の 標 準化

運用方法の標準化

フ ァイル転送 型 の標 準化 につ いては、二 段階 に分 け 当初 は 、 メ ッセ ー ジの標 準 化

図2-5業 際EDI適 用範 囲(1)

1次 荷受
(中継)

※荷主から、最終荷受人まで
物が輸送される間に一貫 し
て使用される輸送用伝票、
EDI化 の為の通信プロト
コル、及び伝送メッセージ

の標準化を図る。

発注/納 品伝票は、現行業
界統一伝票を使用。

・＼

「

n次 荷受
(中継)

図2-6業 際EDI適 用範 囲(2)
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N
N
ー

非食品 雑 貨

市場(産 直)調 達商品

魚 保冷車

(保冷倉庫)

目配食品 ※準生鮮食品

一般車輌による輸送(一 般倉庫、混載可)

図2-7貨 物 別 カテ ゴ リ

宅配便(ギ フ ト、通信販売)



を進 め、 各種 識別 コー ドの適 用標 準 の検 討 も含 め、最 終 的 には フ ォー マ ッ トの標 準

化 を 図 る。

b.問 合 わ せ型

イ.問 合 わせ の方 法:ア クセ ス メ ソ ッ ドの標 準化

ロ.制 御電 文:問 合 わせ の電文 、応 答電文 の標 準化

ハ .回 答 フ ォーマ ッ ト:メ ッセ ージの標 準化

二 .運 用 ル ール:運 用方 法 の標 準化

問合 わ せ型 の標 準化 につ いては、 そ の時期 に もよるが 、現在 、UN/EDIFACTで

検討 が進 め られ て いるイ ンタ ラクテ ィブEDIの 動 向 も注 視 し、整 合性 の とれ た も の

に してゆ く必 要が ある。

② 標 準化 の進 め方

実際 に使 え る業 際EDI標 準 を造 る為 に は、業 界 の特性 を反 映 した ものに しなけれ ば

な らない が、 流通 業 に おい ては、業 界 毎 の受 発注 を 中心 と した標 準化 がか な り進 ん で

お り業 際EDIの 為 の標準 化 は、比較 的進 め易 い環 境 に あ る といえ る。

この様 な状 況 を踏 まえ、流通 業 にお け る業 際EDI標 準化 の進 め方 につ い て、 以下 に

示 す。

a.産 業 情 報 化推 進 セ ンタ ー(CII)が 、我 が 国全体 の業 際EDI標 準 化 の と りま とめ の

常 設機i関 と して、 その役 割 を担 い、 ア ジアEDIFACTボ ー ドとの連 携 の もとに 、標

準化 の為 の指 針 、運 用ル ール(メ ッセ ージの作成 方 法 、 コー ド附番 、 登 録)等 を 関

係 主官 庁 、公 的機 関 、業 界へ 提示 す る。

b.各 業 界 は 、主 官公 的機 関 との連 携 の も とに標 準化作 業 を実 施す る。 各業 界 で開 発

され た メ ッセ ー ジエ レメ ン トは、試 案 の段 階 でCIIへ 提示 し、CIIは 業 際EDIと して

業 界横 断 的 に使 用可 能 な ものは、 業載標 準 メ ッセ ー ジエ レメン トと して 登録 し、 関

係機 関 と業 界へ 周知 せ しめ る。

c.運 送 に 必要 な各種伝 票(帳 票)の 標 準化 は、業 界別 に検討 を進 め る こ とを前提 と

す る もの の 、運送 形 態 に合 わせ可 能 な限 り集約す る こ とが望 ま し く、 これ は、主 管

公 的機 関 を 中心 に調 整 を図 る。

2.3.2百 貨店 における物流システム

百貨店の物流は大別 して、取引先からの商品仕入に関す る 「調達物流」、物体セ ンターと

店舗間お よび店舗 内の商品移動に関する 「店内物流」、配送品を顧客へお届けす る 「宅配物

流」か ら構成 され る。図2-9は 大手百貨店における物流 システムの概念図で あ り、従来

は宅配物流のみを中心に物流問題を とらえてきたが、近年では ロジステ ィックスの考え方

か ら、物 の流れ全体 を物流 と認識 して業界の枠 を超えた問題解決に取 り組んでいる。
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ー

ぱ

ー

フ

ァ
イ

ル
転

送

型

問
合

わ
せ
型

1

2

3

1

2

3

通 信 プロ トコル

伝票(帳 票)

ス テ ッ カ ー

問合わせの方法

制 御 電 文

結 果 報 告

内 容

JCA-H手 順 、 もし くはF手 順

運送依頼書

出荷指図書

送 り状

ピ ッ キ ン グ ・ リス ト

自動検収、 自動仕分用
バー コー ドステッカー

ア ク セ ス ● メ ソ ッ ド

問合わせ電文

応答電文

回答メ ッセー ジ

①.第1ス テ ップ:メ ッセー ジの

標準化

②.第2ス テ ップ:伝 票 フォーマ

ッ トの標 準化

※識別 コー ドの適用標準の検 討も

合わせて必要。

通信プロ トコルとの整合性の検討

電文 フ ォー マッ トの標準化

メ ッセー ジの標準化

備 考

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

①.標 準化 の進め方

◎第1フ ェー ズ

◎第2フ ェー ズ

②.メ ッセー ジの標準化

ファイル転送型(プ ロ トタイプ版 → 適用業界拡大)

第1ス テ ップ==メ ッセー ジの標準化

第2ス テ ップ=伝 票 フ ォーマ ッ トの標準化

問合 わせ型(在 庫 問合わせ、貨物追跡)

業界別標準 メッセージ 業界
エレメント

(A)(B)

業際標準 メッセー ジ ・エレメン ト

・・]蜘1

第1フ ェー ズ 第2フ ェーズ(異 ネ ット間接続) 第3フ ェーズ

物流業際ED1ネ ッ ト

ワ ー ク ・セ ン タ ー

/、

EDIネ ッ トワー ク

(業 界VAN)

＼ ノ

r、

EDIネ ッ トワー ク

(業 界VAN)

、 ノ

○

)

＼ ＼ /

＼ ＼ ＼

llll 1 1
|

※ フ ォー マ ット変換、 ノー

ド変換処理等。

図2-8標 準化の対象 と進 め方(ま とめ)



調達物流 店内物流 宅配物流

一 ー ー ー ー ー ーー ーー ー ー ー ー ー 一{)一 。

運輸 呂湾 運輸 箒 業者

一纏 →ギ1→i灘

i/l灘 譲1一 舗一 －ll㌘
30店 舗

6セ ンター
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図2-9百 貨店 におけ る物流 システ ムの概 念 図

お

客

様

百貨店における物流 システム化は年 々着実に進んできてはいるものの、他の業界に比べ

て大き く立 ち遅れている。表2-5は91年8月 に調査 した調達物流に関す るシステ ム化の

状況であるが、す でに物流 システ ムを導入 している百貨店は15.6%に す ぎず、一方で研究

・検討 中が45 .6%と 今後の物流 システム化に対する期待が大 きい ことがわか る。

表2-5物 流情報 システムの導入状況(日 本百貨店協会加盟110社)

合 計 都市百貨店 地方百貨店

導入済 14社(15.6%) 8社(36.4%) 6社(8.8%)

導入予定 2社(2.2%) 1社(4.5%) 1社(L5%)

研究 ・検討 中 41社(45.6%) 8社(36.4%) 33社(48.5%)

その他 33社(36.7%) 5社(22.7%) 28社(4L2%)

(有効回答90社 の状況)

百貨店の物流を取 り巻 く状況は年 々困難さを増 し、特 に輸送効率の低下、各社 ごとの個

別業務運用か らくる非効率、物流 コス トの上昇等への対応が迫 られている。以下 に、主要

な課題についての現状 と改善の方向性を述べる。

(1)輸 送効率の向上について

① 現状 と問題点

a.百 貨店の特徴 として年間の繁閑格差 が大 きく、7、12月 に年間配送量の5～6割

が集中す るために物流効率上の問題 となっている。
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b地 価の高騰、 日照権、大型車の騒音や排気ガス等 の諸問題 のため、都心部におけ

る物流施設 の新増設が困難 にな ってお り、物流施設 と店舗間の輸送が長距離化 して

いる。

c.百 貨店の物流を委託 している業者 には中小物流業者で労務提供型が多 く、施設、

設備、情報 システム等の合理化が遅れてお り、単独 での効率化を進めに くい状況に

ある。

② 改善の方向性

a.中 元 ・歳暮期の平準化 のため、前倒 し受注 の積極的な推進や波動性の異な る他業

界 との協調に よる効率化を図 り、共通物流 システムの構築を検討する必要がある。

b業 界内部 でも各百貨店相互の共同配送実現を摸索 し、近年特に関西 ・京阪地 区を

中心に実施 されて効果を上げているが、その他の地区でも共同配送の実現を推進す

る必要がある。

表2-6は 共同配送の実施状況である。

表2-6共 同配送の実施状況

合 計 都市百貨店 地方百貨店

導入済 25社(28.1%) 14社(60.9%) 11社(16.7%)

研究 ・検討中 7社(7.9%) 2社(8.7%) 5社(7.6%)

未着手 57社(64,0%) 7社(30.4%) 50社(75.8%)

(有効回答89社 の状況)

c.取 引先 と連動 したオンライ ン受発注 システムに よる計画発注や計画納品の推進に

よ り、納 品物流セ ンターの効率的利用や納品待ち時間等の ロス解消を図る。表2-

7は オンライン受発注 システムの取 り組み状況である。

表2-7受 発注情報 システムの導入状況

合 計 都市百貨店 地方百貨店

導入済 35社(37.1%) 12社(52.2%) 23社(32.4%)

導入予定 2社(2.1%) 2社(8.7%) 0社(α0%)

研究 ・検討中 39社(4L5%) 7社(30.4%) 32社(45.1%)

未着手 18社(19.1%) 2社(8.7%) 16社(22.5%)

(有効回答94社 の状況)

d.物 流施設の充実、効率的物流 システムの構築、物流業者の強化、郵便小包の活用、

納 品代行 の推進等、物流業者 を含 めて業界全体での合理化に取 り組んでい く。
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② 物流規格の統一な らびに情報規格標準化の推進について

① 現状 と問題点

a.現 状では物流業務に関す るシステム規格、ルール、帳票等が各百貨店がそれぞれ

過去の経緯か ら、あるいは個別の戦略的視点か ら構築 されてお り、業界横断での物

流のモジュール化が進んでいない。

b.ま たロジステ ィックスの観点か らは、パ ッケージ規格の不統一に よる輸送荷役 の

非効率や業界の閉鎖性に よって物流情報の効率的な流通が阻害 されてお り、 ビジネ

スプロ トコルの標準化 も遅れている。図2-10は 顧客への配送 品を管理す るために

構築された宅配物流 に関す るシステム事例で あるが、管理情 報種類、電文 フ ォー

マ ット、ステータス等は各社 ごとに異な って いる。 また、物 流業者側か ら見て も

個 々の百貨店への対応は煩雑 で非効率な ものにな っている。

〈配送情報 の種類〉

・完 了情報、返品情報 、不在/そ の他情報 、区外返 品情報 、入 荷情 報、 出荷情報

〈通信 プ ロ トコル〉

・J手 順

〈電文 フ ォーマ ッ ト〉
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09受 渡後 郵便切換
10お 届 け済み

11ご 本人お届 け済 み
12ご 本人サイン

13お 預 け
14江 古田経由豊島局
15ペ リカン便(巣 鴨)

16日 通航空(千代田)
17江 古田経由郵便局

18店 舗郵便出 し
19そ の他切換
20理 由不明
21住 所不明

22受 人不明
23転 居先不明

24転 居先判明
25長 期不在

26受 取辞退

27品 違い
28破 汚損
29二 重配送

30不 在
31ご 本人了解

32指 定日配送待 ち
33調 査中

34法 人保留
35店 舗戻 し
36未 配達調査終了
40区 域外返品

41区 外返品社 内移送

42区 外返品(転送)

50入 荷情報

60出 荷情報
70遅 延伝票受付
71完 全品切 れ
72一 時品切れ

76伝 票入荷
79店 舗戻 し(伝票)

80臨 時発送情報
81未 配達事故出す

88再 出
89異 常データ警告

図2-10宅 配物 流 シス テ ムの事 例
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② 改善 の方 向性

これ らの問題解決を図るためには百貨店業界 として積極的な取 り組みを行 うことは

もちろんであるが、製造業、卸売業、運輸業等 と異業種横 断的な連携 を図 り、物流

EDIの 確立を始めとした物流 システムの標準化を推進する必要がある。

(3)物 流 コス ト負担の適正化について

① 現状 と問題点

a.消 費の変化、販売実態 の変化、商品供給の変化が調達面での物流サ ービスの変化

を招 き、情報 システム化 の進展 とともに物流 コス ト分担関係の複雑化等、新たな変

化 と影響が生 じている。

b.多 様化する顧客ニーズや商品特性、取引形態な どか ら新 しい物流 サービスが望ま

れる反面、物流事情 の悪化に起因する納入側の欠品、誤納、返納等の問題 も顕在化

しつつある。

c.百 貨店の伝統的サー ビスの一つであ った無料配送サー ビスについて経 営上の コス

ト吸収が困難になってい る一方、顧客側の意識 としては配送 コス トに対する認識が

薄い。

② 改善の方 向性

a.時 代の変化 に対応 した調達物流改善の見地か ら、商品特性や取引形態等に応 じた

適切な物流 コス ト負担の明確化を図る必要がある。

b.多 くの百貨店がすでに無料配送の見直 しを始めているが、サービスにもコス トが

あ り原則的には受益者負担であるとい う社会的な コンセンサスづ くりが必要である。

以上のように、これか らの百貨店は よりいっそ う顧客 ニーズに応 えて高質 な物流

サービスの提供を追求す る一方、企業 としての社会的責任を果たすため、物流に対 し

て経営 レベル の課題 として取 り組む必要がある。そのためには、生産か ら消費に至 る

効率的で一貫 した物流 システムの構築が望 まれ るが、それには製造業、卸売業、運輸

業 と連携 した物流EDIや 各種ハー ド・ソフ ト面の標準化、物流のモ ジュール化等の推

進が不可欠 となっている。

2.3.3商 社 と物流

(1)「 物流流通」 から 「ロジステaッ クス」へ

かつて総合商社 は 「人」 ・ 「物」 ・ 「金」 を経営資源 とし、総合商社 の特長である組

織力を活か した総合力を発揮 して、取引仲介 ・物流 ・金融 ・投資 ・オーガナイズ ・情報

の各機能を効果的に果たす ことによ り、その業容を拡大 し、成長 してきた。

業容が拡大す るにつれて、取扱い商品の多様化、取扱 い規模の拡大、 また、活動の拠

点も広が り、 これ らの全てを カバーすることが商権を維持 してい くうえでの基本戦略 と
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な ってい く。

この時点 での商売は南流に重点が置かれてお り、物流は未だ脇役的な存在で しかな く、

しか も、物流に関するインフラを充分に保有 していないため、物流その ものを物流業者

に委ねた所謂ペ ーパー ビジネスが主流 であ った。

近年、物流の重要性が認識 され、物流が南流を制するとまで言われ る状況において、

商社 も従来型の業務形態を見直 し、今まで脇役だった物流を商社主導で機能 させ ること

に よ り、他社 との差別化、また、従来にも増 したスケール メリッ トの追求が可能 とな り、

より付加価値の高いビジネスへの取組 とい う方向に転換 しつつある。

その現れ と して コンピュータを駆使 した、物流ネ ッ トワークの構築、経営方針 ・営業

方針を反映 した情報ネ ッ トワークシステムの開発が始ま り、各業界に分布 している取引

先 と情報交換を行 うことによ り、業務 の効率化が図られ るとともに、蓄積 された情報の

分析 ・経営への利用に より、 より戦略的な、付加価値の高い物流 ビジネスの開拓 ・参入

が可能 とな り、 これ らに対 し、各社 とも積極的な投資が始まった。

(2)商 社に於け る物流業務

商社の業務形態 は営業系 と職能系に分割され、 このなかで物流については社 内のサー

ビス部門 として位置づけ られている部分が多 く、それ 自体で積極的に儲け よ うとい う姿

勢はあま り見 られ なかった。 しか し、物流 の重要性が高 まるにつれ、営業部門 と共同で

物流システムを創造す る機会 も多 くな り、それまでに培 った物流に関す るノウハウを活

用するビジネスチ ャンスの到来 となった。

・ 営業 に対する業務支援

職能 としての業務が中心であ り、起用す る物流業者の管理 のほか、物流に関する適

切な手配(輸 送、保管、貿易保険 ・海上保険の付保、通関関係、航空 ・船舶の予約、

等々)を 行 う。

・ 物流事業への参入

業界毎 に対面する営業部門を設けて営業活動が行われてお り、あらゆる商品を取 り

扱 う過程 で、商 品固有のノウハ ウが蓄積 されている。 このなか で業務の切 り分けを行

うことに より、小回 りのきく、また、付加価値の付けやすい ものを選別 し、 自身で物

流会社の設立、 目的にあった物流会社への投資等を行 い、商社 としての物流事業への

参入 と、物流機能の強化を図る。

・ 物流機器の開発

商品取扱 いの ノウハウは、そのまま物流機器の開発に発展 してい く。開発 した機器

を もって物流ルー トの開拓を合わせて行 うことにより、従来 とは異なった物流形態が

生 まれ るとともに、商権の拡大、物流事業 の拡大へと展開が見込 める。

・ 物流情報 の提供
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商社は、顧客であるメーカー ・需用家か ら、いつ商品が メーカーか ら出荷 され需用

家の手にいつ届 くのか、輸送途中のその商品は今 どこにあるのか、最適な輸送形態は

何か、輸送にかかる費用は どれがベス トか、等々の情報を、正確、且つ、迅速に提供

す ることを要求 され、ここに商社 の存在意義を見出す顧客 も存在す る。 このためには、

最新の各種情報を 目的に合わせ一元的に管理 し、いつでも照会で きる仕組みが必要で

ある。

このため、 メーカ、需用家、物流業者 との企業間ネ ットワークシステムの開発、ま

た、移動体 自動識別装置等 を 自身で設置 し、貨物(商 品)の 追跡を行 うためのシステ

ム開発等、 ソフ ト・ハー ド両面か らのイ ンフラに対す る投資 も活発 に行われるよ うに

な った。

・ 業界 ・業際の標準化

物流機器の多 くは標準化が図られ、ス ムースな流通が行われているが、 これを情報

として捉えた場合、必ず しも統一化がな されておらず、企業間ネ ッ トワークシステム

にしても企業 ・業界等に委ね られているのが現状である。物流を営業戦略の一つ とし

て考えた場合、他企業 との差別化につ いては独 自の手法を考慮する必要があるが、 こ

と情報に関 しては、業界、業際全体の業務の効率化を図る観点か ら、早 い時点での標

準化が要望 されている。総合商社 は対面する業界が多岐に渡 るため、標準化が成 った

場合の受け るメ リッ トには大 きな ものがあ り、商社 の立場を利用 して標準化の推進役

として活躍する場面が期待 され る。

(3)物 の流れ と情報 の流れ

総合商社の物流は、国内に止 どまらず、海外 との往来 も盛んに行われ てお り、様々な

形態 ・頻度で行われているが、荷主企業 として物流をみた場合は、物 の流れ と情報の流

れが遊離す ることな く、常に密着 した状態で把握できることが望ま しく、 また、物流業

者 として物流をみた場合 も同様 の ことがいえる。

従 って、いかに移動 している物を リアルに状況把握できるか、 また、多 くの企業が独

自に利用 しているコー ド類 をいかに標準化できるかが物流情報 システムの成否に大 きく

拘 って くる問題 である。 これ らを解決す ることに より、物流情報 システ ムがその機能を

発揮 し、業務の効率化等に貢献することになる。

この物流分野の情報化は、生産 ・販売管理等の情報 システムに比べて遅れてお り、そ

の発展過程 も販売管理 システ ムの一部 として処理 されていたが、物流に対する重要性が

高 まるにつれ、社 内で保有す るシステムと連繋をとりなが ら、物流情報 システムとして

独 自のシステム化が図られ るよ うにな り、VANの 普及 と相 まってそ の位置 づけが確立

されてきた。 これにともない、物流に関す る情報機器 も、バーゴー ドリーダー ・移動体

自動識別装置 ・MCA(MultiChannelAccessSystem)等 々発達 してお り、情報ネ ット
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ワークとの併用で最新 の情報をタイム リーに得 られる環境が整 ってきた。

現在、商社 と物流業者 との連繋 で稼働 している情報ネ ッ トワー クシステ ムに、NTT

データ通信のDRESSを 利用 した、SHIPNETS、S.C.NET、S.F.NETが あ り、必要 な

諸情報を相互に交換 し、運営 されている。 このシステムは、関係業者の情報の標準化を

行い、業務の効率化を図った点については所期の 目的が達成 された。今後は物の流れ と

情報の流れを一元的に把握できる物流情報 システムの開発 が待たれ る。

(4)こ れか らの物流情報システム

総合商社は多 くの種類 の商品を取扱 い、 これら多商品を取 り扱 う関係上、その関連す

る取引先 も多 くの業種に跨が り、広範な地域をカバ ー し、取 引の形態 も様 々である。

従 って、 これか らの物流情報 システムを考 える場合、 これ らの多種多様 な情報を取 り扱

うため、情報交換のためのネ ッ トワークの充実は勿論、システムの機能、情報化の技術

とも相互に連繋 しあった総合的な仕組みが必要 となる。

① 企業間ネ ッ トワーク

商取引情報 を中心に、事務作業の省力化 ・効率化、商権 の維持 ・拡大、取引先への

サービス向上 を 目的 としてEDIに よる取引先 との情報交換が進んでお り、その接続形

態 も1対1の クローズなネ ットワークから、グル ープ内企業、他 の業界等へ と連結が

進 み、多 くの情報が飛び交 っている。

この情報は、企業に よりコー ド、フ ォーマ ッ ト等が異な っているが、 クローズされ

た世界ではVAN等 の利用を含め標準化が図 られている。 しか し関連す る企業 以外 は

標準化 されてお らず積極的なネ ットワーク構築の妨げにな っているの も現実である。

これからは、グループ内企業に止 どまらず、全体 としてのEDI化 に向け、各業界毎

の標準化を推進 してい くことが重要である。

② 物流情報ネ ットワーク

物流業者が、取扱い商品の追跡を主に行 うために発達 した情報ネ ッ トワークであ り、

荷主に対す る情報サービス、他社 との差別化を行 うために形成 されてい る。

物流業者 もグループ内企業のネ ッ トワークから、取扱い容量 の拡大を図るため と効

率的な輸送を行 う観点か ら他 グループとの連繋を促進 し、広い範囲をカバーするため

のネ ットワーク化に重点が移 りつつある。

③ 南流 と物流の協調

商社 としての商流 と物流は、情報の発生するタイ ミングにズ レがあ り、各々取 り扱

う業界 も異なっている。一方、顧客に対す るサービスの点からみると南流 と物流の情

報は現実の取引情報 として一体化が要求される。従 って、異業種の各企業が持 ってい

るお互いの機能 ・情報を相互に補完 し、協調 させるためのシステム化が、相互の戦略

性を満足 させる とともに、EDIに よる情報交換の メ リットが最大限に発揮 され る。
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2.3.4鉄 鋼業における業際EDIの 現状

(1)EDI化 の経緯

鉄鋼業におけ るEDIは 、昭和60年 か ら63年 にかけての、高炉 メーカ主導に よる、販 売

系情報 システムと、物流情報 システムにおいて、本格的に実用化 された。

① 販売系情報 システ ム

当時、日本経済は、高度成長か ら安定成長 に移行 し、粗鋼生産量 も約1億 トン/年で

頭打ちに推移、鉄鋼業では、管理 ・間接部門の生産性 向上 が、体質改善 上の主要 な

テーマとな った。 これに対 し、高炉 メーカと総合商社 ・鉄鋼商社 は、販売業務の効率

化 ・省力化を 目的に、全銀手順によるファイル転送 あるいは リアル タイム接続に より、

a.受 発注業務、b.代 金請求 ・回収業務 についてのEDIを 開始、ほぼ完全なペーパ レ

ス取引を実現 した。

② 物流系システム

また、この時期に、 自動車産業をは じめ とす る大手顧 客における、 より高度な生産

方式(カ ンパ ン方式、フ レキシブル生産、JITな ど)の 導入に より、多品種 ・小 ロット

納入を要請 され、鉄鋼業界は、販売～生産～流通にわたる抜本的な改革を迫 られ るこ

ととなった。 こうした環境変化に対応すべ く、高炉 メーカは、生産管理 システムの一

層 の整備をするめるとともに、物流 ・デ リバ リ領域について、a.顧 客への適時 ・安定

納入、b.物 流 コス トの削減、を主眼に情報 システム化 に着手 した。このシステムは、

高炉 メーカか ら、商社、運輸会社、倉庫会社、流通加工会社、顧客へ と順次裾野 に向

けて リアル タイムに接続 してゆ く形で生成 され るもので、昭和60年 以降高炉各社 にて

稼働を開始 し、現在 もその拡張整備がすすめ られている。

(2)鉄 鋼業におけ る物流 の特徴

① 南流 と物流の不一致

鋼材の情報流通経路を整理 した形で示す と図2-11の 如 くとなるが、現実 には、流

通段階の商権 ・南流 が錯綜 し、契約関係 ・形態 も複雑に入 り組み、南流 と物流が一致

しないケースが多い。

② 重量特性 に よる輸送形態

鉄鋼業はすなわち物流業 である。 と言われ るほ ど物流 に多 くの人手 と コス トがか

か っている。 これが鉄は大変な重量物であるためで、 このことは単に、ハン ドリング

に クレーンを要す るとい うばか りではな く、 トラック輸送 のコス ト効率が極めて悪い

とい うことを意味 している。そのたあ、輸送形態は、全国各拠点に流通基地を配置 し、

製鉄所からは内航船 ・特殊専用船に よる大量輸送を行 い、製鉄所周辺お よび流通基地

か らの内陸輸送は トラックで行 うことを基本型 としている。
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③ 高炉 メーカに よる運営管理

この ように、鉄鋼業の物流は、高炉 メーカ～船舶～倉庫～ トラックの連携によ り行

われてし・る。 これを、輸送効率、荷役効率、保管効率、物流上の品質確保、安全確保、

さらには納期保証、の観点か ら一元的に管理す る体制が必要であ り、高炉 メーカが系

列の運輸会社、倉庫会社 を用いて総合的な管理を行 っている。

(3)A高 炉 メーカにおける物流 システム

以下にA高 炉 メーカの事例を紹介す るが、大手高炉 メーカでは、生産規模、製鉄所立

地に より多少の差異はあるものの、ほぼ同様の レベルである。

① アブ.ローチの視点

図2-12に 示す ように、A高 炉 メーカでは、物流への視点を転換 しつつある。高度

成長期に求め られた、大量供給に対応 した高炉 メーカ押出 しのプ ッシュ型物流か ら、

顧客ニーズに適応す るプル型物流への転換である。 この狙いは、精度の高い顧客情報

を活用 して、生産～流通上にある半成 品 ・製品の効率的な ロジステ ィクスを実現 させ

ることにある。そのためには、顧客お よび系列外の流 通加工会社 との リアル タイ ム

EDIが 必須であるが、現段階では、 コイルセンタの一部 との間で行われているに過 ぎ

ない。

翻
一
高炉メーカ

商 社

⑭
トラ ヅク

画

＼
顧客の 「欲 しいものを

欲しい時に

欲 しいだけ

欲 しい状態で」納入する

特約店

流通加工

端の齢

ハ 占

ハ、、 ⇒ 酬
図2-12物 流 の と らえ方
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② ア プ リケー シ ョンシステ ムの概 要

シス テ ムの概 要 を図2-13に 示 す。 アプ リケ ーシ ョンシステ ムは、大別 す る と、a.

製 鉄所 内の 出荷 対象 とな る製 品 ・半成 品 を把握 す る、b.流 通 基地 、コイル セ ンタの在

庫 を 把握 す る 、c.船 舶動 静を 把握 す る、d.荷 役動 静 を把握 す る、e.商 社 を経 由 して

人 間 系 で もた らされ る顧 客 の納 入指示 に もとづ き、 効率 的 な配船 ・配車 ・積 荷 割付 け

を行 う。f.そ の結 果 に もとづ き各 現業 部 門に指 示 ・命令 を伝 え る、g.そ れ等 の結 果

を総 合 して、 工 程進 捗情 報、 出荷 予定 情報 、在庫 情 報 、納 入 予定 情 報等 のデ リバ リ情

報 と して、顧 客 、商社 、 コイル セ ンタ、流 通基地 等 製 品の受 取手 に伝 達 す る、 な どの

機 能 に よ り構 成 され て い る。

また 、 この領 域 での ア プ リケー シ ョンシ ステ ムに特徴 的 な こ とは、 デ ータ の整 合性

と トラ ンザ クシ ョンの リアル性 ・イ ンタ ラクテ ィブ性 が強 く求 め られ る こ とであ る。

地 理 的 に も企 業 として も異 な る環 境 であ って も、 個 々の サ ブ シス テ ム の 基 盤 とな る

デ ー タベ ース につ いて 、現 品 レベル、 注文 レベ ル、 現 品 と注文 の対応 レベル に 関 し、

完 全 な 同期 ・整 合性 が維 持 され てい ない と、全体 と しての業務 機 能 の混 乱 につ なが る

ことに な り、 また物 流 コス トの 削減 、 次工程 業務 の適切化 には、 常 に変 化 ・異 常 に対

す る迅 速 な フ ィー ドバ ック、 フ ィー ドホ ワー ドが要 求 され るか らで あ る。 こ うした意

味 で 、製 品 の形 状が 流通 加工段 階 で変化 し、か つ南流 と物 流 とが 異 な る、 とい う環境

下 で の シス テ ム開発 は 困難 を伴 うもので あ った。

③EDIの 適用 領 域

物 流EDIの 適 用 領域 を 図2-14に 示す 。対 象業務 は、受発 注 、輸 送 、保 管 、流通 加

工 、 デ リバ リの各業 務 で、系 列 内の商 社 、運輸 会社 、倉庫 会社 、及 び系 列外 を 含む コ

イル セ ンタ とは原則 と して イ ンタ ラ クテ ィブな リアル タイ ムEDIを 実 施 して お り、 系

列 外 の商 社 とは フ ァイ ル転送 に て接続 されて い る。

2.3.5電 子機器業界での取 り組み

(1)EDI標 準化の経緯 と物流へのEDI適 用の必要性

情報化の進展 とともに、市場動向が多様化 し各企業共に的確な対応が迫 られ、効率化

を追求 し、競争優位を確立す るための努力が続け られてきた。特に、消費材商品の生産

者であるセ ッ トメーカの間では新製品開発や コス トダ ウンの競争 が激 しくな る一方 で

あった。 このため部品の多頻度小 口発注やJIT調 達を可能にす るため納入業者 とのネ ッ

トワーク化を進 めてきた。 この ような顧客企業の要請に応える形で、納入企業それぞれ

が情報 ネ ッ トワーク化を推進する中で、EDIの 標準化の必要性が認識 され、 日本電子機

械工業会 として、セ ッ トメーカと部品メーカが協力 して、受発注取引のEDI標 準開発 に

注力 してきた。
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また、受発注取引の合理化を進める一環 として、納入品の受け入れ検収を効率的に行

うためのバーコー ドラベルの応用が進んで きた。同時に、 ラベル自体の標準化 と共 に、

EDIと の整合性確保 の必要性が、電子業界内関係者の間で強 く認識 された。併せ て、部

品業界では長年 の懸案であった、顧客の指定納品書に関わ る問題 の解決に結び付ける方

向で検討が加え られてきた。

他方で、グローバル化が進展 し各企業の取引が地球規模で拡大 してきた ことか ら、 日

本国内における取引でも、外国系企業の進 出が増 えて くると同時に、長年の間に培われ

てきた種 々の取引慣行に対す る疑問が提起 され るようにな った。 また、経済活動拡大の

結果 として、車の通行量が増加 し、排気 ガスや騒音の問題 がクローズア ップされるよ う

になった。そ して、その一因にJITや 小口多頻度納入があげ られ、その適正化 を推進す

る必要性の認識が広 まって きた。

物流問題の解決には情報化の推進が不可欠であ り、また、EDIが 有効 であるとの認識

が生まれ、EIAJ標 準によるEDIが 定着 しつつある電子業界 として も、EDIの 効果 を一層

高める意図の もとに取 り組む こととな った。 また、行政サイ ドにおける動 きに呼応する

形で、EIAJのEDI推 進 センタの中に、新 しく物流WGを 編成 し、本格的に取 り組む こと

となった。 メンバは、セ ンタ内委員会メンバ会社 の、物流業務専門家 と情報システム専

門家を適宜組 み合わせ ることとなったが、結果 としては、 この他に、商取引の当事者で

ある資材 と営業部門の人材が加わ り、理想的な組み合わせが実現 した。91年10月16日 に

開催 された第1回 目の会合で、検討の範囲や、活動 目標について検討が行われた。引 き

続き月1回 のペースで検討を重ね、92年3月 末 までには業務モデルの設計 と荷主 と物流

業者 との間で交換 されている情報の見極めを行 うこととな った。主な活動 内容は次の通

りである。

a.WGメ ンバ会社の部品メーカにおける配送依頼 の実状紹介

b.バ ー コー ドWG/納 品書 レスWGの 活動 内容 の紹介

c.産 業構造審議会 ・物流問題小委員会作成の報告書紹介

d.WGメ ンバの配送業務の報告に基づ く、物流モデル案の作成 と検討

e.路 線業者 のヒヤ リング実施

f.物 流モデル案の中で業務 フローと情報 フローの定義

(2)電 子部品物流 の現状分析

物流業務の範 囲は、荷物 の種類によ り、 また、荷主の要求に応 じて実に様 々であ り、

容易に全体を見渡す ことができない。電子業界に参加 している企業に限定 して も、取扱

い商品、取引形態の違いや立地条件の違 いで議論が容易に噛み合わないことが容易に予

想できた。そ こで対象を電子部品に限定 した。

電子部品の納入を実際に担 当してい るのは、納入業者 である。それぞれの部品企業は
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それぞれの物流ネ ッ トワークを整備 してお り、顧客の要望に応 える体制を整 えている。

部品企業が実施 している輸送形態は、 自社便、傭車便、路線便、宅急便 の4種 類 に分け

られる。貨物の大半は傭車便 を含む 自社便で配送 されているが、顧客か らのきめ細かな

要求に対応す るために生ずる、主要な路線か らはずれ る場合や緊急な出荷に対応す る場

合には、路線便 と宅急便が使われている。

傭車便を含む 自社便の運用 に関 しては、各部品会社 はそれぞれの仕組みを確立 してお

り、特に問題がある状態にはない。逆に、自社便 の運用は各社それぞれ の事業環境に基

づいてお り、当面 は、標準化の対象 として除外すべ きとの意見が大半を 占めた。

(3)路 線便 に関わる問題点

上述 したよ うに、物流に関 しては、問題が広範囲で多様化 してお り効率的な進行のた

めには何 らかの絞 り込みが必要 との認識であった。即ち、先ずは、対象を路線便(含 む

宅急便)に 絞 り込み検討 し、一つの成案を確立 した後で、 自社便への適用 など、その周

辺 との適合性 を図ってい く手順を とることとした。

路線便に関わ る、荷主 と物流業者 との間の情報交換では、それぞれの物流業者の基準

に合わせた方法が採用 されている。部品企業である荷主各社は トータル コス ト削減 と、

顧客へ のサー ビスを優先す るため、物流業者が指定する送 り状を業者に代わ って作成 し

ている。 ここでの問題点 としては、指定の送 り状作成 の手間 とコス トがかかることのほ

か、次の ような事項があげ られた。

a.物 流業者固有の送 り状 であるため、梱包の中身が見えない

b.ま た、受発注企業間で必要な情報が途中で切れて発注企業まで届かない

c.顧 客が要求 している指定の納品書が添付 されず、別便 となる

d.物 と情報 との突き合わせが困難で、数量不足な どのエラーが多い

これ らの諸問題 を解決するためには、荷主 と物流業者を通 して共通 に利用で きる情報

形態 の必要性が認識 された。

(4)物 流モデル案の概要

「電子部品を路線便で運ぶ」 ことに限定 しても、各社の状況は様 々であ り、前提条件

の明確化や、業務の流れの中で果た されている機能の抽出 とそれぞれの定義が必要であ

る。 これが完成 した後 に始めて、情報の流れが具体化 し情報の内容が確定す る。

明確化すべ き前提条件 としては次のよ うな点があげられている。

a.短 期的には路線便業者が標準的な送 り状を使用することは期待 できない。

しか し、長期的には、 トータル コス ト削減の観点か ら、標準化に向けて荷主 とし

て物流業界に要求 してい く

b.受 発注業者 と物流業者の間で、荷物を共通に認識できる、統一的な管理番号が必

要である
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c.荷 捌きを効率的に行 うためには、バ ーコー ド付きラベルが必要であるが、受発注

業者 の間で必要 とす るもの と物流業者で必要 とするものが異なる。統一化が望まし

いが、2本 建 ての場合は、その扱い方を整理す る必要がある

d.基 本的 には、ペーパ レス化の実現を 目指す もの とする

業務の流れ の分析においては、受発注業者 と物流業者の間の情報伝達を確実 にするた

めに、南流における業務の流れ との関係を明 らかにする必要がある。EIAJで は、南流に

おける業務フ ローは既に定義 されているので、それを前提 として確認 された。荷主 と物

流業者が相互 に関係する物流業務 としては、次のようなものがあげ られた。(物 流業者

内部での業務 についての分析 は省略)

a.計 画 ・依頼段階

受注会社;輸 送計画/見 積/価 格決定/発 注/集 荷 ・輸送依頼/荷 札作成

物流業者;輸 送計画/見 積/価 格決定/受 注/集 荷手配

b.輸 送段 階

受注会社:出 荷/集 荷確認/輸 送状況確認

物流会社;集 荷 ・荷受/荷 受確認/輸 送/状 況確認/配 達/荷 受確認

発注会社;輸 送状況確認/入 荷

c.完 了報告 ・支払段階

受注会社;完 了確認/支 払

物流会社;完 了報告/代 金請求

情報の流れは前項の業務 の流れに対応 して、 自動的に決まって くる。それぞれの業務

に対応する形で、必要 とされ る情報 の種類は、次の通 りである。

物流計画情報(以 下情報 は省略)/料 金表/見 積依頼 ・回答/集 荷依頼 ・請/送 り状/(荷

札)/集 荷確認/問 い合わせ ・回答/荷 受確認受領印/完 了報告/請 求/支 払

(5)今 後の予定

91年10月 よ り精力的に検討 した結果、電子部品に関わる路線便での業務の流れ と情報

の流れが、一つ のパターンとしてメンバの間で共通に認識できた。今後 は、詳細 の詰め

を行い、それぞれの詳細 な定義 と共に、各情報に盛 り込 まれるべ きデータ項 目を決めて

い くこととなる。

目標 としては、92年10月 頃を 目処に トライアルを実施す ることとなってお り、その間

に上記すべての情報を詳細に検討 し、決定す ることは無理であ り、第一段階 としては、

主要なものに限定せざるをえない。第2段 階以降、残 された部 分の検討 と、理想状態の

実現に向けた活動を展開す る予定 である。

トライアルの実施に当た っては、 当業界で以前 より進めてきた、バ ー コー ドラベル/

納品書 レスのプロジェク トとの共同作業 が予定 されてお り、物流業者を含めた、現場作
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業 の大幅な改善を 目指 した もの と期待できる。同時に、参加企業においては、既存の仕

組みを手直 しす ることが不可欠 となるので、相当な覚悟が必要 と思われ、経営 トップレ

ベルの参画が求め られる。

2.4業 際EDIの 課題

2.4.1荷 主における業際EDIへ のアプ ローチ

荷主 とは、文字通 り輸送時の荷物の持ち主であるが、取引契約内容 によって、 カスタマ

が荷主の場合と、サプライヤが荷主の場合がある。 カスタマが荷主になる場合を調達物流

といい、サ プライヤが荷主になる場合を納入物流 とい うことが、業界では定着 している。

国際的には調達物流が一般的であるが、わが国では納入物流が一般的であ り、大 きな特徴

になっている。 しか しなが ら、最近、 この納入物流を見直 し、調達物流の導入 とEDIの 活

用 による物流の合理化を指向す る動 きがでてきている。 これは、カス タマからの業際EDI

へのアプ ローチである。一方で、サプライや側での物流合理化へのアプローチ もある。 こ

こで も業際EDIの 活用が、重要視 されている。

どちらに しても、荷主からの業際EDIへ のアプ ローチであ り、それぞれの立場 での検討

が行われいる。

(1)カ スタマのアプローチ

カスタマ とは、受発注取引における発注者である。 これ までのわが国の取引では、物

流費用は発注額 に含 まれているか、もしくは受発注のサービス(お まけ)と して取 り扱

われてきてお り、受発注取引上では特別な物流費用 は計上 しない とい うのが慣例であっ

た。 この方式では受注側が法外 な物流料金を上乗せ している可能性 もあ り、物流料金を

明確化 して、適性 な価格による輸送を定着させる狙 いか ら、商品価格(製 品価格)と 輸

送料金を別計上 しようとい う動 きがでてきた。 この背景 として、人手不足 による輸送費

の高騰がある。さ らに、EDIに よる受発注が一般化 し、その効率的処理の結果発 注の多

頻度少量化が極限 まで進み、それによって物流頻度 の増大 と トラック等の積載効率の低

下が発生 して輸送費が高騰 し、それ まで無料だった物流費を受注者が有料化する動 きが

出て きた こともあるとい う。EDIに よる受発注の効率化が、輸送段階へ新たな課題 を突

きつけた皮 肉な結果ではあるが、EDIを 効果的に使 うために解決 しなければな らない課

題である。

しか し、単に輸送料金を別計上 しても問題の解決にはならない。別計上 した輸送費を

減 らす工夫が必要になる。そ こで、これ まで納入側(受 注者)に 任せていた輸送その も

のを、発注側で コン トロール して輸送費の逓減 を図ろ うとす るのが、 カスタマの業際

EDIへ の アプローチである。 もちろん、輸送費の節約に加えて、 より高精度の ジャス ト

インタイムの実現 も狙 いに入 っている。
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ただ し、業際EDIに よる物流のコン トロールだけで、輸送費を減 らせるとい うのはや

や早計である。一般的には、輸送依頼や輸送 スペースの予約や照会、そ して輸送状況の

照会な どに業際EDIが 適用 されるが、 これだけではシステム構築費のみが増加 し輸送費

の削減には貢献 しないことが予想される。そこで、現在具体的なアプローチを検討 して

いる荷主業界では、いつれ も、受発注から納 品までの全体サイクルのシステム化を追及

してお り、 これ と連動 させた輸送業者 とのEDI(業 際EDI)の 構想を練 っている。

この ようなEDIネ ットワークの構築は初めての経験である他、個別の1社 で実行 して

も効果がないと言われる。そ こで、 カスタマの業界全体での取組は当然 として、関係す

るすべての業界 との協力に よるアプ ローチが重要になる。そ して、標準化が極めて クリ

ティカルな問題 として浮上 して くる。今の ところ、CIIシ ンックスル ールを活用 した標

準化が有効だとい う分析が行われているが、実証実験 のような試用が必要であろ う。

(2)サ ブ。ライヤのアプローチ

サプラライヤ(納 入者 あるいは受注者)は 、取引上 の弱者 と言われてお り、 カスタマ

のアプローチ とは 目的がやや異な っている。受注者の多 くは、今後 も物流費の無料サー

ビスを維持 しようと考えてお り、そのために物流費を押 さえるのが最大の 目的である。

手段 としてはEDIの 導入が最適 と考え られてお り、結果的に、両者のアプローチの基本

的枠組みは同一である。

すなわち、受注か ら納 品までの全体サイクルのシステム化を追及 し、 これ と連動 した

新 しい物流の仕組み と業際EDIの 導入を図ることである。認識が異なるのは、受注か ら

納品までの全体サイクルのシステム化構想である。受注者側では、 自身の効率化や合理

化を第1目 標 にした構想を実現す ることは容易ではな く、 どうしても顧客の利便性を第

1目 標に して実現性を高めなければな らない とい う制約が ある。結果 として、発注者側

の構想 も受注者側 の構想 も似た ような ものになる可能性が高いのであるが、受注者側だ

けで構想を組み立 てると、 どうして歪 んだものにな りやすい。

本来、発注 と受注は一つの ことの裏表であ り、取引の関係者がそれぞれ利益を得るよ

うに最適な役割分担を担 うことが理想的である。にもかかわ らず、発注側の意思が強 く

出て しまうのが現実である。例えば、発注側が リーズナブル とは言えないEDIを 構築 し

ている時に、受注側は困難 に陥 る。EDIは 発注側 と受注側 の連動の上にな りた ってい る

ので、発注側のEDIの 問題点は受注側のEDIに 影響を及ぼす。その問題点を直す よ うに

発注側に言えない ところに、受注側の弱点がある。

物流に係わるEDIを 受注側だけで構築す ると、発注側 のEDIは 変更されない とい う前

提で、設計を進めなければな らない。 これが発注側であれば、受注側のEDIで 不都合 な

部分は直す よう協 力させ ることができる。すなわち、い くら理想的な構想を組み立てて

も、それが発注側の方式 と合わない時は、実現不可能 にな って しま う。 したがって、受
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注側では常に発 注側に合わす ことが最重要要素 とな り、場合に よっては、理想 とはかけ

離れたEDIし か構築 できない こともある。

そ こで受注側 では、 どれだけ発注側が協力 して くれるかが重要 である。 この協 力関係

が密になれば、発注側 と受注側のアプローチは同一になることは明らかであ り、それが

最適なアフ。ローチ となる。

実際 には物流業者(輸 送業者、倉庫業者)も 含めた関係業界全体での取組が必要にな

る。

(3)技 術的問題

業際EDIで は、新 しい技術が必要だとされる。例 えば、 よ り柔軟な可変 フォーマ ッ ト

の導入が必要 とされ、CIIシ ンタ ックスルールに よる メッセージ設計 な どが有効 とされ

る。 しか し、新 しい技術を取 り入れためには、そのための投資 も必要に な る。CIIシ ン

タックスルールを活用する(こ のことを一般的にCII標 準の導入 と呼ぶ)た めには、少な

くともCIIト ランス レータといとう新 しいツールを導入 しなければな らない。

この結果、業際EDIを 実現するために新たな設備増強を前提に している企業 と、従来

の設備をなるべ く生かす前提に立 っている企業 とでは、おのずか ら業際EDIの 導入に対

す る態度が異 なって くる。 このことが、関係業界全体での合意が重要な業際EDIに 暗 い

影を落 とすか もしれない。 しか し、全体の合意に足 を引 っ張 られていては、新 しい業際

EDIの 構築が難 しくなることも確かであ り、ある程度の割 り切 りが必要である。 こ うい

う状況は、業界 内の標準化の時で も起 きている。業際EDIで は、それ よ りも遥 かに広 い

範囲での合意を必要 とするので、割 り切 りそのものも難 しくなるか もしれない。技術的

問題 とい うよ りは、意志の問題 とい うことになる。

一方で、合意 を無視 した強硬突破は、やは り避け なけれ ばな らない。 強引 なネ ッ ト

ワークの構築 は、必ず反対者に よる対抗ネ ッ トワークの誕生を呼ぶ ことにな り、開放化

とは逆行す る状況になって しま うことが、過去の実例で証 明さ拓(い る。必要 なのは、

気の進 まない企業に対する説得 である。場合に よっては、特定の業界全体が対象になる

か もしれない。 この説得の時に有効な材料 にな りえるのが、実証実験である。新 しい技

術の導入検討 といっても机上で行われる。机上での討論は しぼ しば観念論 にな り、冷静

な技術的評価 よ りも感情論が先行 しがちである。現実 の実体な しで、検討参加老 の頭の

中の想像に基づ いて行 うのであるから、止むを得ない ことであ る。その点実証実験では、

事実 としての結果が強 い印象を もって直接的に関係者 に働 きかける。 この事実をもって

の説得以上に効果 のある方法はないであろ う。そ うい う意味で、第2.5節 で触れる 「業

際EDIパ イ ロッ トモデルの調査研究開発」は、非常 に有効なプ ロジェク トとい うことが

できる。
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(4)ビ ジネスプ ロ トコルの問題

物流の問題を解決す る業際EDIの 構築では、その前提 となる受発注か ら納 品(輸 送)

までの全体の体系の構築が、最大の課題である。 これを、 ビジネスモデル とか シナ リオ

(欧米の場合)と 呼ぶ。以下、 ビジネスモデル と呼ぶ ことにする。

従来 の書類 システムに適 した ビジネスモデルがある ように、EDIに 適 した ビジネスモ

デルがあるとされている。 しか し、受発注から納品までのEDIに 適 した ビジネスモデル

とい うのは、世界中の どこに もない。まさに新 しく確立 しなければならないモデルであ

る。現在、これの構築を巡 って様々な企業であるいは業界で検討が行われている。 どの

モデルが もっともよいモデル であるか、それは実際に動か して見なければ分か らないと

い うのが特徴 である。にもかかわ らず、実際に動かすためにはかな りの投資が必要で、

評価不 明のモデルを実際に構築す るわけにはいかない とい う矛盾がある。 ここでも 「業

際EDIパ イ ロットモデルの調査研究開発」は評価の よい機会 を与えて くれる。

「業際EDIパ イ ロッ トモデルの調査研究開発」では、後述す るように、特定の ビジネ

スモデルに基づ く実験 を行 うことになる。実験 されたモデルの評価は可能 であるが、モ

デルの候補は多数あるので、そのすべてについて評価す るわけにはいかない。実験 され

たモデルの評価 をベースに して、 さらに よいモデルを構築 し実用化するとい うステ ップ

が必要 となろ う。

2.4.2金 融面 での業 際化 への アプ ロー チ

(1)金 融業 に おけ るEDI

金 融業(以 下 、銀行 を 中心 に述 べ る)は 、 わが 国で は最 も早 く電 子 的 なデ ー タ交 換 が

発達 した業界 で あ り、 イ ンタ ーバ ン ク(銀 行 間)あ るい は対顧 客 間 の通 信 ネ ッ トワー ク

の形成 が進 んで い る。 こ う した金 融 の ネ ッ トワー クの うち 、 イ ン タ ーバ ン ク の ネ ッ ト

ワーク と しては 、CD・ATMネ ッ トワークや全銀 シス テ ム、 日銀 ネ ッ ト、さ らに は国際 的

な銀 行 間通 信 を 行 うSWIFTな どが あ る。 ま た 顧 客 の ネ ッ トワ ー ク と し て は 、FB

(フ ァ一一ム ・バ ンキ ング)、HB(ホ ー ム ・バ ンキ ング)、 銀行POSや 複数 行 が共 同で設 立

した共 同CMS、 地 域金 融VANな どが あ る。

金融業 におい て は、 こ うした金 融 ネ ッ トワー クを通 じて電 子 的な デ ータ交 換 が活発 に

行 われ て いるが 、 この金 融 ネ ッ トワークに おけ る電子 デ ー タ交 換 は 、以下 の よ うな 点が

特 徴 であ る。

まず 第一 に、 決済 デ ー タのみ が取 扱わ れ る こ とが多 い こ とで あ る。 金 融 ネ ッ トワー ク

にお いて は、基 本 的に資 金 の支 払人 ・受取 人 のデ ー タ(企 業 名 、 口座 番 号 等)と 金 額

デ ータが 中心 であ り、南 流 や物 流 のネ ッ トワー クに 比 べ る とデ ー タ項 目や1件 ご との

デ ータ量 が少 ない。 このた め 、金 融業 に おけ る電 子 デ ー タ交 換 は、一 般 にEFT(電 子資
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金 移動:ElectronicFundsTransfer)と 呼ばれ 、EDI-一 一般 とは 区別 され る こ とが多 い 。

もっ とも、EFTとEDIと は デ ータを電子 的 に交 換 す る とい う本質 的 な点 で は同 じで あ る

と言 え よ う。

第2の 特 徴 は 、金融 業 界 内で の標 準化 が進 展 して い る ことであ る。 まず 国 内につ い て

は、 イ ンターバ ン クに お いて、全銀 システ ムを通 じた 為替 メ ッセ ー ジ(送 金 ・振 込 のた

めの メ ッセ ー ジ)の 標 準 化 がな されて い るほか、 対顧 客 間 におい て も 「全 銀 手順 」 が定

め られて広 く普及 して い る。 さ らに国際 的 な銀行 間取 引 につ い て も、SWIFTの 定 め る

メ ッセ ー ジ ・フ ォーマ ッ トが広 く用い られ てい る。

第3に 、高 い セ キ ュ リテ ィ ・レベル の実現 が 図 られ て い る こ とで あ る。 金 融 ネ ッ ト

ワー クにお いて は、 前述 の よ うに"マ ネ ー"に 直 結 した デ ー タを扱 ってい る こ とや ネ ッ

トワークに トラ ブル が 生 じた場合 の社会 的影 響が 大 きい こ とか ら、 高 い安 全 性 を確保 す

るた め の様 々な 手段 が講 じられ てい る。

(2)金 融 面 で の業 際化 の イ メー ジ

① 現 状

現状 の電 子 デ ー タ交 換 の状 況を単純 化 して 図示 した ものが図 一16で あ る。 ここで は、

受発 注 や運 輸 に関 す る南流 デ ー タ、物 流 デ ータ(以 下 両者 を コマ ーシ ャル ・デ ータ と

い う)は 企 業 間 のネ ッ トワー ク(直 接 通信 、業 界VAN等)に よって交換 され る一 方 、

決 済デ ータの みが金 融 ネ ッ トワークを通 じて交 換 され て いる。 この よ うに決 済 デ ー タ

とコマ ーシ ャル ・デ ー タ とが 分離 され た形 で取 り扱 わ れ てい るた め、企 業 サ イ ドで は

コマ ー シ ャル ・デ ータ と決 済 デ ータ とのマ ッチ ン グ(具 体 的 に は 売 掛 金 の消 込 処 理

等)に か な りの時 間 と労力 が 割かれ て いる。今 後 、 各 業 界 に お い て コマ ー シ ャル ・

デ ータのEDI化 が進 展す れ ば、決済 デ ー タ との連 動 処 理 に対 す る ニ ーズ が 高 ま る た

め 、 こ うした マ ッチ ングの問題 が ク ローズ ・ア ップされ る こ とにな ろ う。

決 済 データ→

南 流 データ、物 流データ

←決 済 データ

図2-15現 状 の電 子 デ ー タ交 換

② 今後 の発 展 動 向

海 外 にお い ては 、金融機 関 に よるEDIへ の取組 み(通 常Financial-EDIと 言 わ れ る)

が み られ て い るが 、そ こでは以下 の よ うな傾 向がみ られ る。

第1に 、顧 客 がEDIを 必 要 と してお り、 こ うした ニ ーズに銀行 サイ ドが 応 じてEDI
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サ ー ビスに着手 して いる こ とで あ る。FB、HBな どについ て は、銀 行 が顧 客 へ の利 用

を呼 びか けて い る面 が強 いが 、EDIつ い ては、 む しろ顧 客 ニ ーズが先 行 したか た ち と

な って いる。

第2に 、Financial-EDIで は決 済 デ ー タのみ な らず 、 コマ ー シ ャル ・デ ー タ を金 融

ネ ッ トワー クで取 扱 うことを指 向 してい る ことであ る。決 済 デ ー タ とこれ に密接 に関

連す るコマ ーシ ャル ・デ ー タを一括 してや りと りす る こ とに よ り、企業 サ イ ドで は上

記 の よ うなマ ッチ ングにか か る問題 を解 決す る ことを企 図 して い る。

こ うした動 きが進展 す る と仮 定す れ ば、金融 面 で の業 際EDIは 、企 業サ イ ドの ニ ー

ズの高 ま りに よ り、金 融 機 関が決 済 デ ー タのみな らず 、 コマ ー シャル ・デ ー タを取扱

う方 向で進む もの と予 測 され る。 そ の際 の業際EDIの あ り方 につ い て、現時 点 に お い

て、確 た る見 通 しを述 べ る こ とは で きない。 以下 で は、参考 まで にい くつか の想 定 さ

れ るパ ター ンを紹 介 して み た い(む ろん、 これ 以外 の シナ リオ もあ り得 よ う。)

イ.個 別 行対 応型

まず 、個別 行 が 自行 の取 引先 に対 してEDIサ ー ビス を提供 す る型 が考 え られ る。

この場 合、A行 の取 引 先企 業aと 企 業bと の取 引 で あれ ばA行 を通 じて デ ー タの 交

換 が 可能 であ るが、 取 引先 で な い企 業cと の間 で はEDIを 行 うこ とが で きな い 。 即

ち、個別 行 が差別 化 の た め 、 そ れ ぞ れ 独 自にEDIサ ー ビス を 提 供 した場 合 に は、

デ ー タ交 換 が で きる相手 の範 囲が 限定 され るほか 、個 別行 を 中心 に した複数 のEDI

ネ ッ トワー クが別 々に形 成 され れ ば、従 来 オ ンライ ン取 引 の発 展過 程 で見 られ た よ

うな多端 末 現象 や変 換 のた め の コス ト増 を招 く可 能性 が あ る。

ロ.VAN介 在 型

次 に企 業 と銀行 との 間 にVANが 介在す る型が考 え られ る。 この場 合 、企 業 は 決

済 デ ータ と共 に必 要 な コマ ーシ ャル ・デ ータをVANに 送 信 し、VANは この うち決

済 デ ータの みを銀 行 に送 信 す る。 このた め、 イ ン ターバ ンクの決済 は従 来通 りの方

法 で行わ れ る。VANで は、決 済 デ ー タに コマー シ ャル ・デ ータを付 して、受 取先 の

企 業(図 の企 業b)に 送 信 を行 う。 この場 合 に も、デ ー タ交 換 の相手 が 同 じVANの

接 続先 に限 られ る点 や複 数 のVANが 形成 された場 合 の変 換等 に かか る問題 点 につ

決 済 データ+コマーシャルチ ータ

園

図2-16個 別行 対 応型
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決 済 データ+
/ス コマーシャル・データ

VAN

→ 決 済 データ

「 一 ー ー ー 一 一 ー ー 一 一 一 一 一 一 「
ll

lA行 ・行l
ll
L____L_______一_____________」

↑

従 来 通 りの 銀行 間 決 済

図2-17VAN介 在 型

い て は上 記 イ.と 同様 であ る。 逆 に、 このVANが1社 で全 国的 なネ ッ トワ ー ク と

な る場合 に は、 ネ ッ トワー ク と しての あ り方(競 争 制 限、 公共 性等)に つ いて検 討

の必 要が あ ろ う。

ハ .イ ンタ ーバ ン ク ・ネ ッ トワー ク対応 型

イ ンタ ーバ ン クの ネ ッ トワー クがEDIへ の対 応 を行 うこ と も考 え られ る。 これ に

は、① イ ンタ ーバ ンクに コマ ー シ ャル ・デ ータ用 のEDIネ ッ トワー クを新 たに構 築

す る方 法(rEDIネ ッ トワー ク新 設型」)と ② 既存 の決 済 ネ ッ トワー クを コマ ー シ ャ

ル ・デ ータ も取 扱 いで きる よ うに拡充 す る方 法 「決済 ネ ッ トワー ク対 応 型 」)と が

考 え られ る。

EDIネ ッ トワー ク新設 型 では、 企業 は銀行 に決 済 デ ータ及 び必 要 な コマ ー シ ャル

・デ ータを送信 す る。そ して、銀 行 では、受 信 した デ ータの うち、決 済 デ ータは従

来 通 りの決 済 ネ ッ トワー クに、 コマ ー シ ャル ・デ ータはEDIネ ッ トワー クに送 信 す

る。一方 、 メ ッセ ー ジを受取 った銀行 で は再 び決 済 デ ータ と コマ ーシ ャル ・デ ータ

を 合体 した うえで取 引先 に送 る。

コマーシャル ・

データ ＼

/

決済データ

ED

ネッ トワー ク

図2-18EDIネ ッ トワ ー ク新 設 型

一 方、 決済 ネ ッ トワー ク対応型 では 、企業 か ら送 信 され た 決 済 デ ー タ と コ マ ー
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シ ャル ・デ ー タは一 括 して決 済 ネ ッ トワー ク上 で処 理 された うえで 、相手 先 企業 に

送 られ る ことにな る。

イ ンターバ ンク ・ネ ッ トワー クで こ う した コマ ー シ ャル ・デ ー タへ の対 応 が行 わ

れ、 また各 行 がそれ に応 じたEDI対 応 を行 え ば、各 企業 は、銀行 とネ ッ トワー クで

結 ば れた いか な る企 業 ともEDIを 行 うこ とが 可能 とな る。 もっ と も、 いず れ の ケ ー

ス におい て も、EDI専 用 のネ ッ トワー クの構 築 や決 済 ネ ッ トワー クの機 能拡 充 の た

め に多大 な コス トが必要 とな ろ う。

行 決 済 ネットワーク

決 済 データ+コマーシャル・データ

図2-19決 済 ネ ッ トワーク対 応型

(3)金 融面 で の業際 化 ア プ ローチへ の視点

① 標 準化 の必要 性

金融 界が 顧客 ニーズ に対応 す る と して も、個 々の企業 グル ープの標 準 や業 界標 準毎

に個別 の対 応 を行 って い くことは不 可能 であ る。従 って、 ビジネ ス ・プ ロ トコル(特

に シ ンタ ックスル ール)に つ い て標 準化 を進 めて い くことが重要 で あ ろ う。

② ユ ーザ ー ・ニーズの検 討

決 済 デー タに付加 す るこ とが 必要 な コマ ーシ ャル ・デ ータは何 か に つ いて検 討 の必

要 が あ ろ う。金 融 ネ ッ トワー クで取 扱 うのが、 受 発 注 等 のす べ て の コマ ー シ ャル ・

デ ー タなのか 、 あるい は コマ ー シ ャル ・デ ータ の一 部 のみ(例 え ば売掛 金 の消 込処理

に必 要 な請 求番 号等)な のか に よ り、EDIの イ ンフ ラとな るネ ッ トワー クに大 きな差

異が で る こ とに なろ う。

③ コス ト面

前 述 した よ うに、企 業 一銀行 間 のEDIは 、 イ ンタ ーバ ンクのEDIに 波 及 す る可 能 性

が あ る。現行 のイ ンタ ーバ ン クの決 済 ネ ッ トワー クに 大 幅 な 変 更(ま た は 新 た な構

築)を 加 え る と した場 合 には 、多 大 な コス トが必 要 で あ るが 、 こ うした コス トを どの

よ うに分担す るかに つ いて も検 討 の必 要 が あ ろ う。

④ そ の 他

このほか 、 セキ ュ リティ面 、法 制度 上 の制 約 な どにつ い て も検 討 が必 要 と考 え られ

る。
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2.5業 際 パイロッ トモデル開発プ ロジ ェク トへの期待

2.5.1意 義

最近 の異常な までの車の増加による道路混雑、排気ガス公害の発生、さらに、人手不足

の深刻化な どに よ り、輸送業者か荷主に対 して従来 どお りのサービスを維持す るのは、 も

はや困難 とされ るようにな った。その結果は輸送費の高騰 となって現れてお り、荷主に対

し深刻な影響が及ぶ ようになった。

この ような困難に対 し、解決へ の一つの道をつけ ようとす るのが、通商産業省の平成4

年度の プロジェク トとして企 画 された のが、 「業際EDIパ イ ロッ トモデル の調査研 究開

発」である。

前節で述べた よ うに、このプロジェク トの実験 に よ り業際EDIの 有効性が実証 されれ

ぼ、物流を含む業際EDIに よ り受発注か ら納品までの一貫 した システムの構築を計画 して

いる各荷主業界 では、関係業務 との合意をと りやす くなるとい う面で、大 きな効果がある。

ただ し、単なる業際EDIメ ッセージの交換実験 では済 まない。

この プロジェク トでは、CIIシ ンタックスル ールを用いて業際EDIメ ッセージを設 計 し

(CII標 準の導入)、 データ交換実験を行 うことが計画 されているが、 これだけの実験で あ

ればインハウスで可能であ り、CIIシ ンタックスル ールの技術的有効性 であれ ば実証 で き

る。 しか し、業際EDIの 有効性 とい うことでは これでは不十分であ り、以下の ような実験

が必要 となろ う。

すなわち、実用的なビジネスモデルを確立 し、それを前提に業際EDIメ ッセージを設計

して、実際にあ りそ うな実用的なネ ットワークを構築す る。そ して実際にあ りそ うな取引

にもとつ くデータ交換実験 と運用を行 う。

つま り、シ ミュレーシ ョン対象の基準は、すべて実用的で実際にあ りそ うな現実的な も

のでなければな らない。 もっとも望ましいのは、実際の取引に当てはめて しまうことであ

る。そのような実験は当然1社 ではできない。また、実験費 も相当な額になる。

このために、例 えば参加人員 は500人 月を越 えるであろ う。 このプロジ ェク トに5社 が

参加 し、1社 当た り10人 が参加す るだけで、 この数字を越えて しまう。実際には、情報処

理部門だけでな く営業部門、購入部門、倉庫部門な ど多数の関係部門の協力が必要なので、

参加人員は この数字 より遥かに多 くなるであろ う。過去の電子機器業界の標準化や現在進

行中の鉄鋼業界の標準化な どの業界内標準化でも、 この程度の動員数は普通 であ り、 より

対象範 囲の広い業際EDIの 標準化では、想像を越える動員 と協力が必要である。 このよ う

なプ ロジ ェク トは、国家 プロジェク トでなければ出来ない ことである。

2.5.2解 決 すべ き課 題

このプ ロジ ェク トでは、 多 くの解 決す べ き課 題 があ る。 以下 に、 各課題 に対 す る一 つ の
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解 決策 を示 す。

(1)ビ ジネスモ デル の構築

実験 の ベ ースで あ る とと もに、物 流 との業 際EDIに おい て、 もっ とも重 要 な作業 で あ

る。 しか し、既 に述 べ た よ うに、実 験対 象 に で きる ビジネス モデ ル は最 終 的 に1種 類 か

2種 類 に な って しま う。 もち ろん、 万能 の ビジネ スモデル を最 初 か ら構 築 す る こ とはほ

とん ど不 可能 であ る。

そ こで 、あ る程度 局面 を絞 って ア プ ローチす る必要 が あ る。 受発 注業 務 にベ ー ス とな

るEDIが す でに導 入 されて い る業 界 の物 流 を対 象 とす るのが 、通 常 は有効 で あ る。

(2)メ ッセ ー ジの設計

この プ ロジ ェク トの直 接 の成果 にな るのが 、 物 流 との業 際EDI用 メ ッセ ー ジで あ る

(書類 システ ムに おけ る帳 票 に相 当す る)。 この メ ッセー ジ設 計 の ベ ースに は、い くつか

の選択 の余地 が あ を。 も し、 国際 物 流が 対象 で あれば 、UN/EDIFACTを 採 用 しな け れ

ば な らな い。将 来 、 このア プ ローチが必要 にな るが、最 初 は身近 な問題 であ る国 内物 流

が対象 に な る。 そ こで、CIIシ ンタ ックスル ールをベ ースに して メ ッセ ー ジ を設 計 す る

方 法が も っとも有効 で ある と考 え られ る。CIIシ ンタ ックスル ール の 有 効 性 を実 証 す る

場 として の位 置 づ けに もな る。

(3)EDIネ ッ トワー ク

業際EDIは 、 オ ープ ンなEDIで ある。そ のため には、 基本 的 な器 で あ るネ ッ トワー ク

が開放 的 でなけ れ ばな らな い。 そ こで、 現在 確立 され て い るも っ とも開放 的なEDIネ ッ

トワー クを用 い る必要 が あ る。幸 いに も、主 な情 報 ネ ッ トワ ー クサ ー ビス事 業 者 が サ

ポ ー トしてい るEIAJ-EDIサ ー ビス が この条件 を満 た して お り、 かつ 、CIIシ ンタ ックス

ル ール に も とつ くメ ッセ ー ジの交 換 に用 い る こ とがで きる。

このEIAJ-EDIサ ー ビスは 、今 後 、我 が 国の基 本 的なEDIネ ッ トワー ク と して発展 し、

例 え ば、CII-EDIサ ー ビス と して一般 化 す る こ とが期待 され る。

(4)研 究 開発体 制

業 際EDIで は、多 くの部 門担 当者 の協 力 が必要 に な る。 情報 処理 の担 当者 は業務 が 分

か らな い し、 そ の逆 に、業 務 の担 当者 は情 報処 理 が分 か らな い。 同 じ業 務担 当者 で も発

注者 は 受注者 の業 務が 分 か らな い し、受注 者 は発注 者 の業務 が 分か らな い。 もち ろん輸

送者 の業 務 は、輸 送者 しか分 か らな い。

そ こで、そ れ ぞれ の部 門担 当者 の知識 を結集 で きる体 制 が重 要 で ある。

(5)公 平 性

今後 のEDIで 重要 な事項 の一 つ に公平性 が ある。EDIシ ステ ムの構 築費 用 の 公 平 性 や

運用 費用 の公平 性 は当然 で あ り、 さ らに 、 ビジネスモ デル 自体 がEDI参 加 各企 業 に対 し

て公平 に構成 されなけ れ ば な らな い。 例 えば 、発注 者 だけ が有利 な体系 を構 築す る こ と
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は、慎 まなけ れ ばな らな い。

2.5.3考 慮 点

この プロジェク トに対する期待は、かな り大きいと言える。 しか し、限 られた枠 内で理

想的なEDIの 実験 を行 うことは難 しいので、特定のポイ ン トについて重点的に力をかけ る

アプローチが必要 になる。前項でそのポイン トを指摘 したが、 もし可能であれば以下の点

について も配慮が望 まれ る。

① 可能な限 り、一般性のあるビジネスモデルを目標 にすべ きである。

② セキ ュリテ ィ対策について、ある程度の設計上の配慮 をすべ きである。

2.5.4具 体的な開発 内容に関する提案

業際EDIパ イ ロッ ト開発は、平成4年 度か ら始 まる。最初に開発 プロジェク トグループ

が組織 され、具体的な作業が開始 されることになろ う。具体的な開発 内容はそのプロジェ

ク トのなかで、順次決定 されることと思 うが、 ここで具体的な内容について、あえて提案

を行 うこととした い。

(1)対 象 とする業界

条件については、既に述べてある。 ここでは、様 々な状況判断か ら、以下の2つ の業

界の物流 との連動について検討することを提案 したい。

① 製造業におけ る物流 への取組 として、電子機器業界の部品取引におけ る納品処理

この業界は、CII標 準のベース となったEIAJ標 準による業界標準化 を行 った業界 で

あ り、以来、物流問題 についても真剣な検討が既に開始 されている。パイ ロットモデ

ルの開発を試み る業界 として相応 しい。

② 流通業界における物流への取組 として、大型量販店(ス ーパー)に おける納品処理

この業界は、わが国初のEDI標 準(JCA標 準)を 確立 した業界 で、以来、流通業界

の標準化への貢献をは じめ として、その他のあらゆる業界の標準化に大 きな影響を与

えて きた業界 である。そ して当然のように物流の改善に取 り組んでお り、先進的なパ

イ ロットモデルの開発が期待 される。その構想の具体例 は、既に、第2.3.1項 で説明

されている。

(2)ビ ジネスフ。ロ トコル

ビジネスプロ トコルについては、CIIシ ンタックスル ールをベースにす る(す なわち

CII標 準を導入す ること)こ とが、もっとも適当であることを述べたが、標準 メッセージ

を設計す る際には、UN/EDIFACTに おける該当メッセージとの適合性につ いて可能 な

限 り配慮すべ きである。そ うす ることが、将来のUN/EDIFACTへ のコンバ ージ ョンや

UN/EDIFACTそ の ものの導入を容易にす るか らである。
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しか しなが ら、UN/EDIFACTの 前提になっているビジネスモデル と必ず しも合 致 し

ない可能性が大 きいので、標 準メー ッセージを合わせ るとしても可能 な範 囲で とい うこ

とになる。

(3)輸 送業界

物流 との業際EDIと い うことで、発注者、受注者に加えて、輸送業者 も参加すること

になる。 さらに倉庫業者 も加える必要があるかも しれない。

輸送業者について言えば、路線便や宅配便が主な対象 として適当であることが、 これ

までの検討で指摘 されている。

(4)そ の 他

輸送業者や倉庫業者を合わせて物流業者 と呼ぶ ことが ある。物 流業者 は、一般 的 に

EDIに 関する経験が浅い と言われ ている。そ こで、物流業者独 自の検討を別途組織 す る

ような ことも考慮に値する。
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3.イ ン タ ラ ク テ1ブEDI

コンピュータとネ ットワークによ りデ ータ交換を行い業務処理を行 う方法 として、バ ッチ処理方

式(フ ァイル転送方式)と リアル タイム処理方式の2種 類がある。 これ まで、主 としてバ ッチ処理

方式に よるEDIが 実用化された きたが、近年、業務処理 ニーズの多様化/高 度化にともな って、リア

ル タイム処理方式のEDIも 実用化 される ようにな ってきた。

バ ッチ処理方式のEDIが 用いられて きたのは、技術的完成度が高い ことや安価に構築できるこ と

と、手作業時代 の郵送 と同等 な運用が可能 であるとい う業務運用面での利点が、主な理由である。

一方 で
、応答時 間が長 く即時性を要求される業務処理には、本来不向きとされて きた。

最近の業務ニーズでは、応答をともな うEDI(在 庫紹介、納期紹介な ど)で は、より応答時間の短

い処理が要求 され るようにな ってお り、応答を ともなわないEDI(発 注処理 など)で も、送 られ た

発注データな どがなるべ く早 く取 引先で受理 され ることが要求されている。結果 として リアル タイ

ム処理のEDIが 要求 されることになるが、欧米では、イ ンタラクテ ィブEDIと い う名称で呼ばれ 、

既に標準化作業 が開始 されている。

これ ら一連の動 きを鑑み、本章 では リアルタイム処理のEDIの 名称をインタラクティブEDIと す

ることとし、イ ンタラクテ ィブEDIの 形態、実際の動 向そ して問題点や課題 などについて述べる。

また、UN/ECEの 進めるUN/EDIFACTの プロジェク トでの標準化作業の動向、関連新技術 の標準

化動向として、ISOで 標準化作業中のTP手 順(ト ランザクシ ョンプロ トコル)の 内容についても報

告する。

3.1実 用化段 階 を迎 え た イ ンタ ラ クテ ィブEDI

3.1.1フ ァイル転 送 に よるEDI

現在 、一般 的 なEDIは フ ァイル転送 の技 術 を用 いて い る。 この仕組 みを簡 単 に説 明す る

と次 の よ うにな る。

先 ず 、取 引の相 手 方に送 ろ うとす る情報 を、 フ ァイル の形 に編 集す る。 この フ ァイ ルは

送信 フ ァイル とよばれ、 図3-1の 中に 『A』 で示 され る。 そ の構 造 は、 図3-1の よ う

に 、複 数 の伝 票 を並 べた よ うな イ メ ージにな ってい る。編 集 され た フ ァイル を、 フ ァイル

転送 の 技術 を用 い て取引 の相 手先 の システ ムの中に あ る フ ァイ ルへ送 る。 この フ ァイル は、

受信 フ ァイル と呼 ばれ、図3-1の 『B』で示 され る。受 け取 った取 引先 で は、この フ ァイ

ル を入 力 と して業務 処理 シス テ ムに投入 し、 コン ピュー タ処 理 を行 う。 情報 受渡 しの単位

が 、丁 度伝 票 の束 に な って い るの で、バ ッチ処 理方 式 とも呼 ばれ る。

フ ァイ ル転送 に よるEDIの 特 徴 は、 また欠点 で もあ る。 処 理時 間 の面 で は以下 の よ うに

な る。
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A社

情報処理
ネ ッ トワーク
サー ビス

B社

発注データ1 発注データ2 ● ● ● ● ● ● 発注データn

図3-1フ ァイル 転送 に よるEDI

① 複数の伝票(電 子伝票 なので、メ ッセージ と呼ぶ)を 編 集す る必要が あ り、最初 の

メッセージ編集を始 めてか ら、最後の メッセージを編集するまで(す なわち、ファイル

ができるまで)、 少なか らぬ時間がかかる。

② ファイルの編集が終わってから、取 引の相手方へ送信するまで、タイ ミングを とるた

めの時間が発生す る。

③ 取引の相手方が受け取 ってから業務処理を行 うまで、また、待ち時間が発生す る。

④ 実際には、情報ネ ッ トワークサー ビス事業者のデ ータ交換サービスを使 うケースが多

いので、 ここでも交換待 ち時間が発生す る(図3-2参 照)。

EDIサ ー ビス

＼
■

〉:一 →

/

交 換,/
'

/

_→:
■

＼

〉

処 理

〉

図3-2情 報 ネ ッ トワー クサ ー ビス に よる交 換

結果的に、取引の相手先に渡す情報の編集を始あてか ら取引の相手先の業務処理 システ
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ムへ投入 され るまでの時間は、常識的には、1日 程度を見積 もる必要がある。EDIで は、、

電子的にデータ交換 を行 うので、情報 は一瞬の うちに取引の相手先に届 くといわれるが、

現実 とはかな りのギ ャップのあることが分かる。

次に、バ ッチ処理 であるがための運用上の配慮が通常必要 になる。運用上の都合に より、

本来一つのフ ァイルに編集 してから送 るべきところを2つ に分けて送 る場合、取引の相手

先へ前後 の順番が入れ代わ らない ように、十分なタイ ミング上の余裕 をもって送 る。 この

運用を守 らないと、取引の相手先には前後 の順番が入れ代わって届 くことがある。例えば、

第1フ ァイルに発注情報があ り、第2フ ァイルに取 消情報 があ った場合 、順番 が入れ代

わ って届 くと、先ず第2フ ァイルから処理が行われ、取消情報がエラー として無視 され、

次に発注情報が処理 され有効 となる。 これは、明らかに送信側 の意図 とは逆の結果を生 じ

ている。 この ような状況が、実際に発生 したこともある。

在庫照会や納期照会のような問い合わせ型の処理の場合、往復2日 の時間が必要になる。

通常、 この時間(デ ィレイ と呼ぶ)を 加味 した システム設計が行われている。

以上、フ ァaル 転送 によるEDIの 特徴 とい うよ りは問題点を述べたが、その一方 で最大

の利点 は、技術 が確立 されていて構築費用が安価であることと、 どの ようなネ ッ トワーク

や コンピュータ(特 にパソコン)に も導入できることである。

3.1.2フ ァイル転送 では不便な業務処理

列車や航空機 の座席予約では、お客が待 っている間に空座席の確認 と予約を行 って くれ

る。 このような用途では、処理の結果が即時に受け とれ るオンライ ンリアルタイ ム処理が、

ず っと以前か ら導入 されている。以前鉄道会社や航空会社で導入された座席予約 システ ム

は、イ ンハ ウスの システム(社 内で閉 じたシステム)で あったので、EDIと は関係 のない

システ ムであったが、 よ り便利なシステムを指向した結果、EDIが 導入 され始めた。例 え

ば、東京か らジュネーブへ行 くめには、直行便がないので乗 り継ぎが必要である。 この乗

り継 ぎの時、2つ の航空会社にまたがる場合は、EDIが なければそれぞれの航空会社 の カ

ウンタで予約を しなければならない。 これでは不便 なので、各航空会社 の座席予約 システ

ムをネ ットワークで結 び、どこの航空会社のカウンタか らで もすべての航空会社 の座席 の

予約がで きるように現在ではなっている。 このEDIで はオンライ ンリアルタイム処理の技

術が使われている。

わが国では、大手旅行代理店が同様なEDIを 行 ってお り、最近、機械工具の業界VANや

家電業界VANに も導入され るようにな った。対象 となっている処理 は、在庫照 会(座 席

予約システムにおけ る空席照会に相当する)と 発注(座 席予約システムにおける予約処理

に相当)で ある。

この ように、業務に よっては、ファイル転送 の技術 では利便性 とい う面で問題を発生す
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る場 合が あ る。EDIを 広 義 に解釈 し、金 融業 のネ ッ トワー クに おけ る処理 もEDIと 見 なせ

ば、銀 行 間の オ ンライ ン為 替 交 換 ・CD/ATM連 携や ク レジ ッ ト業 界 の信 用 紹 介 も、 オ ン

ライ ン リアル タイ ム処 理 に よ るEDIで あ り、 かな り以前 か ら導入 され て い る。

3.1.3リ アル タイ ムEDIと イ ンタ ラ クテ ィブ

欧 米で は、 オ ンライ ン リアル タイ ム処 理 の技術 を用 いたEDIを 、 イ ンタ ラ クテ ィブEDI

とい う名称 で、既 に標 準化 の検 討 を 始 めて い る。 欧米 で は リアル タイ ムEDIと イ ンタ ラ ク

テ ィブEDIを 区別 して い る よ うで あ るが、 この違 いにつ いて触 れ る。

① リアル タイ ムEDI

座席 予約 システ ムの業務 処理 では 、r座 席 があ るか』 とい う一つ の質 問に対 しr有 り(又

は無 し)』 とい う一つ の 回答 を要 求 し、かつ 、この一 つ の質 問 と一つ の 回答 で、業務処 理

が完 了す る。 この よ うな形 態 のEDIで 処理 が即 時 に行わ れ る のを リアル タイ ムEDIと し

て い る よ うであ る。

② イ ンタ ラクテaブEDI

旅 行予 約 シス テ ムの業 務処 理 では、 問 『(行きの列 車 の)座 席 が あ るか』答 『有 る』、

問 『旅 館 は空 い てい るか』答 『空 い てい る』、問 『スキ ー場 は混 ん でい るか』答 『混 ん で

い ない』、問 『(帰 りの列車)の 座席 が あ るか』答 『有 る』、 問 『全部 の料 金 は』答 『15万

円』、要 求 『旅行 は止 め た』 回答r了 解』の よ うに、何 回か のや り取 りで一 つ の業務 処理

が終 わ る。 この よ うな形 態 のEDIで す べ て の処 理 が連続 的 か一 つ一 つ の処理 が即 時 に行

われ るのを、 イ ン タラ クテ ィブEDIと して い る よ うであ る。

しか しなが ら、① と② を 比 べ る と、① の組 み合わ せが② にな ってお り、そ の 区別 が判

然 と しない よ うに思え る。 ① の組 み合 わせ と② との唯一 つ の違 い は、 回答す るシス テ ム

か ら見 た場 合 、① の組み 合 わ せ では 、一つ 一 つの処 理 が独立 の もの と見 な し、② で は連

動 した もの と見 なす とい う部 分 であ る。 人間 の理解 レベル で は、 これ は大 きな違 い と し

て とらえ る ことが で きる。 しか し、 コ ンピ ュータ レベ ルで は、 システ ムの構 成 の仕方 に

よ り大 きな違 い にな らな い こと もあ る。一 般 的に は、② が① を 包含 して い る。む しろ高

速応 答 のEDIを リアル タイ ムEDIと とらえ る方 が分 か りやす い。

後 述す るUN/EDIFACTに おけ るイ ンタ ラ クテ ィブEDIで は 、 これ と違 った解 釈 に

な って い る。UN/EDIFACTに おけ るイ ンタラ クテ ィブEDIで は、 連続 的 な処 理 に お け

る個 々の処理 時 間の連続 性 につ いて は、特 に定義 がな く、 独立 な処 理 で あ って もよい こ

とにな って い る よ うだ 。
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3.1.4処 理時間(応 答時間の問題)

リアル タイ ムEDIを 用 いるのは、高速 な応答時間を要求される時である。前述 した よ う

に、フ ァイル転送方式では、照会処理の場合応答時間は平均的に2日 である。 しか し、座

席予約 システムでは瞬時になければならない。そ こで リアルタイ ムEDIが 用いられる。

しか しなが ら、 ファイル転送で も応答時間を早 くす ることは可能である。例えば、2時

間を実現す るのは、それほ ど難 しくない。そこで、どれ程 の応 答時 間か ら リアル タイ ム

EDIな のかとい うのが問題 になる。現実のアプ リケーシ ョンでは、潜在的要求はすべ て応

答時間ゼロとい う結論になる(通 常、早過 ぎて困ることはない)。 したが って、業務特性を

無視 した要求応答時間を分析す ることは一般的に意味がない。

逆にどこまで我慢できるかが問題になる。 この時間は、業務処理の内容に よって大き く

違 って くる。座席予約 システムでは、通常、10か ら20秒 と言われる。企業間の受発注取引

に関連 した照会 であれば、1分 程度の応答時間は まず 問題 にな らない。製造業 のEDIで

は、2日 程度の応答 で十分な照会処理を沢 山ある。

すなわち、業務処理か ら見れば、応答時間にた対する要求は多様であ り、それぞれの応

答時間に対応す るEDIが あって、選択可能なことが重要だ とい うことになる。

3.1.5イ ンタ ラクテ ィブEDIと は何 か

現段 階 では、 イ ンタ ラクテ ィブEDIを 定義 す る決定 的要 因 を決 め る ことがで きない。 コ

ンピ ュータの専 門家 は、 コン ピュー タ内部 の コン トロール構 造 と通信 系 との連動 状況 か ら

リアル タイ ムEDIと イ ン タラ クテ ィブEDIを 定 義す るで あ ろ うし、業 務処 理 の専 門家 は 、

人 間 の理解 レベ ル に おけ る業務 の流 れ と処 理 時間か ら リアル タイ ムEDIと イ ンタ ラクテa

ブEDIを 定 義 す るで あ ろ う。 両者 の定義 に よって示 され る実体 に は、 か な りの違 いが発 生

す る可 能性 が大 きい。

現在 、フ ァイ ル転送 を前提 として シンタ ックスル ール のみ が あ り、 リアル タイ ムEDI/イ

ンタラ クテ ィブEDI用 の シ ンタ ックスル ール とい うのは特 に な い。 フ ァイル転 送用 の シ ン

タ ックスル ール とは別 の シ ンタ ックスル ール が必要 で あれ ば 、か な り厳 密 な リアル タイ ム

EDI/イ ンタ ラクテ ィブEDIの 定義 も必要 とな ろ う。

そ こで本調 査 分析 では 、イ ンタ ラクテ ィブEDIを リアル タイ ムEDIを 含 む 即時処 理 型 の

EDIの すべ て(す なわ ち、フ ァイル転送 の技 術 に よ らな いEDI)と して解釈 し、最初 に、現

在稼 働 してい るイ ンタ ラ クテ ィブEDIを 調査 分析 す る こ と とした 。第3章2節 に、各業 界

におけ る リアル タイ ムEDI/イ ンタ ラ クテ ィブEDIの 動 向 と要 望 等 を 示 し、 第3章3節 か

ら5節 にか け て、現 状 で の課題 や 関係す る国際動 向等 につ い て触 れ る。

一57一



3.2イ ンタ ラ クテ ィブEDIの 具体 例

3.2.1家 電 業界 にお け るニー ズ とシ ス テム概 要

(1)背 景

① 家電 流通 チ ャネル の変 化

家電 品 の流通 に お いては 、 メーカ系列 電気 店 の地盤 沈下 に対 して電気 量販 店 ル ー ト

で の販売増 加及 び ス ーパ ー、DIY、 カメ ラ店等 へ の流 通 チ ャネル多 様化 が進 ん で きた。

② 企業 内情 報 システ ムの確 立

流 通小 売業 でPOS(PointofSales)と 社 内 ネ ッ トワー クを駆 使 した情 報 システ ムが

確立 され る一方 、 家電 メー カの方 も 自社 系 列店 との間 の リアル タ イ ムオ ンライ ンに よ

る発注 、在庫 問 い合 わせ等 の システ ム確立 され て きた 。

(2)ニ ー ズ

家 電製 品 の種 類 は近年 、増 大す る一方 で、全 家電 メー カを扱 う電気 量販 店 と しては全

製 品を展 示す るスペ ース は確保 で きず 、 自社 の倉庫 を もつ こ とも在庫 の増 大 の危険 が あ

り、資金 の効 率化 、在 庫 リス クの回避 の面 か らもで きるだ け在庫 を もた ない経 営 を指 向

して い る。

また、最近 は顧 客 ニーズ が多様 化 し、 予 め どんな製 品 が売 れ るか予測 が非 常 に困難 に

な って きてい る。

更 に、顧 客 が主 に来 店す る時 間 は夜 間、土 、 日、祭 日で あ るが、家 電 メ ーカの方 は こ

の時 間帯 は休 み のため 、緊 急 の在 庫 問い あわせ もで きず 、販 売 チ ャンスを逃 がす こ とに

なる。

そ こで顧客 来店 時 に店 頭 の端 末機か ら即 時 に、 各家電 メ ーカの コン ピュー タに直接 ア

クセ ス して在 庫 の照会 、発注 等 を可能 とす るEDIの 要 望 が でて きた。

(3)家 電 業界 の イ ンタ ラ クテ ィブEDIの 概 要

① システ ムネ ッ トワー ク

a.電 気 量販 店 の店 頭 に設置 された端 末機 と各 家 電 メー カの コ ン ピ ュー タ とをVAN

(ValueAddedNetwork)を 経 由 してネ ッ トワーキ ン グ して い る。

b.こ の ネ ッ トワー クは従 来 、家電 業 界 の業界VANと して構 築 したrE-VAN」 とは

別 に構築 して いる。

即 ち、E-VANは メール ボ ックスを利用 したバ ッチ伝送 に よるEDIで あ り、 そ れ

に対 して このVANは リアル タイ ム処理 を ベ ース に した シス テ ムで あ る。

量販店 本 部 か ら メー カへ の一 括発 注 デ ー タは従来 どお りE-VANを 活用 し、 この

VANで は店頭 に おけ る顧 客対 応 に即 した情 報交 換 の みを対 象 と して い る。

c.家 電 メ ーカの コン ピ ュータの稼 働条 件 は、原 則 と して8:00AMか ら20:00PM

で年 末年 始 以外無 休 を 目指 して い る。

-58一



②VANと の接続

a家 電 メーカ及び電気量販店間は当然の ことなが ら、異機種間接続になる。

bこ のVANで は現在利用 しているホス ト又は端末 の手順を変更す る ことな く、現

在有 しているいずれかの手順で接続することを可能 に している。

c具 体的には、各種ベーシ ック手順、各 コンピュータメーカの独 自手順、X-25等 を

網羅 し、これ らのプ ロトコル変換を行 っている。

③ 対象業務

a通 常業務

イ.「発注型在庫照会」

発注を前提 とした数量を入力 した在庫照会で、 メーカの コンピュータでは在庫

の仮引当を行 い、一種 の予約データを作成す る。

ロ.「発 注」

このデータを受け取 る と、メーカ側では在庫の即時引 き落 しを行 うと同時に受

注、売上伝票、及び出荷指示票 を作成す る。

ハ.「在庫照会」

とくに在庫数量を問わずに単に特定製品の在庫 の有無のみを問いあわせる場合

に利用する。

二.「発注確認照会」

発注回答電文がなにかの理由で発信元に届かなかった とき、再度発注回答電文

を要求す るためのものである。

b管 理業務

イ.「 パスワー ド登録」

法人企業 コー ドの レベルで企業一括に登録する方法 と、店 コー ド又は、枝番 を

指定す る方法の2種 類 の方法でパス ワー ド設定を行 う。

ロ.「取引資格登録」

メーカが 自己 と取引のある量販店をシステムに登録す るとき、企業 コー ドの レ

ベルで登録を行 う。

④VAN運 用条件

イ.VANセ ンタは回線障害、VANセ ンタダウン等に より、 メーカか らの回答デー

タを端末に送信できなか った ときは、回答 データを破棄す る。

端末側は、発注確認照会によって確認を行 う。

一方、ホス ト側は、取引先 コー ド、端末識別 コー ド毎に発注履歴情報を残 して

端末か らの照会に備える。

ロ.交 換するデータは、 システムヘ ッダ、ユーザヘ ッダと付加 したMAX1500バ イ
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ト以内で 行 う。

ハ .VANセ ンタに おい ては、シス テ ムヘ ッダ、ユ ーザ ヘ ッダ以外 の デ ー タ内容 につ

い てはチ ェ ックを 行わ な い。

従 って 、デ ー タ内容 の チ ェ ックは メ ーカの コン ピ ュー タで行 う。

二 .VANセ ンタで は、電 文 の保存 は行 わ れ ない。

⑤ 電文 形式 の特 徴(図3-3電 文形 式 参照)

イ.項 目の位 置、桁 数 は 固定 とす る。(固 定 長方 式)

ロ。 デー タは1取 引単 位 で構成 す る。

ハ .1取 引 は3商 品 まで 可能 で ある。

二.回 答電 文 の 明細 部(追 加)は 、明細 部(基 本)1明 細 当た りMAX2明 細 まで。

(4)今 後 の課題

①VAN-TO-VANに よるイ ンタ ラクテ ィブEDIの 研 究

現在 、家電 メ ーカ及 び電気 量販 店 は いずれ も どこか のVANに 加 入 して お り、 希 望

と して は現在 自社が 加 入 して いるVANと の接続 だ け で全 てを処 理 した い。

しか し、 今 回の シス テ ムでは特 定VANに 別途 加 入 して運用 して い る。

② ネ ッ トワー クの拡 張性

家電 製 品の流 通 チ ャネル の多様 化 に対 応 して 、様 々な業種 とのネ ッ トワー クへ。

③ 新 しい取 引形 態へ の法 制面 の整備

イ ンタラ クテ ィブEDIの 進展 に伴 う、契 約、解 約 、賠 償 等 の法 制 度 の見 直 し。

3.2.2そ の他の業界

(1)背 景

流通業界においては少品種大量生産の時代から多品種少量生産の時代 に既に入 ってい

る。

① 大衆の分衆化 ・個衆化(即 ち自分だけの ものを求める。)

② 店頭在庫の圧縮(品 切防止策の検討)

③ 多頻度小 口配送(配 送 コス トの増大)

④ 商品のライフサイクルの短命化(在 庫ス トックの増大)

コンピュータネ ッ トワー クに よるデ ータ交換が社会情勢の この様 な変化 に伴い従来の

ファイル転送EDIに 加え、イ ンタラクテ ィブEDIの 要求が強まってい る。

特に発注業務においては、従来のタイプか ら大 きく変わ りイ ンタラクテ ィブ型の必要

性が叫ばれているが、商品のデ リバ リ側が手持ちの在庫あるいは納 品可能 日を相手側に

見せることで可能 となった。

この事によ り発注側 は種 々の選択が出来る様 にな り
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〔通常業務 電文〕

O要 求電文(量 販店→メーカ)

一発注型照会、発注、在庫照会－

S

T

X

システム共通 業務情報 E

T

X
シ ス テ ム

ヘ ッ タ

ユ ー ザ

ヘ ッ ダ

ヘ プ ダ

部

明細部1

(基本)

明畑部2

(基本)

明細部3

(基本)

L 128B 4、28Bも28B↓ 、28B↓ 、28B」

一発注確認照会－

S

T

X

システム共通 ※務情報 E

T

X
シ ス テ ム

ヘ ッ ダ

ユ ー ザ

ヘ ッ ダ

ヘ ッ ダ

部

L 128B
－4.128BＬ

o回 答 電文(メ ーカー→量販店)

S

T

X

システム共通 ※務情報

シ ス テ ム
'

ヘ ッ タ

ユ ー ザ

ヘ ッ ダ

ヘ プ ダ

部

明細部1

(基本)

明畑 田～1

(追 加)

明細 田～1

(追 加)

一

ー
128B ⊥ 、28B!、28B↓ 、28B↓128B9

明 知1部2明 細 部2明 細 部2q月 細 吾]～3【}月 細iヨ～3明 細 部3

(基 本)(追 加)(追 加)(基 本)(追 加)(追 加 》

L、28B↓ 、2、B-L、2,BL、28BL、28Bi、28BA

〔管理業務電文〕

o要 求電文(量 販店、メーカ→VANセ ンタ)

シ ス テ ム ユ ー ザ

ヘ プ ダ ヘ フ ダ

L 128B

指示

情報

」

o回 答 電文(VANセ ン タ→量販店、 メーカ)

ン ス ァ ム ユ ー ザ

ヘ フ ダ ヘ フ ダ

L 128B 」
図3-3電 文 形 式
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① 在庫 を照会 し在庫かあれば直に発注す る。

② 在庫があって も仮発注に止め人間の判断であらためて発注す る。(予 約発注)

③ 在庫がない時納期を照会 しその納期 によ り、人間の判断で発注の可否を決め る。

④ 卸商に在庫がない場合直接 メーカに①、②、③ のいずれかの行動で メーカより商品

を直納 させる。

この様な形態の中で どの選択が可能かは業種、業界のそれぞれ置かれている立場で差

がでて くる。

た とえばメガネ業界、書籍取次業界、文具業界、スポーツ用品業界においては、 メー

カ～販売店、卸～販売店間の縦のネ ッ トワーク(垂 直VAN)が 進んでお り、その場合情

報の表現規約、情報の伝達規約について も中心 となる企業が主体 となって取 り決めてい

る。

従 ってネ ッ トワーク形態 も複雑にならず インタラクティブEDIの 実現 もし易い構造 と

なってい る。

一方機械工具業界
、管工機材業界、電材業界等 は取 り扱 う品種 も多 く、 また流通構造

が複雑であ り、一部には特定企業主体 の垂直VANは あるものの、共同化意識 も強 く業

界VANの 育つ要素 は十分にある。

これ らの業界 では顧客 ニーズを満足 させるため、イ ンタラクティブEDIが 強 く望まれ

ている。

この様にインタラクテ ィブEDIは 社会構造の変化 とともに、 これからの コンピュータ

ネ ッ トワーキングには必須のもの とな り、利用形態 も単なる在庫照会、受発注に とどま

らず他の売上、請求残高照会業務等に広が りを見せ、 より一層複雑 な業務形態を構成 し

EDIに おいて、重要な役割を果たす もの と思われ る。

(2)機 械工具業界におけ るインタラクティブEDI

① 背 景

機械工具業界では一部の大手 メーカ、卸商を中心 として垂直 ネ ットワークが数年前

から台頭 し始めた。

これに対 し大多数の企業が、将来に対する一部大手企業の独 占に よる危機感を持ち、

業界全体 として、ネ ッ トワーク化 を考えるべ きであるとし、業界VAN構 想 が持ち上

がった。

すなわち誰で も自由に参加出来、平等 の恩恵が、受けられ るネ ッ トワークが必要で

ある。

機械工具業界においては垂直VANが 、一部企業 で既にスター トしてお り、 このシ

ステムにおいては在庫照会、納期照会、即時発注 といったインタラクテ ィブEDI的 な

業務が行われている。
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この背景には機械工具 とい う、寸法の若干の違い等、あ りとあらゆる製品を扱 って

お り、商品点数 も数十万点に及び、更には社会経済の変化に伴 い、ユーザの発注方法

が小 口化、多頻度化、短納期化 し、次の様な問題点を解決す るため、EDI化 の要求 が

強 まった と思われる。

・ 伝票枚数の増加に伴 い伝票の業務処理が膨大 とな った。

・ 在庫照会が頻繁で即時回答を求められ、その処理に人手が必要。(あ る大手 メー

カの場合、月間2万 件の在庫照会がある。1時 間当た り100件 、主要拠点の ピークは

1時 間に50件 を下 らない。)

・ 出荷情報 を即時に要求 され、その対応に苦慮 している。

・ 適正在庫 の維持が困難。メーカの新製品開発が盛んなため、デ ッ ドス トック化 の

危険に晒 され る卸商は特に困難。

・ メーカが卸商に要求す る、販売データやフ ォームがバ ラバ ラなため、手作業を強

いられる。

・ 多頻度、小 口配送、緊急配送のための配送 コス トが増大。

・ 販売店の時間外 ニーズが大 きく、卸商が対応 に苦慮。

この様な背景 のもとに機械工具業界VANは スター トを切 った。

② 対象業務

当面の対象業務は発注業務を中心 とした ものである。

・ 在庫、納期、価格等の照会業務。

・ 発注業務。(な お在庫照会を行 って在庫があれば発注業務へ連動す る こともで き

る。)

・ 取引情報、問い合わせ支援等の業務

なお今後上記業務以外に も新 たな業務 を追 加 しVANの 一層 の充実 を計画 してい

る。
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③ 当業界VANの 概念

VANセ ンタ

販売店 ・卸 リアル中継 プログラム

卸 ・メー カ(ホスト)

口

入力 手

順

対

応

部

手

順

対

応

部

〉 〉 A

P∈

出力

(注)

∈

(注)

取引先

マスタ十数種類の手順で、お

互い相手の手順を意識

する事無 く即時にデー

タ交換が可能である

照会業務

発注業務

支援業務

在庫

図3-4機 械工具VANの 処理概念

④ オ ンライ ンでの発注形態

機械工具業界VANの 場合在庫 問い合わせか ら発注、受注までの一連の流れ で行 わ

れている。

機械工具業界VANで は、照会業務 と発注業務を一接続の中で連動 した処 理 として

行 うことも可能であるが、実際の運用に当た っては照会業務の中での リアル タイムの

回答を得てか ら、人間の判断が入った後、発注データの交換を行 うことが一般的であ

る。

(3)そ の他の業界

管工材業界、電材業界等の他の業界において も、機械工具業界 と同様の問題を抱 え、

今イ ンタラクテaブEDIを 目指 し、業界VANと しての動 きが急速に高まった。

方式的には機械工具業界 と同様、ファイル転送EDIと インタラクテ ィブEDIの 併用 と

なっている。

この ように、今や在庫圧縮、 ジャス トイ ンタイムの時代にはVANに よるイ ンタ ラク

テ ィブEDIは 欠かせないもの となってきている。

(4)ク レジッ ト業界

クレジッ ト業界はCAFISネ ッ トワークを用いてイ ンタラクテ ィブEDIを 実現 して い

る。
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①

在

庫

照

会

処

理

②

受

発

注

処

理

③

受

注

確

認

処

理

(発 注側) (受 注側)

在庫問合せ 在庫 在庫 ファイル〉

在庫情報 ∈

TEL・FAX受 注 分

w

|

w

l発注控

発 注 ファイル
一 発注 受注 出荷 ファイル)

w参.÷ ・

1

Ψ

1

'・ 吟 一-舎 ・ ,

受注確認 一 受 注 ファイル 出荷

指図

書

発注ファイル

更新

受注確認

情報発注確認 一← 一 一 く

図3-5処 理 フ ローの概略

① 業 界 の動 向

カ ー ドホル ダーが増 加す る に従 い、与信 限度 オ ーバ ー ・事 故 カー ドな どに よる、不

良債権 が増 加 しつ つ あ る。

そ のた め、事 故 カー ド ・与信残 高 を買 い物 時 点 で把 握 し、 カ ー ド利 用 の安 全性 を確i

保 す る と共 に 、電 話 問い合 わせ な どのオ ー ソ リゼ ー シ ョンの効 率化 が必 要 にな って き

た。

-65一



また 、 カー ド会社 は数 百社(日 専連 、 日商 連 も含 む)に 及ぶ ため 、 ク レジ ッ ト業界

と して統一 的 な規約 を制 定 し、 加盟店 の 多端 末現 象 を回避 す る こ とが求 め られ て いた 。

② 対 象業務

a.オ ー ソ リゼ ーシ ョン業務

b.売 上業 務

c.加 盟店 端 末 テー ブル登録 業 務

③ 通 信規 約 ・表 現規 約

通 信規 約 は、加盟 店端 末 はJISベ ーシ ック半二 重会 話型 手順(調 歩 同期式)、 加 盟店

・ク レジ ッ ト会社 ホス トマ シ ンの場合 は、JISベ ーシ ック(SYN同 期式)と な っ て い

る。

表 現規 約 は可変長 で電 文 フ ォーマ ッ トが定 め られ てい る。

3.2.3鉄 鋼業におけるアプローチ

(1)鉄 鋼業界を取 り巻 く環境 とEDI化 の現状

① 顧客 ニーズの変化

鉄鋼業におけ る国内大手顧客は、自動車、電機、造船、産業機械、建材等 の製造業、

および建設、プラン ト、土木業等である。最終消費者 ニーズの多様化、高級化等を う

けての、 これら顧客業界での、商品の高級化、短サイ クル化、さらには顧客 自身の合

理化ニーズが、その当然の帰結 として素材 メーカとしての鉄鋼業へ反映され、個別仕

様 ・多品種 ・少量製品の適時納入が要請 されている。

これは高度成長期の鉄鋼業にひたす ら求め られた大量供給の体制か ら、よ り顧客に

密着 したきめ細かい生産 ・配送体制への移行が求め られていることを示 してお り、こ

の要請に こたえるには、鉄鋼 メーカ自らは言 うに及ばず、物流および流通加工 を含む

業界全体の合理化、体質改善を図らねばならない。

② 流通経済の特徴

鉄鋼業の流通経路は、南流 ・物流経路の特性(顧 客に とどくまでに商社、物流業者、

流通基地、流通加工業者、特約店等を経 由する)と 製品 自体 の特性(重 くてかさぼる、

一部の規格品を除いて製品の代替性がない)に より、他業界にはみ られない複雑な流

れになってお り、かつ、流通段階での契約関係が錯綜 して、南流 と物流が一致 しない

場合が多々ある。

これを情報流通経路の特徴 として要約す ると、次 のようになる。

a.複 数 ノー ド(拠 点)を 経 由す る。

b.各 ノー ドで、処理を伴 う。

c.各 ノー ド間で即時応答が必要 なことが多い。
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しか し、現状では、各 ノー ド内の状況が相互に把握出来ない為、 より効率的な連携

が行われに くくなっている。 また、極あて広い裾野 を持つ流通加工分野では、求人難

が深刻化す る中で、業務量 の増大 と高度化に対処す るため、 システム化が必要になっ

ているに もかかわらず、全体 として企業体質が脆弱なため、遅 々として進んでいない。

③EDI化 の現状

高炉 メーカにおいては、直接の取引先である商社 との間で、輸出商談、受発注、請

求 ・回収業務等を中心に、いわゆる基本商取引につ いてのEDI化 は完了 してお り、現

在は、上記環境変化に対応すべ く物流 ・デ リバ リ分野 につい てイ ンタラ クテ ィブな

EDIへ のアプ ローチを開始 した段階である。 しか し、以下の2点 によ りその適用範 囲

は、系列内にとどまってお り、系列外企業、顧客 との直接接続 には至 っていない。

a.業 界内および顧客にわた っての、採用説得性のあるインタラクテ ィブEDIの 標準

が成立 していない。

b.流 通加工分野を構成す る企業の情報 システム基盤が弱い。

(2)A高 炉 メーカにおけるイ ンタラクテ ィブEDI

以下にA高 炉 メーカの事例を紹介す るが、大手高炉 メーカでは、多少の時期 と内容 の

差はあるものの、ほぼ同様 な レベルである。

① 商談 ・受発注領域

受発注業務 の適用領域を図3-6に 示す。一般商社 との間ではバ ッチ処理だが、系

系列商社

輸出商談

←一 受注検討 ・回答 一一→

← 一 髪発注 一 ーー一 →

国内顧客

輸出商譲

受発注

輸出商譲

受発注

:インタラクティブ

'バッチ

図3-6商 談 ・受 発 注 領 域
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列 商社 との受 注検 討 、受発 注 業 務で はイ ンタ ラクテ ィブな処 理 を行 ってい る。

② デ リバ リ領域

デ リバ リ業 務 の適 用領域 を図3-7に 示す 。対 象業務 は 、A高 炉 メ ーカで生産 され

た製 品を顧 客 に納 入 す る までの 全工程 で 、 国内 の輸 送 、保管 、 流通 加工 、デ リバ リ、

お よび輸 出の配 船業 務 であ る。 国 内につ い ては、 系列 内の 主要 拠点 間 で リアル レベル

での イ ンタ ラ クテ ィブEDIを 実 施 して い る。 また、 コイ ル セ ンタ各社 は系 列外 に位 置

づけ られ るが 、共 同検討 ・設 計 を経 て、 いわ ゆ るネ ッ トワー クに よる囲い こみ 、 とい

われ る状況 を避 けつ つ、 入 出庫 ・在庫 管 理業 務 で、 ア プ リケー シ ョン間通信 を実 施 し

てい る。

商社 受発注/納期・受渡場所変更

メーカ工程進捗

系列運輸

受発注/納 期 ・受渡場所変更

メーカ工程進捗/船 舶運航/積 荷

一 基地入 出庫・在庫 一一 →

コイルtシ参入出庫 ・在庫

コイルセンタ加工 ・出荷

メーカ荷揃予定/揚地庫腹状況
く　　　 　
配船計画/船舶運航・位置/積荷

系列倉庫

船舶運航・位置/積荷

メーカ出荷予定　 　
納入指示受付・回答/納品

基地入出庫・在庫

メーカ工程進捗/メーカ出荷可能 品

メーカ出荷予定

基地入 出庫・在庫一
加工依頼/船 舶運航/積 荷

コイ此ンタ加工・出荷

コイル勤参入 出庫 ・在庫

一 →

:イ ンタラクティブ

・バッチ

図3-7物 流 デ リバ リ領 域
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③ 特徴 と課題

物流、流通加工を構成す る企業 の情報 システム基盤が弱 く、独 自のシステ ムを構 え

て、 リアル タイム レベルで相互に メッセージ交換を行 うことが、極 めて困難である。

そのため、系列の内については、データベースをA高 炉 メーカに一元的に構成す る

ことに よ り、それ ら企業の情報 システム負担の軽減を図るとともに、早期 ニーズ対処

を図っている。言い換えれば展開範囲が、系列内で、かつ体力の強い企業に とどまっ

ているわけで、 これはA高 炉 メーカが自力で展開できる領域は、 ほぼ展開 されている

ことを示 してい る。今後の系列外流通加工企業、顧客への展開には、鉄鋼業界 として

の取 り組みが必要 となる。

(3)鉄 鋼業界 としての今後 の対応

① 今後の適用領域

今後の対応 としては、顧客 との間で直接的にイ ンタラクティブEDIを 構築す ること

によ り、相互の合理化 ・効率化を実現することが中心 となる。そのひ とつの切 り口は、

現在の受注段階 と納品段階に加え、生産段階、すなわち顧客の生産計画 と高炉 メーカ

の生産計画 を情報を媒介に して直結 し、顧客のスケジュールにマ ッチ した生産体制を

実現す ることである。 もうひ とつの切 り口はメーカが製造 した鋼材の品質情報、形状

情報な どをタイム リーに顧客に提供 し、顧客の円滑な生産に結び付け る ことであ る。

(図3-8)

顧客

高炉

オーダ 生産計画 納入指示

→

ミ
…

イン穿ラケラ}イづ日£鏡.壬 i⇒
…

≡ …

受注領域 生産領域 物流領域

[〉 相互に効率化

図3-8将 来イ メー ジ

② 業界 レベルの標準化 と推進体制

以上の課題に対応すべ く、鉄鋼業界EDIを 構築するために、平成2年 度、通商産業

省の呼びかけに よ り、高炉 メーカ6社 お よび総合商社7社 で構成 され る 「鉄鋼ネ ット

ワーク研究会」 が設立 された(図3-9)。

初年度には、鉄鋼業界EDI全 体構…想策定に向けた基礎調査を行い、国内では、a.業

界内 ・対面業界 ともにEDI化 のテーマが山積み していること、b.効 率的なEDI化 対
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1本 委 員 会H小 委 員 会H推 進 会 議1
(事 務

1

1企 画 科 会1 己 雛 チーム1

企画立
対外窓
事務局

研

売九

委

託

鋼

(物流

ヨ 業 務 チ ー ム1
・物 性 情 報 につ い て の検 討)

E‖
⇒

己 社 分 科 会1

(商 旅 情 報 につ い て の検 討)

商
・商

電

情報処理相互運用

1通 信 分 科 会1 E⇒

通商産業省
:鋼 材倶楽部)

企画立案業務
対外窓口業務

鋼 材倶 楽 部

納入WG

品質WG
バ ー コ ー ドWG

商社WG
・商流 、商 社物 流

電炉 他

通 信 手 段WG

情 報 表現WG

ネ7}ワーク(VAN)WG
(情報交換手段の検討)

図3-9鉄 鋼 ネ ッ トワー ク研究 会組織 図

応のためには標準化が必須 なこと、を確認 した。また、海外では、a.標 準化 の必要性

が認識 され、着実に各団体が活動 していること、b.先 進企業が リー ドしながら、業界

に とらわれない、 よ り高次 な標 準化を志向 していること、等が確認 された。

今年度は、高炉6社 お よび鋼材倶楽部から派遣 された専従者を中心に鉄鋼業界EDI

化の基本構想の とりまとめ作業 に着手 し、来年度以降、具体的に対面業界 との共同研

究および業界 内標準化を進めてい く予定である。

③ 標準化のステ ップ

現在実施されているEDIを よ り高次な ものにするために、バ ッチ処理 とイ ンタラク

テaブ 処理 の併用を基本 とし、今後予想される顧客 とのEDIに 柔軟に対応するため、

以下のステ ップで標準化を進めてい く。

a.第 一ステ ップ

対面業界の動向を反映 しつつ、業界内のEDI標 準化案を作成 し、それに基づ き ト

ライアルを実施す る。

b.第 ニスチ ップ

構築 された業界EDIを ベ ースに、対面業界お よび周辺業界 とのEDI化 についての

協議、調整をすすめ、実施を推進す る。

④ 構築の前提

鉄鋼における今後の適用業務か らみて、 リアル通信 レベルで のイ ンタラ クテ ィブ

EDI導 入は必須 と思われ る。

その場合、情報 ・通信技術上 の一般的な機能要件は以下の ようなものであろ う。

a.技 術 面
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b.

●

●

しか し、 鉄鋼 業 固有 の問題 として、a.業 界 内に、 中小 企業 を主体 とした 、運輸業 、

倉 庫業 、流 通加 工業 、特 約店 等 を含 んで い る。b.24時 間 無休 稼働 が 必要 で あ る。c.

1メ ッセ ー ジに含 まれ る項 目数 が多 い(た とえ ば、授 受 対象 品質 情 報 は鋼 材全 品種 で

数 千項 目に 及 び、1メ ッセ ー ジ当た りで も数 百項 目とな る)。 とい う情 報 が あ り、これ

らを考慮 す る と

a.メ ーカか ら顧客 に わた る間 の、物 流 ・流 通 分野 を含 め ての ビジネ スモデ ル(業 務

処理 手順)を 整備 し、それ を 既存 の ビジネス プ ロ トコル に加 えて 、EDI標 準 と して

組 み込 む 必要 が あ る。

b.流 通段 階 の中小 企業 の シ ステ ム基 盤 を考 え る と、 全 てを メ ッセ ー ジ媒 介 で処理 す

る ことは困難 と思 われ 、主 要企 業 を中心 にEDI用 デ ー タベ ース を構 築 し、 それ を 業

界 内共通 に 、デ ー ダベ ース媒 介方式 で利用 す るた め の 、 デ ー タベ ー ス プ ロ トコル

(仮 称)を 設 定す る必 要 が あ る よ うに思 われ る(図3-10)。

・ 異機種 間で のイ ンタ ラクテ ィブ処理 がで きる こ と。

・ 以下 の処 理形 態 がサ ポ ー トで きる こと。

a.既 存 の フ ァイ ル転送 の リアル タイ ム処理

b.会 話 型 処理

c.AP間 通信 に よるイ ンタラ クテ ィブ処理

・ 画像 デ ー タの リアル タイ ム処理 が で きる こ と。

運 用 面

複 数 ノー ド間転送 時 の、 人的処 理 の軽減 が図 れ る こ と。

定形処 理 を 、人 的介在 な しに実 施 で きる こ と。

現在の標準化規約

レベル4 取引基本規約 法的有効性を確立する

為の契約書

レベル3 業務運用規約 運用上のガイ ドライン

レベル2 情報表現規約 ビジネスプ ロトコル

シ ンタ ックスルール

標準 メッセージ

デー タエ レメン ト

レベル1 情報伝達規約 通信 プ ロ トコル

十

標準化規約必要項目

図3-10イ ンタラ クテ ィブEDIの 標 準 化規 約

c.複 数企 業 間 に また が る リアル タイ ム システ ムで あ り、 異常 時 の処理 手続 きや保全

性 が特 に重要 とな る。そ の意 味 で現状 レベ ルのOSI-TPに は実用 上 の懸念 が あ る。

d.既 存 のUN/EDIFACTやCIIシ ン タ ックス ル ール に加 え て 、鉄 鋼 の"重 い メ ッ
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セージ"に 適 した標準や、デ ータベ ースに リアル ア クセ スす るた めの標 準等 シン

タ ックスルールの多様化 が必要 と思われる。

e.以 上を総合的に考えた場合、いわゆ るVAN業 者 に、全面的に委託 で きるか否 か

疑問がある。

等々の問題 が生 じて くる。 いずれにせ よ、 これ らの要件を満足するシステム技術や標

準化案は今の ところ見当た らないわけで、 これ等の課題を解決するには、鉄鋼業界 と

い う枠を越 えて、行政 の適切な リー ドに よる、業際 レベルでの検討の推進が強 く求め

られる。

3.2.4自 動車業界における動き

多 くの産業に広が りと関係を持つ(図3-11取 引形態概要)自 動車業界は、その取引

形態 と流動的環境変化(表3-1)に タイ ム リーな対応 を図るために、業界内を中心 とす

るネッ トワークお よびEDIが 展開されつつ ある。 トヨタでの事例を中心に以下にその内容

を紹介する。

車体メーカ

タ イ ヤ ・ラ ジ オ

バ ッ テ リ 等

自動 車 メ ー カ 酬 工場

図3-11取 引形態概要
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表3-1

課題 内容 対応方法

市場環境変化への対応 お客 様 ニ ーズ の多 様 化 少品種大量生産→多品種少量生産

《市 場対応型の生産 ・物流体制 》お 客 様 満 足度(CS)の 向上

国際化 ・地方分散化 現地部品調達 ワー ル ドワイ ドな 観 点 か らの

シス テ ム体 系完成車多国間輸出入

海外現地設計

海外顧客満足度向上

物流対応 輸送環境等

(1)ネ ッ トワー クの概要

通 信 の 自由化 に よ り企 業間 コ ンピ ュータ通信 ネ ッ トワーク構 築 が容 易 とな った こ とか

ら、戦 略 的 ア プ リケ ーシ ョンシステ ムの展 開 にあた りオ ール トヨタを 対象 と した ネ ッ ト

ワー クイ ンフ ラ(TNS-ToyotaNetWorkSystem)の 開発 ・導 入 が行 われ て い る。

TNS-D

(Dealers)

TNS-0

(Overseas)

ト ヨ タ

TNS-B

(Bodymakers)

TNS-S

(Suppliers)

図3-12

(2)TNSの 開発 目的

オ ール トヨタ と して情 報伝 達 の早期 化 を実現 し、情 報 の戦 略 的な活 用 を積 極 的に推 進

す る。

・ リー ドタイ ムの短縮

・ 生産 の効 率化(在 庫 削減 等)
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・ 業 務 の改善 、効 率化 、標 準化(工 数 削減 等)

・ 通 信費 の削減

(3)TNSの 登載 機能

・ バ ッチ デ ータ伝 送処 理

・ イ ンタ ラクテ ィブな処 理 を可 能 にす る リアル タイ ム処理

(4)TNSの プ ロ トコル

●

●

通信 プ ロ トコルX.25

ビジネ ス プ ロ トコル トヨタ標準

〔封 筒 の情報 の標 準 化〕

〔コー ド体系 は トヨタ グル ープ体系 で統 一〕

〔バ ッチ伝送 、 リアル タイ ム処 理 ともに効率 的 な固定 長 フ ォー ム〕

〔情 報種 、情 報項 目は アプ リケー シ ョン毎 に独 自(自 由)に 決 定 〕

(5)TNSの 開発 ・展 開状況

表3-2

システ ム 着手 導入展開 完了
'91末 接 続 数

TNS-D
'84 -08 '86 -01 '88 -09 400

TNS-B
'87 -10 '88 -02 '90 -08 8

TNS-O
'87 -10 '88 -10 展開中 6

TNS-S
'88 -11 '90 -07 展開中 230

網間接続
'90 -01 '90 -09 '91 -01 70

物 流 ネ ッ ト
'91 -08

(6)網 間接続 シス テ ムの 目的

・TNS-D、B、0、Sは トヨ タ と取 引先 を結 ぶ く1 N>以 外 に、 トヨタ グル ープ内

蓄積 ・網 間 制 御

トヨ タ

図3-13
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で 〈N:N>の 通 信環境 を考 え、拡 大す る企業 間情報 通 信 ニ ーズ に応 え る基盤 構 築を 図

る。

・ ネ ッ トワー ク化 の2重 開発 防止

・ 日本 、北 米、 欧州 の3拠 点 間 ア プ リケー シ ョンへ の先行 対 応

当 システ ムに登載 す る機 能 は、 領域別 ネ ッ トワー ク同様 なサ ポ ー トが な され てい る。

(7)TNSを 利 用す るイ ンタラ クテ ィブ処 理 の ジ ョブ

表3-3

システ ム 会 話 ジ ョ ブ

TNS-D 車 両販 売 店 ⇒ トヨ タ デ イ リ ー オ ー ダ

オ ー ダ進 捗

31情 報 物流指示結 果

配 車 一 覧

旬 間 オ ー ダ

納期

部 品共 販 店 ⇒ トヨタ 受 注 リア ル

在庫

販価

物流

納期

車両販売店 ⇔車両販売店 ロケ ー タ照 会

TNS-B ボ デ ー メ ー カ ⇒ トヨ タ 部品表関連情報

補給部品関連情報

390情 報 CKD関 連情報

TNS-O 現 在 、 バ ッチ デ ー タ伝 送 のみ

TNS-S 現 在 、 バ ッチ デ ー タ伝 送 のみ

網 間 部品共販店⇔仕入先 受 注 リアル

7情 報 車 両 販売 店 ⇔ ボデ ー メー カ 在庫照会

車両販売店⇔仕入先 納期照会

以上 、 従来 の バ ッチ デ ータ伝 送 を 中心 とす る メール ボ ックス型 のEDIに 加 え て、各 種
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の リアル タイ ム処理機 能 の充 実 に よるイ ン タラ ク テ ィブ 型EDIの 発 展 が予 測 され て い

る。

3.2.5金 融期 間 のイ ン タラク テ ィブEDl

金 融機 関 にお け るネ ッ トワー クを利用 した相 互情 報交歓 シ ステ ム と して代表 的 な もの は、

決 済デ ー タの電 子的 な交 換 で あ るEFT(ElectronicFundsTransfer:電 子資 金取 引)が あ

り、 これを広 義 のEDIと 考 え る こ とがで きる。

表3-4金 融機 関 に おけ る国 内 のEDIシ ステ ムの 状況

利 用形態 シ ス テ ム名 契約関連規則等

金融機 関相互間

のEDl

銀行 間の送 金 と決 済

(為 替等)

全 国 銀 行 データ通 信 システム(全 銀 システム) 内国為替取扱規則

日 本 銀 行 金 融 ネットワークシステム(日 銀 ネット)

CDオ ン ラ イ ン提 携

M

l

C

三
全
国
キ

〉

言
1

ビ

三

BANCS(都 銀キャッシュサービス)

・相CS運 用 規 定 等

・カ ー ド規 定

・普 通 預 金 規 定

及 び そ の 約 款

ACS(地 銀CD全 日ネットサービス)

SOCS(信 託銀行オンラインキャッシュサービス)

SCS(第2地 銀協CD全 国ネットサービス)

SNCS(し んきんネットキャッシュサービス)

SANCS(信 組オールネットキャッシュサービス)

ROCS(労 働金庫オンラインキャッシュサービス)

NCS(日 本キャッシュサーζス)

金融機 関 と

企業間 の

EDl

'

フ ァ ー ム バ ンキ ン グ

ホ ー ムバ ン キ ン グ

資金移 動受付サービス

通 知連 絡/照 会サービス

情 報提 供サービス

個 別 金 融機 関FB/HBシ ステム ・期CMS翻 齪 等

・ファームバンキング

・ホームバンキング

利 用 規 定

銀 行ANSERシ ス テ ム

C

M

S

セ

ン

タ

1

共 同CMS(都 銀)

CNS(地 方 銀 行 データ伝 送 システム)

SDS(第2地 銀Bデータ伝送システム)

し ん き ん 情 報 システムセンター

銀 行POS

(カードショッピング)

個別金融 機 関銀行POSシ ステ ム
銀行POS

利用規定

地 域金融VAN

/CD提 携サー ビス
資金 決済サ ー ビス

共同銀 行POSサ ービス

＼情報提供サー ビス

地 域 資 金 決 済 セ ン タ ー

(共 同 オ ン ラ イ ンセ ン タ ー)

金融VAN会 社 の

運用 規定
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金融機関におけるEDIは 記入機関相互間のネ ットワークを利用 して行われるもの と、金

融機関 と企業の間をネ ッ トワークを利用 して行われ る2形 態に分類 できる。

この中で銀行POSは 、決済 データのみならず コマーシ ャルデータ(売 上情報)と 連動 し

た電子データ交換取引であ り、FinanciaFEDIで ある。これは金融機関における広義 の意味

でのイ ンタラクテ ィブEDIと いえるものがある。イ ンタラクテ ィブEDIで 課題 となるのは

EFT取 引が2当 事者間の取 引であったものが拡大 し、3当 事者 間以上 の連続 した取 引 と

な った場合、それ ぞれの取引における当事者間での契約関連の締結条件(EDI取 引基本 契

約)が ある。国内の金融機関におけるEFT取 引は当事者 間で事前に契約を締結 し、これに

基づいた取引の手続 きに従 って実行することが前提 となっている。 これ まで国内の金融機

関相互間の代表的 なEDIで ある全銀 システムは為替業務 としては明治以来一貫 して銀行 の

国有業務 として位置付けられ、特に信用関係が重要 なこともあ り、「国内為替取扱規則」に

従 った運用が実施 されてきた。最近金融機関は企業 との間で直接ネ ットワークを接続 して

行 うフ ァームバ ンキング、銀行POS等 が拡大 している。この時、EFT取 引は 「金融機関 と

企業間」の2当 時者間あるいは 一「金融機関 と企業を顧客」 の3当 時者間の事前契 約に従 っ

て実施 されている。次にこれ らの金融機関におけ るEDIシ ステムと契約関連規則 との関係

を示す ことにす る。

この中で銀行POSは 「金融機関のコンピュータと通信回線で接続 した小売業(デ パ ー

顧客 小 売 業(デ パート、一般小売店等) 銀 行

V

回

⑧

取 弓1完 了

①買物・一 ホスト ホスト

② 賄代金支払指示

〉

POS端 末 ③

購買者

P

lo
"

S

シ

ス

テ

ム

④ 決 済 データ

一

勘

定

系

シ

ス

テ

ム

酪頓知座

/コマーシャ嗣

、

⑤ 買物代

付謄

'

〉

団

十

/決柏/

⑦ ⑥ 結 果 デ ー タ

到

小売業預銅 座

、'

<
処理 結果

デ ータ

(口座振替結果)
<

.

<

r

レシート印字

_(

(藩り
図3-14銀 行POSシ ス テ ムのデ ータの流 れ(シ ナ リオ)
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ト、一般小売店等の企業)に 設置 されたPOS端 末で、買物代金を顧客が銀行発行のキャッ

シ ュカー ドを用いて、購買老の預金 口座か ら小売業(販 売者)の 預金 口座 に付け替 える処

理」 と定義 されている。 この ことはシ ョッピングを行 う 「顧客 と銀行」及び 「銀行 と小売

業」 とのそれぞれの当事者 間において事前に契約が締結 され てお り、 これ に基づいた コ

マーシャルデータと決済データが連続的な問い合わせ応答処理をベースとしたシナ リオに

よ り実行 されることになる。

次に銀行POSに おけ るデータの流れを示す ことにす る。

このデータの流れのシナ リオを見ると、銀行POSは 金融機関に おけ るイ ンタラ クテ ィ

ブEDIの 代表的な事例 として考えることができ、 これをEDIコ ンセブ.トモデルに当てはめ

てると次の ような シナ リオが確定 し運用 されていることにな る。

表3-5銀 行POSに おけ るEDIコ ンセ ブ。トモ デル との関連

EDlモ デ ル 内 容

「顧 客 一銀 行 」間 の契 約 口座振替契約

取引基本規約 オ ンラ イ ン取 引契 約

「銀 行 一小 売業 」間 の契 約 収納委託契約

銀行 標準化実施要領

① 取 消取 引は安 全 性確 保 の立場 か ら認 め ない 。

② 本 人確 認 チ ェ ックは 企業 側 と銀行 側 の ホス トコ

業務運用規約 業務運用書 ン ピ ユ 一 夕 ー 双 方 で 行 う 。

③暗 証番 号 はス クラ ン ブル をか ける 。

④企 業側 の端 末(POS)に は 顧 客 の残 高表 示 は

行 わ な い 。

⑤ オ フラ イ ン銀 行POS時 は 「引落 可能 リス ク」は

企業 側 が負 う。

情報表現規約 EDlメ ッ セ ー ジ 銀行 標 準 化銀 行POSメ ッ セ ージ仕様(接 続 条件)

通 信 プ ロ トコル

情報伝達規約 CAFlS手 順 又 は特定 通 信 回線

ネ ッ ト ワ ー ク

ところで最近、金融機関において企業を対象 としてファームバ ンキ ング と銀行POSも

拡大 しているが、 リテール部門への取引拡大のためのホームユース端末を利用 した多様な

サ ー ビス提供 の充 実 を行 ってい る。 この中 で利 用 形 態 の拡充 を考 えた 時、従 来 の フ ァーム

バ ンキ ングで行 って いた サ ー ビス に加 えて 、他 の新 しいサ ー ビスの提供 を検 討 す る こ とが

必要 とな る と思 われ る。 最近 にな って、今後 の新 しい サ ー ビス の1つ と して ホ ー ム リザ

ベ ーシ ョンシステ ム との連携 が考 え られて い るが、 この時 「顧 客 と銀 行 と企業(リ ザ ベ ー

シ ョン取 扱企業)」 との3当 事 者 間 におい てEDIに 関す るシナ リオが 確 立 して い る こ とが
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必 要 とな る。つ ま り、 ホ ー ム リザ ベ ー シ ョンデ ータ と決済 デ ー タが連 続 して実 行 され るな

らばイ ンタ ラ クテ ィブEDIの 新 しい実施 事例 とな ると考 え られ る。次 に想定 され る シス テ

ム関 連 を示 す こ とにす る。

顧 客 リザベーション取 扱 企 業

示一ムユース

端 末

口

企 業

/

7⑧ 一酬 ＼

＼ 企業

通 信 れ トワーク

←llザ ペーション標 準 化EDI'

通 信 ネットワーク

金融機関

7一⑧7

国

画

決

済

デ

タ

く ファームパンキ← ホームバンキング標準化EDI>

共 同CMS

セ ン タ ー

・・一ム・・キ酬ED・ 一 →

図3-15想 定 され るホ ー ム リザ ベ ー シ ョン とホ ー ムバ ンキ ングの シ ステ ム関連

今後の金融機関におけるイ ンタラクテ ィブEDIを 展望 した時、決済データに関するビジ

ネスプ ロ トコルの標準化 とセキ ュリテ ィの確保は金融機関が 自ら推進 してい くことと思わ

れ るが、 コマーシャルデータに関す るビジネス プロ トコルの標準化は関連す る企業の業界

がまず策定 してい くことが必要 であ り、 これに金融機関が参加 し、よ り良い高度の ビジネ

スプロ トコルの標準化を実現することが必要 となって くると考え る。

この他、 コス ト面、法制度上の制約な どについても当事者間で検討す ることが必要 と考

え られる。

以上、金融機関 におけるEFT取 引に関連 したEDIの 現状 にっいて述べたが、国内の金融

機関はホールセル戦略、 リテール戦略の推進のため国内の既存 のネ ッ トワークを利用 した

EDIの 推進 と拡充を実現 してきてお り、今後 さらにEDIが 普及 した時、国際的な標準化 を

検討 しているUN/EDIFACTが 規定する国際標 準仕様 との関連 が重 要な課題 とな って く

る。今後 の金融機関におけ るネ ッ トワークの拡大を想定 した時、新たに利用す るEDIに つ
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いてはネ ッ トワークフリーあるいは通信 プロ トコルフ リーな標準化仕様を策定することが

重要 と考える。つま り、金融機関のEDIに 関 してまず取引基本規約 と業務運用規約につ い

ては 日本国内での運用にそった標準化を検討 し、情報表現規約 と情報伝達規約に関 しては

UN/EDIFACT等 で検討 してい る国際標準化 の動 向を調査 し、 また、海外の決済 システム

での国際標準化動 向を参考に して 日本国内での標準化を検討す ることが必要 と考 える。

3.3期 待 され る イ ンタ ラ クテ ィブEDl

前節(3.2)で 紹介 した よ うに、わ が 国で はイ ンタ ラ クテ ィブEDIは 、まだ 少数 派 であ る。現

在稼 働 して い るイ ンタ ラ クテ ィブEDIは 、 いつれ も即 時 処 理 要 求 の 強 い ア プ リケ ー シ ョ ンを

伴 って い る もの で、具 体例 と しては 、家 電業 界 や ク レジ ッ ト業 界 そ して金 融 関係 を あげ る こと

が で きる。 いつれ も顧 客(個 人 消費者)サ ー ビス に直結 した業 務 処理 に適 用 され て い るのが特

徴 であ る。機械 工具VANの よ うな 例 は現 状 では めず ら しい ケースで あ るが 、 同 じ顧 客 サ ー ビ

ス で も、一 般 消費者 では ない カス タマ ーサ ー ビス に係わ る業務 で もイ ンタ ラ クテ ィブEDIが 必

要 な ケース と して、注 目され る。

さて全般 的 な傾 向 と しては、 イ ン タ ラクテ ィブEDIは 増加 の方 向に ある。 そ して 、 イ ンタ ラ

クテ ィブEDIに つい ては、 通信 システ ム もビジ ネス プ ロ トコル も標 準が存 在 しない た め、現 存

す るネ ッ トワー クにつ いて は、金融 関 係 で業 界標 準 が存 在す るの を除 け ば、す べ て プ ライベ ー

トな プ ロ トコル にな って いる。 この ま まに して お けば、 今後構 築 され るイ ン タラ クテ ィブEDI

は、す べ て プ ライベ ー トプ ロ トコル に な り、EDI普 及初 期 の よ うな多端 末や変 数 コス トの 増 大

が発 生す る であ ろ う。 そ うしな いた め に は、標 準化 につ い て早 め に検 討す る必要 が あ る。

しか し、 この標準 化 は技術 的 に標 準 を決 め なけれ ば よい とい う程 単 純 では な い。業 務処 理を

含 めた うえ で、 いか に リーズナ ブル な標 準 を構 築す るか が重要 で あ る。 この よ うな視 点 にたち 、

本 節 で は、以下 に標 準 を構築 す る上 で の課題 に つ いて、 分析 を試 み る。

イ ンタ ラクテ ィブEDIは 、国連 のUN/ECEで も重要課 題 と して検討 が 行わ れ て い る。 この よ

うな国際標 準 化活動 も、考慮 しなけ れ ば な らない重 要項 目であ る。 これ につ い ては第3章4節

で最近 の検 討 につ い て報 告す る。

さ らに、通 信 シス テ ムで もイ ンタ ラ クテ ィブEDIに 直結す る技 術 の標 準化 と して 、ISOに お

け るTP手 順(ト ラ ンザ クシ ョンプ ロ トコル)の 検討 が注 目され てい る。この最 新 の動 向を、第

3章5節 で報 告す る。

3.3.1イ ンタ ラクテ ィブEDIに お け る技 術面 の課 題

(1)イ ンタラ クテ ィブEDIに おけ る技 術 的特 性

イ ンタ ラクテ ィブEDIに おけ る技 術 的 な特性 は 、基本 的 には標 準 化技 術 で論 じられ る

諸 特性 と本質 的 に 同一 と考 え られ 、以下 の よ うな ものが あ る。
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① シナ リオ の標 準 化、 品揃 え

イ ンタ ラ クテ ィブEDIを 広 義 に捉 え るな ら、企 業 間 のあ らゆ る商取 引 はイ ンタラ ク

テ ィブ と考 え る ことが で きる。 この よ うな商 取 引 の手 順 ・慣 行 、使 われ る用 語や そ の

意味 等 は変化 極 ま りない。 この よ うな商 取 引をEDIと して広 くシ ステ ム化 す るた め に

は 、そ の取 引手 順 、慣 行、 用語 、意 味等 を シナ リオ と して規定 し標 準化 す る こ とが非

常 に重要 であ る。 そ して、 この シナ リオの 品揃 えが イ ン タラ クテ ィブEDIの 普 及 に大

きな影響 を 及 ぼす こ とか ら、早 期 品揃 え も重 要 な課題 とな る。

②2者 間 を超 え る取 引(マ ル チ プ レーヤ ー取 引)

イ ンタラ クテ ィブEDIの シ ナ リオ を考 えた 時、取 引 は単 な る2老 間 に と どまらず3

老 以上 の取 引 も一 般 的 にな る。例 え ば、 ク レジ ッ トカー ド決裁 の流通(小 売)、 銀行 、

カ ー ド発 行 会社 間 の取 引 や、旅 行業 者 に おけ る各種 交通 機 関、旅 館業者 、 サ ー ビス業

者 を巻 き込 ん だ予 約業 務 等 にそ の典型 例 を見 る。 この よ うな取引 の シナ リオ の場 合 、

お互 いの取 引決 裁 の同期 や取 引成立 を どの時点 とす るか 等 、2著 聞取 引を 基本 とす る

バ ッチEDIに 比 べ て、難 しい 問題 が あ る。

③ 宛先(ア ドレス)管 理

イ ンタ ラクテ ィブEDIが 普及 す る こ とに よ り、EDIの 適用 範 囲 も格 段 に拡 が り、 結

果 としてEDI参 加 者 も大幅 に増 加す る。EDIサ ー ビスの要 求者(リ クエス タ)に と っ

て、対 象 とす る取 引 先(宛 先)の 数 は大幅 に増 加 してい くと考 え られ る。 ス ム ースな

EDI利 用 のた め に は、宛 先 の登録 お よびその管 理機 能 が重要 に な って くる。

④ デ ィク シ ョナ リ/デ ィク トリ

広範 か つ標 準 的 にEDIを 利用 す るた めに は、 デ ー タエ レメ ン ト、標準 メ ッセ ー ジ、

シ ナ リオ、宛 先 等 の各種 オ ブジ ェ ッ トを標 準化 す る とと もに公 的機 関等 に登 録 して誰

か らも容 易 に利 用 で き る よ うに してい く必要 が あ る。OSIの デ ィ レク トリ管 理機 能X.

500シ リーズの利 用 や登 録 ・維持 ・管 理機 関 の設置 ・認定 制度等 の検討 が必要 で あ る。

⑤ 取 引履 歴情 報

取 引 の履歴 情 報(ロ グ)が 取 得 で き、監査 、紛 争 時 の証拠 等 に利用 で きる ことが 必

要 で あ る。

⑥ セ キ ュ リテ ィ

イ ンタ ラクテ ィブEDIの 場 合 、 バ ッチEDIのprocess-to-processの 通 信 に対 して

person-to-processの 通 信 を基調 としてお り、メ ッセ ー ジの発生 形態 が場所 、時 間 とも

に不確 定性 が 高 く、 よ り強 力な セ キ ュ リテ ィ機 能 が必要 とな る。発 信者 、受信 者 、通

信 路上 の各 々で認 証(authentication)、 機 密、 デ ー タ保 全 が で きる必 要が ある。

⑦ オー プ ン性

EDIの 本質 か ら。考慮 す べ き最大 の特 性 はオ ー プ ン性 で あ る。 イ ン タ ラ ク テ ィブ
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EDIの 場合、2者 間以上 あるいはN:Mの 通信等柔軟な相互イ ンタラクテ ィブを標準

的に想定 している ことか らバ ッチEDI以 上 にオープン性が要求 され る。

⑧ コ ス ト

バ ッチEDIに 比較 して、相対的に小額 な商取引単位で多頻度取引 され ることにな る

ことか らコス トの問題は よ り切実 である。 これを軽減す るための技術的な検討が重要

である。バ ッチEDIメ ッセージは、転送 コス ト的には長す ぎると思われ、 より少ない

データ、重複のないデ ータ、柔軟 なデータ構造などが検討 の焦点 となる。

(2)イ ンタラクティブEDIに おける技術的な観点か らの論点

(1)に示 した特性 の うち、 と くに議論 ・検討 が必要なものについて論点を整理 してみ る。

① 通信プロ トコル

a.OSI通 信プ ロ トコル とnon-OSIオ ープン性 とい う観点か らはOSIが 最適 である。

他に業界標準 としてTCP/IPも あるが、元々LAN志 向のプロ トコル であ る こと、

トランザ クシ ョン処理機能の配慮 がない等でEDIと は整合性が必ず しも良 くないの

で不適当であろ う。

OSIに 関 しては、OSIは 重 くオーバーヘ ッ ドが大 きい、 コス ト的に不安 、実現 が

遅 く間に合わない、 とい うような指摘 もある。 このあた りの問題の克服が適用上 の

ポイン トである。

また、実際問題 として一気にOSIに 進む ことは現実的には考えられず、過渡的 な

段階 として既存のプ ロ トコル も使用できるよ うな配慮が必要である。損保VANな

どはこの考え型に基づ いた例である。既存のプ ロ トコル も標準的にサポー ト基盤 と

して認知す るのか、 あるいは、VAN等 のサービス業者に カバ ー して も ら うのか の

判断が必要になって くる。

b.ト ランザ クシ ョン処理機能(TP)と 仮想端末機能(VT)

OSIを 使用す る場合、候補 としては トランザクシ ョン処理機能(TP)と 仮想端末

機能(VT)が 考 えられる。イ ンタラクテ ィブEDIの 基本が メッセージによる会話 で

あること及び複数 のマ スタ(DB)の 同期更新が必要 なことか ら、基本的にはコ ミッ

ト機能を持つ トランザ クション処理機能(TP)が 最適 と考え られ る。 しか しなが

ら、も う少 し軽 く疎な通信で良い場合には、仮想端末機能を利用す ることも可能 で

ある。インタラクテ ィブEDIの 特性 である取 引の片方が人であることを考えると、

現在のデ ィスプ レイ端 末機能 を想定 した仮想端末機能 も捨てがたい魅力を持 ってい

る。運用する業務(シ ナ リオ)毎 に最適なプ ロ トコルを検討 してい くことになるの

であろ う。

c.コ ミッ ト機能 の要否

一般的には、 トランザ クション処理機能(コ ミッ ト機能)を 利用することに よ り、
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よ り確 実 な取 引 が可能 とな る。 しか しなが ら、 コ ミッ ト機 能 を利 用 す るに はそ れ な

りの ハ ー ド ・ソフ ト ・運 用上 の コス トを覚悟 す る必要 が あ る。 実際 の世 の 中 には 、

それ ほ どの確 実性 は要 求 しないが よ り安価 に処 理 した い とい うニーズ も少 な くな い。

こ うい うニ ーズに応 え るた めには、運 用 コス トとのバ ラ ンスで、 コ ミ ッ ト処 理 の有

無 を選 択 で きる よ うに な ってい る ことが望 ま しいの で あろ う。

② メ ッセ ー ジ

a既 存 バ ッチEDIと メ ッセ ージ とイ ン タ ラクテ ィブEDI用 メ ッセ ー ジ

タ ー ンア ラ ウン ド(レ ス ポ ンス)時 間、処理 コス トが イ ンタ ラ クテ ィブEDIで は

利 用者 の大 きな関心事 項 とな る。 この たあ に、転送 デ ータ量 を極小 化 し、 トラ ンス

レー シ ョン処 理 を単純 化 す る ことが重 要 で あ るる メ ッセ ー ジ構 造 の単純 化 、簡 易化 、

重 複 デ ー タの排 除、 そ のた めの メ ッセ ー ジ内/間 で の参 照機 能 な どが 必 要 で あ る。

この観点 で 、既存 の バ ッチEDIメ ッセ ー ジには、冗 長 な部 分が認 め られ る。例 え ば、

全体 の メ ッセ ー ジの流 れ を とってみて も、 図3-16に 示す よ うに1回 の会話 の間 に

は計4個 の冗 長 と思 われ る メ ッセー ジ(ヘ ッダ、 トレー ラ)が 必要 で あ る。

三竃:∵
図3-16会 話 に おけ る メ ッセ ー ジの 流れ

イ ンタ ラ クテ ィブEDIの 観 点か らだ け を見 れ ば以上 の議 論 にな るが 、一 方 で、 標

準化 の観 点 お よびEDIシ ステ ムの提 供者 の観 点 か らは 、 可 能 な 限 り既 存 の バ ッチ

EDIの メ ッセ ー ジを そ の ままあ るいは互 換性 を持 たせ た形 で メ ッセ ー ジを 共 通 化 し

て い くべ き と考 え られ る。 この相矛 盾 した要 件を ど う解 決 す るか、 今後 研 究 が必要

で あ る。

また、 現在 考 え られ てい る標 準 メ ッセ ージの トラ ンス レー シ ョンソ フ トウ ェアは

バ ッチ型 で考 え られ て お り、 リアル タイ ム処 理 には適 さな い。 今後 は、 リアル タイ

ム処 理 に適 した処理構 造 の トラ ンス レーシ ョンソフ トウェアの開発 が必要 で あ る。

b.可 変長 メ ッセ ージ と固定長 メ ッセ ー ジ

標 準化 の 容 易 さ(妥 協 が し易 い)、 メ ッセ ージの短縮 化 の面 で は 可 変 長 メ ッセ ー

ジが 好 ま しい。

③ シナ リオ

現実 の世 界 の 商取 引は 、働 き掛 けに対 して応答 が あ る とい う意味 で すべ か ら くイ ン

タ ラ クテ ィブ と考 え る こ とが で きる。 この商取 引 の手順 、意 味 等 か らシ ナ リオを作 る
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わ けで あるが 、で は、 イ ン タ ラ クテ ィブEDIで は どこ まで をそ の シナ リオ と して規 定

すべ きか とい う問題 が あ る。 図3-17で は、照 会だ け、 照会 か ら発注 まで、照 会 か ら

納 品 まで とい う3つ の バ リエ ーシ ョンが存在 し うる。 どこまで が カバ ーす るか とい う

基準 な り見識 を コンセ ンサ ス と して用意 す る必要 が あ ろ う。

また、 シナ リオの開発 に は 、異常 時 の紛争 解 決 ・裁 定 をス ムースに し、法 的 な裏 付

け を確立す るため に、 シナ リオ の完 結 の認識 の仕方 お よび異常 時 の扱 い につ いて厳 密

に規 定す る必要 が あ る。

[ー
会

答

注

照

回

発

]照 会

請書/受 注書

時間差

納品通知

受領通知

図3-17

]発 注

]納 品

シナ リオの カバ ー範 囲

参照機能

④ デ ィレク トリ

オ ブジ ェク トとして何 が 必要 か 、各種 オブ ジ ェク トの登録 制度 ・機 関 、公 開 ・アク

セスの仕方 、維 持 ・管理 等 に つ いて制度 、仕 組 み を含 めて検 討 が必要 で あ る。

⑤ イ ンタ ラ クテ ィブEDIと バ ッチEDIの 共存

共存 す る ことが 望 ま しい。

(3)イ ンタ ラクテaブEDIに お け るVANの 役 割

EDI活 用 に おけ るVANの 効 用 には、 以下 の よ うな ものが あ る。

a.通 信 の互 換性(速 度変 換 、 プ ロ トコル変 換 、 フ ォー マ ッ ト変 換 、 コ ー ド変 換 な

ど)

b.ア クセ ス ポイ ン ト機 能

単一 プ ロ トコル 、単一 宛 先、 回線 料金 、 集線機 能(VANの1回 線 の み)

c.相 互 の運 用時 間帯 の独 立 化

d.同 報 機能(1回 の ア クシ ョンで多 数 の相 手先 に送 信)

e.相 手 選択(論 理名 か ら実 際 の ア ドレス等 を割 り出 して接続 す る機能)

f.自 社 ・他 社 との緩 衝(機 密保 持 な ど)

g.VAN間 接続(相 手へ の経 路 無意識 化)

h.監 査 情報 ・稼 働 ログ

i.教 育訓練
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イ ンタ ラクテ ィブEDIに おい て も、上記効 用 の内、c、d、fを 除 いて はそ の ま ま適用 し

うる もの で あ る。 特 に、a通 信 の互 換性 、bア クセス ポイ ン機 能 、e相 手選択 につ いては

バ ッチEDIに 比 べ て もその威 力 は よ り増 して くるもの と思わ れ る。

通 信 の互 換性:完 全 にOSIへ 移 行す る まで は、重 要 な役 割 を演 じよ う

ア クセ ス ポイ ン ト機 能:コ ス ト抑 止 、運用 の煩雑 さか らの回避 手 段 と して重要

相手 選択:イ ンタ ラクテ ィブEDIに な る と益 々取 引相 手先 が増 加す る

ことか ら、 本機 能の有効 度 は益 々増 加 す る

つ ま り、 イ ンタ ラクテ ィブEDIに な って も、VANの 有効 性 は充 分 に あ る もの と推 測

で き る。

3.3.2イ ンタラクテ ィブEDIの 業務面での課題

(1)応 答時間 と業務

イ ンタラクテ ィブEDIで は、通常即時性が要求される。応答時間は、10秒 程度から10

分程度 まで、かな り幅があると考え られるが、バ ッチ処理(フ ァイル転送)に 比べれば、

圧倒 的に高速である。例えば、在庫照会などを例にす ると、問い合わせか ら回答まで数

分 しかない ことになる。そ こで、問い合わせを人間が確認 し回答をイ ンプ ットして返す

とい うや り方は、通常可能になる。

そ こで、イ ンタラクティブEDIで は、少な くとも業務処理 を依 頼 され る側につ いて

は、 コンピュータによる自動処理が必要になる。 これは、簡単なようで、かな りの問題

を含んだ事項 である。現行の コンピュータ処理あるいは現在一般的な コンピュータ処理

では自動化で きない業務がかな りあるか らである。

代表例 として、納期照会を とりあげる。先ず、 この納期照会のニーズが強いのは製造

業である。 スーバやチ ェーンス トアな どの流通業では、納期照会の結果かな り先の納期

を回答 して くれて も、基本的に役に立たないので不要 と言われ る。製造業では、特に受

注生産 の性格が強い時に、 この納期照会が大 きな意味を持 っている。製造業では短納期

も重要 であるが、何時納入されるかがもっと重要だからである。 しか し、 この納期照会

に答えるたあには、生産計画、製造 ラインの空具合、材料 の納期そ して人の手配な ど多

くの ファクターを考慮 して初めて決定できる。 この ロジ ックを コンピュータに組み込む

ことは、相当難 しい。

次に、消費材 のメーカに対す る在庫照会を考えてみ る。在庫照会は、在庫の有無を回

答すれば よいので、納期照会 よ り簡単であるとい うわ けに はいかな い。例 え ば、家電

メーカでは、わざ と在庫がない回答をすることがある。いつ も在庫 があ っては、売れ残

りが多い と判断 され、買いたたかれる可能性があるからである。その逆に、在庫がない

のにあるとい う返 事をす ることもある。在庫がないとい うことで、別 のメーカの製品に
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切 り換 え られ て も困 るか らで ある。 す なわ ち、 ビジネス戦略 を 加味 して回答 す る。 コン

ピュー タの ロジ ックに ビジネス戦 略 を加 味 す るのは 、 これ また難 しい。

そ こで、 単純 な ロジ ックで回 答 で きる処 理 と人 間 が介在 しなけれ ば な らない処 理 を分

離 す るな どの工 夫 が必要 に な る。そ の線 引 を決 め る ロジ ックも課 題 で あ る。

(2)大 企 業 と中小 企業

第3章3節1項 で、 イ ンタ ラ クテ ィブEDIは 、片 方が 人間 で も う片方 が コ ンピ ュー タ

だ とい う分析 が行 われ て いる。 コ ン ピュー タ側 にな る企業 が いつ も大企 業 であ れ ば、か

な り複 雑 な ロジ ックを持 った 自動応 答系 を構築 で きるで あろ う。 しか し、 オ ープ ンなイ

ンタ ラクテ ィブEDIの 環境 で は、 コ ンピ ュー タ側 に な る企 業 が いつ も大企業 とは限 らな

い。 いや必 ず 中小企 業 が ある とい うべ きで あろ う。そ うい う企業 で、 自動応 答 系 を構 築

で きる方法 を検 討 して お く必 要 が あ る。 現 状 で は、 パ ソ コ ンにEIAJト ラ ンス レー タ

(EIAJシ ンタ ックスル ール に用 い る標 準 ツール)を 組 み込 むだ け で 、 結 構 苦 労 して い

る。 イ ンタラ クテ ィブEDIが 発 展 す る と、 中小企 業 は、 例 えば、 耐久 消費 財 の メ ーカに

はな れ ない とい うこ とに もな りか ね ない。

(3)オ ペ レーシ ョン ミスの 問題

イ ンタ ラクテ ィブEDIで は、 少な くとも数 分 以 内に取 引先 に依 頼 した処 理 が行 われ て

しま う。 例 えば 、誤 った発 注 もす ぐ取 引先 が処理 して しま う。 訂正 の暇 は通 常 な い。そ

こで 、訂 正に 関す る新 しいル ール が必 要 に な る。 例 え ば、発注 後1時 間 以 内で あれ ば訂

正 で きる とか で あ る。 しか し、 この よ うな ル ールを作 る と、実 質 的 に1時 間後 に 受発注

が成 立す る ことにな り、 イ ン タラ クテ ィブEDIの 即 時 性 が 失 わ れ て しま う。1時 間 の

デ ィ レイを許 容す るな らば、 イ ンタ ラクテ ィブEDIを 採 用 しな くて も、 バ ッチ型EDIで

実現 可能 で あ る。 法 的問題 も含 めた検 討 が必 要 とな る。

(4)業 務側 とシス テ ム側

業 務 サイ ドで は、 さ きほ どの1時 間デ ィ レイの処 理 は 、技 術 的 に イ ン タ ラ クテaブ

EDIで 実 現 され てい もバ ッチEDIで 実 現 され て いて も、特 に違 い は分か らな い。 す な わ

ち、 業務 レベ ル とシステ ム レベル は本 来 独立 して お り、 業務 レベル の特性 を そ の まま シ

ス テ ム レベル に反 映 させ る ところに 、一 つ の大 きな問題 が あ る よ うに感 じられ る。

例 え ば、現 在 バ ッチ処理EDIで 応 答 時間 か ら見 れ ば十分 な業 務 で も、論理 エ ラーを 防

ぐた め に、 イ ン タラ クテ ィブEDIの 技術 が 使 われ て い る方 が いい場 合 が あ る 。TP手1頂

に おけ る コ ミッ トの概 念 で、複 数 の業 務処 理が 連 動 して い る場 合 で あ る。 在 庫 照 会 を

行 って必 要数 あ れ ば注 文 とい うよ うな ケ ース では 、い かに 高速 なバ ッチEDIで も、在 庫

照会 を してか ら次 の処 理 で あ る注 文 を し よ うと した時 に は、す で に在庫 が な くな って い

た とい うこ とも発生す る。 この場 合 、応 答 時 間が 問題 な のでは な く、2つ の業務 処 理 の

連動 性 が問題 な の であ って 、 イ ンタ ラ クテ ィブEDIに しただ け では解 決 しな い。
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(5)構 築 費用

イ ンタ ラクテ ィブEDIは 割高 に なる とい うのが現在 の常識 であ る。 どれ程 割高 に な る

かが 問題 であ る が、応 答 時 間、信 頼性(ダ ウン しな い こと)の 程 度 との兼 ね合 いにな る

他、処 理機 能 も大 き く影 響す る。 少な くと も現段 階 で は、 か な り痛み の ともな う出費 と

な り、中 小企業 に対 す る影響 が大 き くな る とい う心配 が あ る。 しか し、 シ ステ ム構 築 費

(特 に ハー ドウ ェア費)は 年 々下 が る傾 向が ある。 ソフ トウ ェア構築 費 を解決 で きれ ば 、

構 築 費用 の問題 は ク リア ーで きるだ ろ う。

(6)バ ッチ処 理EDIと イ ンタ ラ クテ ィブEDIの 共 存

EDIを 使 うの は、 人 間で あ る。 バ ッチ処理 を した い時 もあれ ば、 イ ンタ ラ クテ ィブ に

処理 を した い時 もあ る。 そ こで、 バ ッチ処理 のEDIと イ ンタ ラクテ ィブEDIは 共 存 す る

必要 が あ る。 そ して、す べ ての処 理が 両処理 系 でで きるのが 理 想的 であ ろ う。

人 間に とって重 要 な点 は 、EDIに よる業務 依頼 の結 果 で あ って、EDIの 仕 掛 け で は な

い。 した が って 、 イ ンタ ラ クテ ィブEDIへ の要 求 仕 様 は む しろ 明 確 で あ る 。 現 在 あ る

バ ッチ処理 のEDIに よる処 理が すべ てイ ンタラ クテ ィブEDIで 実現 で きなけ れ ばな らな

い。 さ らに、 コ ミッ トの よ うな、複 数 の業務処 理 の連 動保 証 の機 能 も必要 で あ る。応 答

時間 は限 りな くゼ ロに近 い方 が よい。 しか し、 この よ うな イ ンタ ラクテ ィブEDIの 実 現

のた めに は、通 信 システ ム1つ とって見 て も解 決 すべ き問題 が多 い。 イ ンタ ラ クテaブ

EDIに つ なが るア プ リケ ーシ ョンシステ ム も大 きな 問題 で あ る。応 答時 間 を ゼ ロに近 づ

け よ うとす れ ばす るほ ど高価 に な って しま う。

理 想的 なEDIは 将 来実 現 され るであろ うが、 それ まで の 間 もっ と簡 単 で安価 なイ ン タ

ラクテaブEDIを 構 築 し、順 次 グ レー ドア ップ しな が ら理 想 に 近 づ け て い く方 法 もあ

る。 この発 展 段 階 のイ ンタ ラクテ ィブEDIを いか な る仕 様 あ る いは標 準 仕様 にす るか 、

これ が最初 の解決 課題 で あろ う。

3.4イ ンタラク テ ィブEDIへ の アプ ローチ

ーUN/ECEの 提案 一

国連 に おけ るイ ンタ ラ クテ ィブEDIの 必要 性 の認識 と検 討 の ス ター トは1990年3月 に遡 る。

そ れ 以後、UN/ECE/WP.4/GE.1の 下 にイ ンタ ラ クテ ィブEDIを 検 討 す る ワーキ ンググル ー プ

(以 後 、UN/1-EDI-WGと 略 す)を 作 って、精 力的 に検 討 を進 めて い る。

す で にUN/ECE/WP.4/GE.1へ の報 告(中 間報 告)案 が 固 ま りつつ あ り、1992年9月 に は

UN/1-EDI-WGと して の検 討 と答 申(Recommemdation)を 完 成 させ る予定 で あ る。(検 討

の完 了 と答 申の完成 は 当初 予定 よ り6ケ 月延 び たた め、今 回 の報 告 は中 間報告 とい う形態 で あ

る)
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3.4.1国 連 にお ける イ ンタ ラク テ ィブEDI検 討経 過

1990.3

1990.4

1990.9

1990.11

1990.12

1991.4

1991.5

1991.7

1991.9

1991.11

1991.12

1992.2

1992.3

1992.5

1992.6

1992.9

会 話 モ ー ドのEDIが 、UN/ECE/WP.4/GE.1に て話 題 とな った。

JRT(JointRapPorteursTeam)ミ ーテ ィングに て、UN/EDIFACT組 織 内

に検討 体制 を作 る こ ととした。

JRTミ ーテ ィン グに おいて、UN/1-EDI-WG初 回 ミーテ ィング(1日 間)

が持 たれ 、作 業範 囲 とス ケジ ュール を検討 。

UN/1-EDI-WG第2回 ミー テ ィ ング(1日 間)

以上 の経 過 をGE.1へ 報告

UN/1-EDI-WG第3回 ミーテ ィング(JRTミ ーテ ィング)

UN/1-EDI-WG第4回 ミーテ ィング

UN/1-EDI-WG第5回 ミーテ ィング

UN/1-EDI-WG第6回 ミーテaン グ(JRTミ ーテ ィング)

……検 討 完了 予定 →延 び た

UN/1-EDI-WG第7回 ミーテ4ン グ

答 申完成 予定(→ 中間報告Ver.1.0と して発 行)

UN/1-EDI-WG第8回 ミー テ ィング

GE.1へ 中間 報告 予 定(当 初 は最終 報告 予定)

UN/1-EDI-WG第9回 ミーテaン グ(予 定 、JRTミ ーテ ィング)

UN/1-EDI-WG第10回 ミーテ ィング(予 定)

答 申最終 バ ー ジ ョン完 成(予 定)

3.4.2UN/1-EDI-WGの イン タラ クテ ィブEDIへ の アプ ロー チ

UN/1-EDI-WGは 、1990年9月 の 第1回 ミーテaン グに お いて決 め た検討範 囲に沿 って

検 討 を進 めてお り、 中間報 告 書(Ver.1.0)に は 、以下 の よ うに記 載 して い る。

(1)イ ンタ ラクテaブEDIに 対 す るユ ーザ リク ワイ ア ン ト(ユ ーザ 要件)と 、外 部環 境 を

規定 す る こ と。

(2)上 記 ユ ーザ要 件 を 、 いか に して現EDIFACTシ ンタ ックス(文 法)と 辻褄 を合 わ せ る

かを勧 告す る こ と。(こ れ はOSIが1-EDIの ユ ーザ 要件 に適合す る プ ロ トコルを提 供 で き

るよ うに なる まで必 要 であ る と考 えて い る)

(3)OSIの プ ロ トコル 開発 関 係者 に 、 イ ンタ ラクテ ィブEDI(イ ンタ ラ クテ ィブ

EDIFACT)か らの要 件 を明 示す る こと。

お よびOSIベ ー スの プ ロ トコル上 に マ ッピング され るべ きEDIFACTの 推 奨 案 を 定 義

してみ る こ と。

(OSIの プ ロ トコルそ の もの を決 め る ことは、 しな い)
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UN/1-EDI-WGが 行 う検 討 は イ ンタ ラクテ ィブEDIの 仕様 を定 め る第1の ス テ ップ で あ

るが、 そ の後 の 実用 化 に必 要 な検 討 を どう進 め るか は 明確 に されて い ない。 多分 近 い うち

にUN/ECE/WP.4/GE.1の 場 かUN/1-EDI-WG関 係 者 な どで検討 され るもの と予想 さ

れ る。 本答 申か らイ ンタラ クテ ィブEDIの 実 用 シス テ ムの実現 までの 間 には、現 在バ ッチ

EDIに 関 して他 の 多 くの ワーキ ング グル ーフ.で行 って い る よ うな イ ンタ ラ クテ ィ ブEDIで

使用 す る標 準 メ ッセ ー ジ(イ ンタ ラクテ ィブEDI用)の 開発 な どの多 くの準備 が必 要 で あ

るが、 関係 者 はエ ア ライ ンの リザベ ーシ ョンな どにつ い てす でに具 体 的 なEDIFACTメ ッ

セ ージの イ メー ジを持 って いる様子 で あ り、 答 申後 短 期 間に具 体化 検討 が進 む こ とも考 え

られ る。

さ らに現 在進 ん で い るUN/1-EDI-WGの 検 討 にお いて も、EDIFACT規 格(UNお よ び

ISO9735)に 対 す る変 更提 案(サ ー ビスセ グメ ン トで あ るUNB、UNHな どの変 更)が 具体

的 に示 され てお り、 これ に よってイ ン タラ クテ ィブEDIの 今 後 の骨子 が 固 ま り、 国際 規 格

化 の動 きに な るもの と予 想 され る。 現 中間報 告案 を見 る限 り我 々に とって の重 大 な不 都合

点 は見 当 た らず 、 む しろイ ンタラ クテ ィブEDIの 実現 を促 進 す る効果 が 大 きい と考 え られ

るが 、我 が 国に お いて も、バ ッチEDIお よび イ ンタ ラクテ ィブEDIに つ き早 期 に論 議 を 重

ね 、 その活 用 に あた って我 が 国 の立 場 で必要 とす る変 更(例 え ば 、 日本 語 の取 り扱 い と

か)の 要否 を把 握 す る必要 があ る。 我 が国 が これ らに つ いて提 案 し、反 映(盛 り込 む)す

るた めに 許 され る時 間 は、わず か しか残 され ていな い。す で にEDIFACTに お け るキ ャ ラ

クタセ ッ ト(フ ラ ンス語 ・ドイ ツ語)の 拡張 が提 案 され 、ISOで 検 討 され て い る。

3.4.3UN/1-EDI-WGの 中間報告 内容の ポ イ ン ト

国連 で考 えて い るイ ンタ ラクテ ィブEDIを 理 解す るた るめ、 中 間報 告 の ポイ ン トを紹 介

す る。UN/1-EDI-WGの 最 終報 告(UN/ECE/WP.4/GE.1へ の答 申)は 勧 告(Recomme-

ndation)の 形態 とな る。

(1)イ ンタ ラクテ ィブEDIへ の要件 と外 部環 境

中 間報 告に お い て下 記 の事項 を あげ てい る。

①ISO9735(EDIFACTシ ンタ ックス)に 基 づ いた 、リアル タイ ム ・イ ンタ ラクテ ィブ

・会 話 形 での デ ー タ交 換 の実現 。

② イ ンタ ラクテ ィブEDIを 行 うイ ニシ エー タ(起 動者)と レス ポ ンダ(応 答 者)の 両

シス テ ムは共 通 の ビジネ ス局面 の背 景 の下 に協 同 して動作 し、そ のた め に必要 な機 能

(参 照 、 エ ラ ー コン トロール な ど)を 備 え る こ と。

両 シ ステ ムの結 合 はす べ ての条件 がす で に規定 され て い る"密"な ものか ら、 必要

な と り決 め の最低 限 を定 めた"ゆ るい"も の まであ り得 る。

③ よ り早 いEDIが 、最優 先 の要件 で あ る。 システ ム毎 に条 件 は異 な るの で一 般 論 と し
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て具 体 的に時 間 を示す こ とは困難 で あ るが、1分 ・1時 間 とい うよ り1秒 か ら1分 の

間位 と言え る。

④ あ る取 引 で交換 され る取 引 デ ー タの メ ッセ ー ジ数 は 、か な り多 い。

⑤ セ キ ュ リテ ィ機能(ア クセス コン トロール、機 密 保護 等 々)、 同時 複 数 処 理 、 カス

ケー ド(縦 接 続)処 理 、 トラ ンザ クシ ョンと ビジネス局 面 との コモ ン リフ ァ レンス等

の機 能 が必要 。

⑥ メ ッセ ージデザ イ ンに おい て は、 ター ンア ウ ン ド短 縮 のた め、短 く、効率 的 なデ ー

タ構 造 とす る必 要 が あ る。 ひ とつ の取 り引 きにつ き交 換 され る情報 の 中で、 す で に交

換ず み の項 目の く り返 し交 換 は避 け るべ きであ る。 デ ー タ交 換 コス ト面 も重 要 となる

の で、効率 の 良い メ ッセ ー ジデザ イ ンは必須 で あ る。

⑦ ・ミッチEDIと イ ンタ ラ クテ ィブEDIは 、極力 互換 性 の あ る メカ ニズ ムを使 い、 同 じ

環 境 ・同 じアプ リケ ー シ ョンプ ログ ラムイ ンター フ ェース とす べ きで あ る。

⑧ 通信 プ ロ トコル に関 係な く同一機能 とすべ きで あ る。

⑨OSI或 はCCITT規 格 で提 供 され る機 能 はそれ を利 用 すべ きで あ る。

⑩EDIサ ー ビスセ グ メ ン トを送 信す る ことで以下 に記 述 す る機能 がOSIベ ース の プ ロ

トコルで提供 された 場合 、 それ らは冗 長 となる。

a.イ ンタ ラ クテ ィブEDIに よる取 引 デ ー タ交換 の コン トロール

b.リ フ ァ レンス

C.メ ッセ ージ シー ケ ンス

d.同 時処 理

e.セ キ ュ リテ ィ

f.ア プ リケー シ ョンステ ー タス情報 を 交換す るた め の メ ッセー ジ

g.シ ステ ム リカバ リ

h.時 間管 理(有 効 時限 、最 長応 答 時間 な ど)

i.コ ン トロール メ カニズ ム(リ トライ、 キ ャ ンセ ル な ど)

(2)シ ナ リオ

UN/1-EDI-WGで は 、イ ンタ ラ クテ ィブEDIに おけ る考 え方 の整 理 と用 時 の効 率 化 の

た め、"シ ナ リオ"と い う概 念 を 導入 し、 中心 に据 え て い る。

シナ リオ とは、業 務(例 え ば、 エ ア ライ ンの リザ ベ ーシ ョン とい った規 模。 空席 確認

・予 約 ・ク レジ ッ ドオ ー ソ リゼ ー シ ョン ・支払 ・他 のエ ア ライ ンの便 の空 席確 認 ・予 約

な どを含 む)で 区切 った、 ア プ リケー シ ョンの集 合 体 も し くは 大 き な意 味 で の ア プ リ

ケー シ ョンを表 す概 念 で あ る。(別 の表 現 では ビジネ ス局面)

シナ リオ の中 には多 くの プ レイヤ(旅 行 エ ー ジ ェン トシステ ム とか、航 空会 社 の座 席

予約 システ ムな ど)が い て、各 プ レイヤ に と って あ る シナ リオ に対応 した役 目(ア プ リ

ー90一



ケ ーシ ョンプ ログ ラム)は 決 まってい る。 この シナ リオの 中 には、 い くつ もの フ.レイ ヤ

2著 聞の トラ ンザ クシ ョン(取 引 デ ータ交 換)を 含 ん でお り、 それ らは別 々の タイ ミン

グで の処理 の ほ か、 同時処 理 や縦接 続形 で の処 理 な どが行 われ る。 シナ リオの例 を 図3

-18に しめす
。

シナ リオ

プ レイヤ……*

この シナ リオにおけ る役割(ROLE)が 決ま って いる

1-EDI

トラ ンザ ク シ ョン3

(オ ー ソ リゼ ー シ ョ ン)

クレジッ ト
カー ド会社

旅行エ ージェン ト
システム

1-EDI

トラ ンザ クション4

(支払依頼 ・回答)

1-EDI

トラ ンザ クシ ョン1
(座席問合せ ・予約)

エアライ ン1

座席予約 システム

1-EDI

トランザ クション2

(座席問合せ ・予約)

エアライ ン2

座席予約 システム

図3-18

(3)バ ッチEDIと イ ンタ ラクテ ィブEDIの 取 引 デ ータ交 換上 の差 異

イ ンタ ラクテ ィブEDIに おい ては、 バ ッチEDIに お いて イ ンタ ーチ ェ ンジ(デ ー タ交

換 ・相 手識別)の 次 に アプ リケ ーシ ョン(業 務)を おい て考 えて いた もの を、 階層 上、

逆転 あ るいは 同列 にお く考 え方 に変 え てい る点が最 大 の差 異 であ る。 イ ンタ ラ クテ ィブ

EDIに お いて は デ ー タ交換 ・応 答 に、 よ り高速 性 が必要 なた め、 デ ータ交 換 に 関わ る両

バ ッチEDI… 一… イ ンターチ ェンジ ・一ーーー一・UNB・ …… 通信

(デ ータ交換 ・相手確認)

… アプ リケー ション …一ーー－UNB/UNG… ・… 処理 プログラムの

立上 と処理
… メ ッセ ージUNH

イ ンタラ クテ ィブ
・通信および処理EDI

τ;1簗[;T'"UNB'
(データ交換 ・相手確認)

… メ ッ セ ー ジ … ・…UNH'

図3-19
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プ レイ ヤの シス テ ム(ア プ リケ ー シ ョン)す で に立 ち上 ってお り、即座 に そ の間 でデ ー

タ交 換が行 え る こ とを想 定 した 変 更 と考 え られ 、 当然 、 バ ッチEDIで 使用 可能 であ っ た

アプ リケー シ ョンを指定 す るサ ー ビス セ グ メン ト(UNG)は 使 わ ない。

イ ンタ ラクテ ィブEDIをEDIFACT規 格下 で実 現 す るため の モデル は図3-20で 示 さ

れ る。

1-EDI TRANSACTION

1(イ ニ シエータ)-

INTERCHANGE

UNB 1-MSG 1-MSG ● ● UNZ

R(レ スポ ンダ)-
INTERCHANGE

UNB 1-MSG 1-MSG ■ ・ UNZ

図3-20

[

実 際上 は1-INTERCHANGEの 各 メ ッセ ー ジ とR-INTERCHANGEの 各MSGは イ ン

タ レース して送 受信 され る こ ととな る。 この様 子 を図3-21に 示す 。

(4)イ ンタ ラクテ ィブEDIの た め のEDIFACT規 格 変 更案

UN/1-EDI-WGで は極 力EDIFACT規 格 に整 合す る形 の イ ン タラ クテ ィブEDIを 検 討

してい るが、 バ ッチEDIの み を念 頭 にお いた現EDIFACT規 格 に最小 限 の変更 を 必 要 と

考 えて い る。

変 更点 は原要 件 であ る高速 化 の観 点か ら シナ リオ及 びデ ー タ交 換 のや り方 の変 更(前

記)に 必要 とな るサTビ スセ グ メン ト(UNB、UNZ、UNH)の 内容 の変 更 であ る。細部

につ い ては現在 も検 討 が続 い て お り、 中間報 告 に記載 され てい るが 、 ポイ ン トは次 の と

お りで あ る。

①TRANSACTIONID追 加(UNB、UNZ、UNH)

時間 的にUNBか ら離 れ て送受 され る メ ッセ ー ジが、 どのUNB(イ ンタ ー チ ェ ン ジ

及 び トランザ ク シ ョンを規 定)に 属す るかを 関連 づけ るため。

②SCENARIOID追 加(UNB)

③ROLETOBEPLAYED追 加(UNB)

④1/RINDICATOR追 加(UNB、UNH)

② か ら④ は この1-EDIト ラ ンザ クシ ョンが 、 シ ナ リオ 上 の どれ に あた る か を 明 示

し、事前 の と り決 め との対 応 を とるた め。

⑤COMMONREFERENCENUMBER追 加(UNB)

使 用 目的 は検討 中 のた め不 明確。
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図3-21

(5)リ エ ゾン活動

UN/1-EDI-WGは 、 メンバ ー、 チ ェアマ ンを通 して関 連す る他 の組織 へ の働 きか け ・

調 整 も積極 的 に行 ってい る。現 在 まで に名前 の挙 が った相 手 は、UN-EDIFACTの 他 の

WG、SWIFT、IATA、ISOのOSI関 係 お よびEDI関 係 のWG、ASCX12Cな ど数多 い 。

本 年2月 のUN/1-EDI-WGの 第8回 ミー テ ィ ング は 米 国 ア トラ ン タで 行 い、 こ こで

ANSIの 開発 メ ンバ ー との意 見交 換 も行 われ る見込 みで あ る。

また 、イ ンタ ラクテ ィブEDIの 理 想 的 通 信 フ.ロ トコル と してOSI-TPを 想 定 して お

り、 この チー ムへ の働 きかけ も行 って いるが、 この方 は 余 り成果 は上 ってない様 子 であ

る。

3.50SIと イ ンタ ラ クテ ィブEDI

OSI(OpenSystemInterconnection)環 境 に おけ るイ ン タラ クテ ィブEDIの 通 信 シス テ ム と

して 、現在 標 準化作 業 の最終 段 階 に あ るOSI-TPが 候 補 に挙 げ られ てい る こ とか ら、 ここで は
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IEDIと の係わ りを 中心 に、OSI-TPの 動 向 と技術 概要 を紹 介 す る。

3.5.10SLTPの 標 準化 状 況

トラ ンザ クシ ョン処 理 の標準 化へ の動 きは1985年 頃か ら急 速 に 高 ま り、ECMAを 中心

に標 準化 に 向け ての 準備 が進 め られた結 果 、1986年9月 にISO/IEC/JTCI/SC21の 新 作 業

項 目(NWI)と して承認 され た 。

従来 、ISOに おけ る標 準化作 業 は新作 業 項 目(NWI)提 案 が あ ってか ら国際標 準 が 発 行

され るまで7、8年 を要 して いた が、 トラ ンザ ク シ ョン処 理 の標 準化 へ の 期 待 は 大 き く

1990年 まで に国際 標 準にす る とい う意気 込 み で作業 が始 め られた 。

翌1987年6月 にはOSI-TPの 作 業 草 案(WD)が 作 成 され 、1988年5月 に は規 格 草 案

(DP)投 票 に こぎつ け る とい う幸 先 の よい ス ター トを切 ったが 、各 国の意 識合 せ に手 間取

り、2ndDP投 票 、 国 際 規 格(DIS)投 票 、2ndDIS投 票 と投 票 を重 ね た 。 今 の所 、

1992年5月 には 国際標 準(IS)と な る見込 み で あ る。

なお、通常OSI-TPと い って い るが 、正 確 な タイ トル は分散 トランザ クシ ョン処理(DTP

:DistributedtransactionProcessing)で あ る。

3.5.2ト ランザクションとは

一般に トランザ クシ ョンとはある1つ のまとまった仕事の単位を指す
。OSIに おいては

4つ の特性、即ち、原子性(Atomicity)、 一貫性(Consistency)、 独立性/あ るいは隔離性

(lsolation)、耐久性(Durability)を 備 えた仕事の単位 であると定義 している。これ らの特

性はその頭文字を とってACID特 性 と呼ばれている。

(a)原 子 性

その仕事の実行結果は成功か失敗のいずれか しかない。成功す ると次の状態 に進み、

失敗す ると実行前の状態に戻 る。

(b)一 貫 性

その仕事の実行前 と実行後 の結果に矛盾を生 じない。

(・)独 立 性

その仕事の実行中は他の仕事か ら何等 の影響 も受けない。

(d)耐 久 性

その仕事の結果 はいかなる障害の影響 も受けない。

空席状況を照会 して座席を予約するとい う仕事に当てはめてACID特 性を説 明す る と実

行の結果 は座席を予約 したか しなか ったか(あ るいは予約できたかできなか ったか)の い

ずれかであるとい うのが原子性であ り、座席を1つ 予約すれば空席が1つ 減 るとい うのが

一貫性であ り、空席状況を照会 した後予約を入れる間に他からその空席を取 られて しま う
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ことがないとい うのが独立性であ り、天候の都合で飛行機が飛ばなか ったか らといって予

約 した とい う事実には何の影響 も受けないとい うのが耐久性である。

3.5.30SI-TPの 位置 付 け

トラ ンザ クシ ョン処 理 を、複数 コンピ ュータ上 に配置 され た分散 アプ リケ ー シ ョンの協

同作 業 と して実行 す るかた ちが 分散 トラ ンザ クシ ョン処 理 で あ る。OSI-TPは 、 分 散 トラ

ンザ ク シ ョン処理 のた め の共 通 的な機構 を提 供 す る。

図3-22はOSIの 参 照 モデ ル(い わゆ る7層 モデル)に おけ るOSI-TPの 位置 付 け を 示

し て い る 。OSI-TPが 他 の フ ァ イ ル 転 送(FTAM:FileTransfer,Accessand

Management)やMHS(MessageHandringSystem)と 異 な る点 は、OSI-TPは 通 信 の開

始終 了や 同期 を とる な どの制 御 のた めの サ ー ビス と プ ロ トコル を規 定 し、 デ ータの交 換 に

つ いて は別 に規定 す る と して いる点 であ る。 従 って 、OSI-TPの 利 用者 はデ ー タ交 換 の た

め のサ ー ビス/プ ロ トコルを アプ リケー シ ョンサ ー ビス要 素(ASE:ApplicationService

Element)仕 様 と して定 義 しこれ を然 るべ き登 録機 関 に登録 す る必 要 が あ る。

現在 、OSI-TPの 利用 者 と してASEの 規格 化 が予定 され て い る もの と してRDA(Rem-

oteDatabaseAccess)が ある。

IEDIがOSI-TPを 利用 す るに は、IEDIデ ータ交 換 のた め のASEを 定 義 す る必 要 が あ る

が 、そ の方法 と して3案 が考 え られ る。IEDIの どの レベル までOSIに 取 り込 も うと して い

るのか、 現在 の とこ ろ不 明 であ るが、 ドラフ トを見 る限 り案3の 可能 性 が大 で ある。

案1:シ ナ リオ単 位 にASEを 定 義す る方 法 であ る。 シ ナ リオに基 づ い た メ ッセ ー ジ の交

換 はOSIの 規 約 と して定義 され る。

案2:シ ナ リオ に依存 しな い、 メ ッセ ー ジ交 換 の共通 部 分をASEと して定 義す る方 式 で

'

子
OSI-TP利 用 者i－

etc

●

利用者ASE
・

…

=

アブ'リ ケーショ'

西
6プ レゼ ンテーション

OSI-TP

匝]…

5セ ション

4ト ランスポ ート

3ネ ットワーケ

2テ ㌧ タリンク

1フ ィジ カル

RDA、IED
Iな ど

図3-220SI-TPとIEDIの 位 置 付 け
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案3

ある。具体 的 に は 要 求 と応 答 の 対 応 付 け な どを 行 う。 この 場 合 、ROS(Remoto

OperationService)を 利 用 す る ことも考 え られ る。

現在ISOで 検討 中の非構 造 デ ータ転送ASEを 使用 してIEDIメ ッセ ー ジ を交 換 す る

方式 で あ る。 メ ッセ ー ジを単 な るオ クテ ッ ト列 と して扱 うため 、IEDIの 色 は全 く現

れ ない。

3.5.40SI-TPの モデリレ

(1)ダ イ ア ログ

分散 トランザ クシ ョン処 理環 境 に おけ る分散 ア ブ。リケ ー シ ョン相 互 は 、 トラ ンザ ク

シ ョンに応 じて動 的 に ダイ ア ログ と呼 ぶ 関係を 開始 し、終 了 す る。 ダ イア ログは 図3-

23に 示 す様 に トリー構 造 を成 しこれ を ダイ ア ログ トリー と呼ぶ。 トラ ンザ クシ ョンは 、

この ダイ ア ログ トリー上 で実行 され るが 、1つ の ダイ ア ログ トリー上 で実 行 され る トラ

ンザ クシ ョンは同時 に は高 々1つ であ る。

(2)ト ラ ンザ クシ ョン トリー

個 々の ダイ ア ログが コ ミ ッ トメ ン トの機構 を提供 す るか しないか(あ るいは提供 で き

るか 否 か)は ダ イア ログ開始 時 に選 択決 定す る。 ダ イ ア ログ トリーの うち、 コ ミッ トメ

ン トの機 構を提 供す るダ イ ア ログの集合 を特 に トラ ンザ クシ ョン トリー と呼ぶ。

(3)ダ イ ア ログ とア ソシエ ー シ ョンとの 関係

OSIに おけ るア プ リケー シ ョン間 の論理 的な通 信路 は ア ソシエ ーシ ョンと呼ば れ る。

ダイ ア ログの観点 か ら見 る と ア ソシエ ーシ ョンは1つ の資 源 で あ り、 ダイ ア ログの開始

終 了 に同期 させ て ア ソシエ ー シ ョンを設定 解放す る こ ともで きる し、事 前 に幾 つ かの ア

ソシエ ーシ ョンを開設 して お き、 これ を フ㌧ ル化 して使 用す る こ ともで きる。

プール化 され た1つ の ア ソシエ ー シ ョンに対 して 双方 の 分散 アプ リケ ーシ ョンが ダイ

タ.イ アロケ・トリー

ダ

アログ

図3-23ダ イ ア ロ グ ト リー と トラ ン ザ ク シ ョン ト リ一
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ア ログの 開始要 求を行 うと衝突 が起 きるた め、衝 突が起 きた ときは ア ソシエ ー シ ョンの

どち ら側 の要求 を優先 させ るか を 予め ア ソシエ ー シ ョン設定 時 に決 め て い る。

3.5.50Sl-TPの 機能 概要

OSI-TPが 提供 す る機 能 を一 口で言 えば、 トランザ クシ ョンを実 行す るため の 器 と して

の トラ ンザ クシ ョン トリーを構 成 し、分散 アプ リケー シ ョン間 での処 理 の 同期 を と るた め

の仕掛 を 提供 す る、 とい うこ とにな る。OSI-TPは 以下 の機 能単 位 か ら構成 され て い る。

(1)と(2)、 また は(1)と(2)の 組 み合 わ せ が最小 セ ッ トとな る。

表3-6にOSI-TPの 機 能単位 と関連 サ ー ビスプ リ ミテ ィブの一一－eeを示 す。

(1)ダ イ ア ログ機 能 単位

ダイ ア ログの 開始 終了 、 中断 、 お よび誤 り通知 に関す る制 御情 報 をや りと りす る。以

下 の(2)か ら(7)の機能 単位 の要 否 は ダイ ア ログ開始 時 のパ ラメ タで指 定す る。

表3-60SI-TPの サ ー ビス プ リ ミテ ィ ブ

機能単位 サ ー ビ ス プ リ ミ テ ィ ブ 説 明

ダ イアログ TP-BEGIN-DIALOGUERI(RC) ダ イアログ 開 始

TP-END-DIALOGUERIRC ダ イアログ 終 了

TP-U-ABORTRI ダ イアログ 異 常 終 了

TP-P-ABORTInd ダ イアロゲ 異 常 終 了

TP-U-ERRORRI エラー通 知

テ㌧ タ転 送 TP-DATARI 別 途個 別 に定義

全二 重 関 連 仁 ビ スな し

半二重 TP-GRANT-CONTROLRI 制御権委譲
TP-REQUEST-CONTROLRI 制御権要求

ハント'シ ェイク TP-HANDSHAKERIRC 同期
TP-HANDSHAKE-AND-GRANT-CONTROLRIRC 同期 と制御権 委譲

コミットメント TP-PREPARERI コミット準 備(prepare)

TP-READYInd コミット準 備 完 了(ready)

TP-COMMITRI コミット

TP-DONEReq パ ウンド テ㌧ タ処 理 終 了

TP-COMMIT-COMPLETEInd コミット完 了

TP-ROLLBACKRI ロールバ ック

TP-ROLLBACK-COMPLETEInd ロールバ ック完 了

TP-HEURISTIC-REPORTInd ヒューリスティック誤 り

TP-DEFERRED-END-DIALOGUERI コミヲト成 功 後 ダ イアログ 終 了

TP-DEFERRED-GRANT-CONTROLRI コミット成 功後 制御権委 譲

連 鎖 トランザ クシヨン 関 連 か ピ ヌな し

非 連 鎖 トランザ クションTP-BEGIN-TRANSACTIONRI トランザ リション開 始

RIRC=Request,Indication,Response,Confirm

RI=Request,Indication

Ind=Indication
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(2)全 二重 機能 単位

全 二重 通信 の場 合 は この機 能単 位 を選択 す る。

(3)半 二重 機能 単位

半 二重 通信 の た めの制御 権 制御 情報 を や りと りす る。

(4)ハ ン ドシ ェイ ク機能 単位

分散 ア プ リケ ーシ ョン間 で処理 の 同期 を とるため の制御 情報 を や りと りす る。

(5)コ ミッ ト機 能単 位

コ ミッ ト、 ロール バ ックのた めの制 御情 報 をや りと りす る。

(6)連 鎖 トラ ンザ クシ ョン機 能 単位

この機 能単位 を選択 す る と、1つ の トラ ンザ ク シ ョンの 終 了 が 自動 的 に トラ ンザ ク

シ ョンの開始 とな る。

(7)非 連鎖 トラ ンザ ク シ ョン機 能単位

ダイ ア ログ上 で、 トラ ンザ ク シ ョンの 開始/終 了 を明示 す る。

3.5、62フ ェーズ コ ミッ トメン ト

分散 トランザ ク シ ョン処理 環 境 に おけ る トランザ ク シ ョンの原 子性 を確 保 す る機 構 と し

て 、OSI-TPで は2フ ェーズ コ ミッ ト制御 機構 を採用 して いる。

2フ ェーズ コ ミッ ト制 御 で は、 トラ ンザ クシ ョン処理 を2つ の フ ェーズに 分け て実 行す

る。即 ち、最初 の フ ェーズで は各 々の分散 アプ リケー シ ョンは資 源 を仮 更新 してお き、次

の 第2フ ェーズ で、 更新条 件 が整 え ば実更 新(コ ミッ ト)し 、条 件 が1つ で も欠 けれ ば仮

更新 の取 消 し(ロ ールバ ック)を 行 う。

2フ ェーズ コ ミッ ト制御 で は、 障害 回復 処理 を 簡素化 す るため に、最初 の フ ェーズ で障

害 が発生 した場 合(資 源 は仮 更新 の状 態)は 無 条 件 に ロール バ ックとす る ことを原則 と し

て い る。 第2フ ェーズで障 害 が発 生 した場 合 は、 既 に一 部 の資 源 は実更新 され て しま って

い るか も しれな い。 か とい って資 源 を保 留 した ま ま障害 回復 を待 って い る と、他 の トラン

ザ クシ ョンに影響 を 与 える。 このた め、各 々のサ イ トの判 断 で資源 に対 す る コ ミッ トまた

は ロールバ ックを行 い、障 害 回復 後 に、個 々の判 断 で コ ミッ トまた は ロールバ ックを 行 っ

た こ とを通知 す る。 不一致 を い かに解 決す るか は ア プ リケ ー シ ョンに任 され てい る。

図3-24に シー ケ ンス例 を 示 す。
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図3-24シ ー ケ ンス例(連 鎖 トラ ンザ クシ ョン)

3.5.7ト ラ ンザ クシ ョンの分類

トランザ クシ ョンは、OSI-TPが 用 意 して い る機構 を どこ まで使 うか とい う観 点 か ら大

き く3つ に分類 され る。

(1)応 用 トラ ンザ クシ ョン

コ ミッ ト機 構 を使用 しな い トランザ クシ ョン。 デ ー タベ ース の検索 の み で コ ミッ ト機

構 を必 要 と しな い場合 、 メ ッセ ー ジ レベル で コ ミッ ト制御 を独 自に解 決す る場 合 、 オ フ

ライ ンで コ ミッ トを解 決 す る場 合 等が あ る。

(2)提 供 者 支援 連鎖 トランザ ク シ ョン

OSI-TPが 提供 す る コ ミッ ト機 構 を利用 す る トラ ンザ クシ ョン。 コ ミッ トが 完 了 す る

一99一



と同 時に次 の トラ ンザ クシ ョンに 入 る。

(3)提 供 者支援 連 鎖 トラ ンザ クシ ョン

OSI-TPが 提 供 す る コ ミッ ト機構 を利用 す る トラ ンザ ク シ ョン。 コ ミッ トが 完 了 す る

と次 に陽 に トラ ンザ ク シ ョン開始宣 言 をす るまで トラ ンザ クシ ョンは開始 され な い。

IEDIがOSI-TPが 用 意す る機 構 を どこまで使 お うと して い るのか、 現 ドラフ トレベル

で判 断す るの は危 険で あ るが、 今 の所 、応 用 トラ ンザ クシ ョン と してOSI-TPを 利 用 す

る よ うに読み取 れ る。

3.5.80S1-TPの 実装規 約

OSIは 相 互接続 性 が確保 され て意 味が あ る。OSI関 連 の 国際標 準を イ ンプ リメ ン トして

も互 いに イ ンプ リメン ト範 囲が異 な る と相互 接続 で きな い。実 装規 約 は相 互接続 性 を確保

す るため の イ ンプ リメ ンテ ーシ ョンガイ ドで ある。

国内で はINTAPに お いてOSI-TPの 実装 規約 を 開発 してお り、1991年 に はDISベ ース

の参考 資料 が発 行 され た。 正式版 は、基 本標 準 が確 定 して か ら検 討 を 行 うた め 、 早 くて

1992年 末 に なる と予 想 され る。

今年 に入 って、 日欧米 間 で、実 装規 約 の 国際標 準版 で ある 国際標 準 プ ロフ ィル(ISP)の

調整 作業 が始 まった。参 考 までに 、 国際標 準 プ ロフ ィル と して規 定 され るOSFTPの プ ロ

フ ィル分 類 を図3-25に 示 す。
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図3-250SI-TPの プ ロ フ ァ イ ル 分 類
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4.国 際 レベ ル に お け る標 準化 動 向

4.1UN/EDIFACT開 発 ・普 及 へ の対応

国連欧州 経 済委 員 会(UN/ECE)で は 、UN/EDIFACTの 開 発普及 の促 進 の ため 、第1専 門

家会 議(GEI)の 非 公式 民 間下 部機 構 として ラポ ータ ー組織 を設け 、1990年3月 まで に、欧州 、

東欧 、米 国 そ して オ ース トラ リア/ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドの4地 域 の ラポ ー タ ー を 任 命 した。 ラ

ポー ターは 、各 担 当地 域 内でそ れ ぞれEDIFACTBOARDを 設 置 してUN/EDIFACTの 開発 普

及 の促 進 に努 め る よ うに な ったが、 そ の ままで は、各地 域 ご との個別 のUN/EDIFACT開 発 普

及 の促 進 に な る可能 性 が あ るため、 全体 の調整 を 行 う合同 会合(JRT=JointRaportor'sTeam

meeting)を1990年4月 に実施 した(第1回JRT)。

そ の後 、1990年9月 に第2回JRT(ジ ュネ ーブ)、1991年4月 に第3回JRT(サ ンフ ラ ンシス

コ)そ して1991年9月 に第4回JRT(パ リー)を 開催 した 。1992年5月 に は 、 第5回JRTを

オ ー ク ラン ドで 開催 す る予 定 とな って い る。

わ が 国で は、第1回JRTに θ 電 子 機 械 工 業 会(EIAJ)が 非 公 式 代 表 団 を 派 遣 し、 第2回

JRT以 後 は 、1990年9月 に シ ンガ ポ ール と共 同 で ラポ ー タ を 国連 に派 遣 す る こ と でUN/

EDIFACTフ.ロ ジ ェク トに正 式参加 した こ ともあ り、 毎 回、電 子機 器業 界を は じめ とす るわ が

国代表 団が 出席 して い る。

現在 、UN/EDIFACTプ ロジ ェク トの メ ッセ ー ジ開 発 は、5つ の地 域 で行わ れ て お り、 そ の

検 討結 果 を ま とめ るの が年2回 開催 のJRTと な って い る。 したが って、JRTに 積 極 的 に参 加 す

るた めに は、 あ らか じめ各地 域 ご とに充分 な検 討 を してお き、そ の結果 を 持 って参 加 す る こと

が望 ま しい こ とにな る。 わ が国 の活動 の拠 点 であ る アジ アEDIFACTBOARDに は 、現 在5つ

の 国や地域 が参 加 して い る。 ここで、いか に活動 の成 果 を あげ るかがJRT参 加 を通 じて の 国際

貢 献 におけ るポ イ ン トに なるが 、同 じアジ アの諸 国 ・地 域 とい って も、文 化 も伝統 もそ して ビ

ジネスの背 景 も異 な る ため 、共通 の ニ ーズや 目的 に沿 った活 動 はなか なか 難 しい。 これ までの

活 動 は、 どち らか と言 え ば、参 加国 を増加 させ る こと とEDIと は何 か とい うこ とを流 布 す る と

い う基 本的 な普 及啓 蒙 活 動 が中 心 とな っていた 。

わ が国 の電 子機器 業 界 、荷 主業 界 そ して外 航 海運 業界 で はUN/EDIFACT検 討 グル ープ が結

成 され て、 す で に制 定 され た標 準 メ ッセ ー ジの分析 と国際EDIへ の適用 につ い て検 討 を行 って

お り、 シ ンガポ ール で もEDIFACTシ ンタ ックスル ール の実業 努 へ の適 用や 新 しい メ ッセ ー ジ

の 開 発 に つ い て検 討 を 行 っ て い るが 、 い つ れ も国 内 活 動 の 色彩 が 強 く、 ア ジ アEDIFACT

BOARD内 での連 携 した活 動 とは少 々言 いに くい。 ア ジアEDIFACTBOARD内 で の 連 携 した

活 動 と して 具体 的 な成 果 を あげ るまでに は、 まだ少 々時 間 がか か る。

今後 、具 体的 な成 果 を あげ て い くため には、 アジ アEDIFACTBOARDに お け る共通 の 目標

とは何 かを よ り具体 化 して い く必要 があ るだ ろ う。 ひ とつ の拠 り所 は国際 貿易 で あ る。 わ が国
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か ら見た場合、対アジアの輸出入は急速に増加 しているので、EDIの 対象 として期待が持てる。

ただ し、相手国か ら見た対 日本輸 出入が必ず しも多い とは限 らないので注意が必要 である。

また、輸 出入の多い ことが、EDIの ニーズが大 きくUN/EDIFACT導 入のターゲ ッ トにな る

とは、必ず しも言えないことに も注意 しなければならない。EDIが 必要か どうかは、その国の

ビジネス環境に大 きく影響 される。 どこの国 もわが国 と同 じであればEDIの ニーズは大 きい と

言えるが、 自動化 よりは人手の方が安価になる国では、 ファックスの方がEDIよ り合理的で あ

ることも多い。長期的にはわが国 と同等のEDIニ ーズが発生す るとしても、短期的には、その

国の実情に合致 したわが国 とは形態の異な るEDIも 必要になる。

一方
、 もっと直接的なUN/EDIFACTプ ロジェク トそのものへの具体的協力(メ ーッセ ージ

開発への協力)方 法について検討す る必要があると思われる。UN/EDIFACTプ ロジ ェク トで

は、各地域での活動 の他に全体をまとめる活動 もある。例えば、データエ レメン トおよびデー

タコー ドの登録管理やデータセグメ ン トの登録管理 である。 さらに、EDIFACTシ ンタ ックス

ルールのメンテナンスもある。 これ らUN/EDIFACTの 基本的枠組みを決める作業で、主 に欧

州 と北米(最 近、南米 も含むことにな った)の ラポーターの組織で行 っている。そ して、この

基本的枠組みがわが国国内の文化伝統を包含 していないために、わが国国内ではCII方 式(CII

シンタ ックスルールをベース としたメ ッセージに よるEDDを 使用 しなけれ ばならな くな って

いる。

長期的に我が国の国内EDIと 国際EDIを 融合 させ るためには、国際EDIの 規格がわが 国の必

要事項を包含す るようにならなければな らない。そのためには、基本 的枠組みを構築する作業

に参加するのが もっとも効果的である。

4.2P-EDIの 動 向

国連 欧州経 済委 員会(UN/ECE)のUN/EDIFACTプ ロジ ェ ク トで は、UN/EDIFACTメ ッ

セ ージを伝送 す る新 しい通 信 シス テ ムの検 討 を 、1989年 に同 じ国連 の下 部 機 構 で あ るCCITT

に依頼 した。 これ を受 け てCCITTで は 、MHS/MOTISを ベ ー ス と したUN/EDIFACTメ ッ

セ ージ伝送 システ ムの検討 を行 った 。 この検 討 は、 当初EDI-MHSの 検 討 と呼 ば れ 、P-EDIと

も呼 ばれ る よ うに な った が、そ の結果 は、『MHS特 別 バ ー ジ ョンX-435』 として規 格化 され る

こ とに な った(以 下 、X-435と 呼 ぶ)。

X-435は 、1988年 版MHS/MOTISを ベ ース に し、同規格 では オ プシ ョンにな って い る一 部 の

項 目を必須 とし、一 部追 加 の機 能 を 加 えた もので あ る。

MHS/MOTISは 、メ ッセ ー ジ転 送 の規 格 で あ るが 、1988年 版 の オ プシ ョンで疑 似 フ ァイル転

送 の機 能 が追 加 され て い る。X-435で は これを 必須 と した他 、伝送 ス テ ータス管 理機 能 の 強 化

と追 加 が行わ れ てい る。 これ以 外 は、 ほぼ 、MHS/MOTISと 同等 の規 格 と考 えて よい。1992年

中 には 、正式勧 告 にな る と思 われ る。
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UN/EDIFACTは フ ァイル転 送 をベ ースに した規格 で あ るか ら、X-435に も疑 似 フ ァイ ル 転

送 機能 が取 り入 れ られ た 。 ただ し、 この よ うな機能 の追 加 が別 の面 で 問題 を引 き起 こす結 果 に

な って い る。MHS/MOTISネ ッ トワー クは、図4-1に 示 す よ うに、MTA(メ ッセ ー ジ トラ

ンスフ ァーエ ー ジ ェン ト)、UA(ユ ーザ ーエ ージ ェン ト)、 そ して ユ ーザ ーで構 成 され る。 通

常 、MTAは 情 報 ネ ッ トワー クサ ー ビス事業 者 、UAは メイ ンフ レー ムを用 い るユ ーザ ー、そ し

て、パ ソコ ンや端 末 は メイ ンフ レー ムのユ ーザ ーに支援 され たパ ソコ ンや端 末 の ユーザ ーを意

味 す る。疑 似 フ ァイル 転 送 はUAで 可能 な機能 で あ り、 端末 やパ ソコ ンで は使用 で きな い機 能

であ る。 した が ってパ ソコ ンや端 末 を用 い る中小 ユ ーザ ーでは、疑 似 フ ァイル転送 を使 うこ と

が で きな い。 これ で は困 るので、CCITTで は、パ ソコ ンに もUAを 実 装 す る こ とを提 案 して い

る。

図4-1MHS/MOTISに よるネ ッ トワー ク構 成

しか しなが ら、現 状 で はパ ソコ ンにUAを 実 装す る こ とは容 量 的 に難 し く、パ ソコ ンを使 う

限 りフ ァイル転送 は諦 め て、 メ ッセ ー ジ転 送 を用 いる必 要 が あ る とい う。 メ ッセー ジの集合 体

が フ ァイル な ので、 メ ッセ ージ転送 さえ可 能 であれ ばEDIを 行 うこ とはで きるが、複数 の メ ッ

セ ー ジを ま とめて扱 う(郵 便 小 包 に相 当)こ とが 出来 な いの で、不 便 であ る こ とは間違 い ない 。

そ の他 、 現存 す るMHS/MOTISネ ッ トワー クは1984年 版 の規格 で構 築 され て お り、一 方 、

X-435は1988年 版 を ベ ース に してい る ので 、X-435を サ ポ ー トす る た め に は現 存 す る ネ ッ ト

ワー クをす べ てバ ー ジ ョンア ップ しな けれ ば な らな い とい う問題 が あ る。 ネ ッ トワー クの一 部

が1984年 版 で ある場 合、 そ こだ け1988年 版 の機能 が サポ ー トで きな いだ け なのか ネ ッ トワー ク
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全 体 が1988年 版 を サ ポ ー トで きな くな るのか 、共 存 関係 もあ ま りは っ き り して い な い 。 この

バ ージ ョンア ップに は相 当な費 用 が 必要 だ と言わ れ お り、 早 急 に1988年 バ ー ジ ョンのMHS/

MOTISネ ッ トワー クが整備 されX-435が サ ポ ー トされ る よ うに な る と考 え る の は 、 無 理 で あ

る。

CCITTの 検 討結 果 は、1991年9月 のUN/ECEの 定期 会合 に文 書 で報告 された 。 この 報 告 の

中で、 現状 で最適 なEDIの た め の通 信 シ ステ ムはX-435で あ る と し、同時 に、 ベ ンダがX-435

をサ ポ ー トす るまで に は、か な りの 時間 が必要 で あ る こと と、現 状 でのパ ソコ ンに は実装 が難

しい な どの 問題 点 の あ る こ とを 指 摘 した。 この 報 告 を 読 ん だ会 議 参 加 者 に は 、 最 近UN/

EDIFACTを サ ポー トす る情 報 ネ ッ トワー クサ ー ビス事業者 が 増 えて通信 システ ムの 問 題 が ほ

とん どな くな った こ と もあ った のか 、 これ とい った反 応 は なか った 。
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5.EDIの セ キ ュ リ テ ィ の 対 策

EDIと い う言葉 は情報化が企業 内に限定 されていた時代にはなか った ものであ り、企業間の情報

ネ ッ トワークの進展においてEDIと い う言葉が定義 された。

企業間のネ ッ トワークによる情報交換に より、企業 内では達成で きなかった種 々の合理化が可能

とな り、最近はネ ッ トワークシステムへの依存が急速に高 くなっている。 この ような状況を反映 し、

情報交換におけ るデータの安全性 の確保が重要 とな っている。

さらにネ ットワークが大 き くなるに したがって事故や犯罪等に よって影響を うける範囲が広が っ

て くる。ネ ットワー クの信頼性を高めるためには、伝送データやシステム全体 について、EDIに 関

するチ ェック体制、 リカバ リ体制等のセキ ュリテ ィ対策を考 えていかなければならない。

EDIシ ステムに対す る脅威 としては、次のものがあげ られる。

① 自然災害、環境障害

② 設備等 の故障

③ 人為的災害等 の犯罪

これ らの脅威につ いては、ネ ットワークに接続 されたすべ てのシステムにおいて総合的に対策を

講ず る必要がある。 またEDIに おけるデータの信愚性 に関 して大切な ことは、一方か ら送 り出 した

データが正 しく相手先に伝達 されることである。 さらに、システムに対す る脅威や トラブルに対 し、

万全 と思われる対策が とられたとして も、

① データの遅延、消滅

②'ミ スデータの送信

③ データの二重送信

④ 故意に よるデータの不整な改ざん、挿入、情報 の漏洩

⑤ 送信データと受信データの不一致

⑥ 伝送の確認が とれない

⑦ 伝送を行 ったにも関わ らず取引相手が確認 しない、または出来ない。

とい った トラブルが発生 し正 しくデータが送 られない といった事が発生することもあるであろ う。

これ らについて技術 的に100%対 処す ることは不可能 に近い。 このため 、EDIを 実 施す るためには

ネ ットワーク化 のための取決めでな く、異常が起 きた場合の対策 も必要 となって くる。

5.1

5.1.1

UN/EDIFACTに おけ るセ キ ュ リテ ィ対策 の検 討状 況

経 過

UN/EDIFACTに お いて1991年5月 のサ ンフ ランシス コか らセ キ ュ リテ ィ対 策 に 関 す る

ワーキ ング グル ー プが発 足 し、7月 の ブ リュ ッセル 、8月 の ニ ュー ヨー ク と ミー テ ィング

を行 い10月 の ブ ラ ッセルに おけ るUN/ECE-JRT会 議 に以下 に示 す資 料 を提 出 して い る。
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この 中でEDIメ ッセ ー ジに 関 してUN/EDIFACTで 独 自なセ キ ュ リテaプ ロセス が 必 要

で ある と提 言 してお り、そ の セキ ュ リテ ィ レベル は第一段 階 と第二 段 階(ト ラ ンザ クシ ョ

ン レベル 等)が あ る とし、 まず 第一 段階 の レベル に つ い て の 提 案 とな っ て い る。 また セ

キ ュ リテ ィの 基 本 機 能 につ い て は1991年 のMD4の ドキ ュメ ン トと1990年 のTEDIS/

Cryptomat三 〇nの ドキ ュメ ン トに準拠 した もの と してい る。

5.1.2基 本的 な セキ ュ リテ ィ条 項

セキ ュ リテ ィの基本機 能 につ い て フ ァイル転 送 をベ ースに必要 とな る項 目は次 の もの と

してい る。

①

②

③

④

⑤

⑥

メ ッセ ージ順序 の保 証(安 全 性)

メ ッセ ージ 内容 の保 証(安 全 性)

メ ッセ ージ起源 の証 明(オ リジナ ル で ある こ との保証)

メ ッセ ージ起源 の非 拒絶 性(メ ッセ ー ジ送 信 した ことの拒否 の防 止)

メ ッセ ージ 内容 の機 密性(漏 洩 が な い こ と)

受信 者 の非 拒 絶性(オ リジナ ル メ ッセ ー ジを受 信後 、確 認 メ ッセ ー ジを送信 者 に返

す前 提 とな っい る)

また上記に関するエラーが発見された時の行動指針は次のものとしている。

① 受信者はメッセージ順序が保証 され るまで、処理すべ きでない。

② 受信者はセキ ュリテ ィチェックが犯 された メッセージについては処理すべ きではな

い 。'

③ 受信者は、二重送信を受けた時は送信者に連絡す ること。

5.1.3セ キ ュ リテ ィ対 策 の具 体 策

(1)メ ッセ ージ順 序 の保 証

メ ッセ ージが 遅延 した り、紛失 した り、 二重送 信 され る ことを発 見 し防止 す るた めの

次 の手 段 が ある。

① 送 信者 は メ ッセ ージに連 番 を付 加 す る。

② 送 信 者は メ ッセ ージ に タイ ムス タ ンプを付 加す る。

③ 送 信 者 は受 信 者に メ ッセ ー ジ受信 の ア ック(受 領 書)を 要 求す る。

④ 二 重 交換 と再送 メ ッセ ージを 区分 けす るた め メ ッセ ー ジに ユ ニ ー クな番号 を 付加す

る。

(2)メ ッセ ージの 内容 が事故 に よ り変 更 され る こ とを防 止す るた め 、 ハ ッシ ュ関数 等 な ど

の数値 付加 に よ りチ ェ ックを行 う。 な お、対称 あ るい は非 対称 アル ゴ リズ ムを用 い るこ

ともあ る。
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本 件 に関 し、 日本 国 内にお け る手 法 は、EIAJシ ンタ ックスル ール や 汎用 拡 張 版 で あ

るCIIシ ンタ ックスル ール で採 用 され て い る。 但 し、 日本 におけ る通 信 シ ス テ ム を どれ

だけ 信用 して利 用 す るか が重要 とい うこと もあ り、 この手 段 につ い ては批 判 もある。

(3)メ ッセ ージ起 源 の証 明(オ リジナ リテ ィの保証)

送 信 老 が 所 有 す る 暗 号 化 の 鍵 に よ り メ ッセ ー ジ に 認 証 値MAC(Message

AulheticationCode)を 付加 してオ リジナ リテ ィを保 証 す る。

本件 に 関 し、 日本 国内 におけ る メ ッセ ージ認証 を利用 して い る事 例 と して は 日銀 ネ ッ

トが あ る程 度 で あ る。 これ は鍵 の運用 管理 が複 雑 なた め ク ローズ なネ ッ トワー クで利 用

参 加者 が比較 的限 定 され る範 囲 で ない と運 用 が困難 にな るため 日本 国 内のEDIで の利 用

は少 な くな って い る。

[日 銀 セ ン タ ー] [金 融 機 関]

ホ ス ト

コ ン ピ ュ ー タ

已 号化鍵の管理1-1デ ータ暗号化1 出力帳 票 に1

メ ッセ ー ジ認 証 子 を付加

図5-1

米国の銀行為替デ ータ交換においては、DES暗 号(DataEncryptionStandard)を 用

いた メッセージ認証を行 う方法がANSIX9.17規 格 となってお り、実際 に利 用 され てい

る。欧米におけるセキ ュリテ ィと暗号化技術の適用事例を次に示す。

(4)メ ッセージ起源 の非拒絶性

メ ッセージ送信者が送信 していない と抵抗することを防止するためメ ッセージにデ ジ

タル署名を付加す る。デ ジタル署名は非対称 アル ゴ リズ ムあるいはハ ッシュ関数に より

暗号化す る。

暗号化鍵は公開鍵を用いている。

(5)メ ッセージ内容の機密性

メ ッセージの内容をなんの根拠 もない第3老 に読まれることを防止するためにデータ

を暗号化す る。暗号化は次の方法で行 う。

① 送信者 と受信者のみが知 っている秘密鍵を用 いて対称 アル ゴリズムによ り暗号化す

る。

② 受信者の公開鍵 を用いて非対称 アル ゴ リズムに よ り暗号化す る。

本件に関 し、 日本国内におけ るメッセージの暗号化事例 と して代表 的な ものは銀行

POSに おける暗証番号の暗号化がある。 これは秘密鍵 を利用 したものである。
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表5-1海 外 の決 済 システ ムに おけ るセ キ ュ リテ ィ対 策 状況

セ キ ュ リテ ィ対 策 状 況

輿望6鯛 関数運営主体 地域 対象取 引
ネットワ一握 麟 電賠 引ヒ メッセージ調 鍵 管理

出額行の相 運営 世界72ケ 匡 3,097 畷 行間付替 川1スワード SWIFT認 江 SWIFT詰 手 翻 鍵(1対1)

(1973年 発足) (1991年4月) ・酪 送金 ・通番管運 アルゴ1以 ム 「16進数1

SWIFT ・支持 ヤッシユ (端 末ハードウェア)
＼16文字ノ

マネージメント

・外贈 銭 買 等

匡群 自 責理事会 アメリ刀舗 11,435 ・舗o引 決済 ・パスワー ド DES DES ANSl

Fedwire (1989年)
・証鵜 引決済 ・コール/くツク手順 X9.17

・企業間取引決済

ニュー 三ーク ニュー 三一櫛 131 ・ユ ー0ダ ラー ・パスワー ド 稠(な の DES ANSl

CHIPS

手鼓瀟 (1991年8月) 取引決済 抽番鯉 X9.17

CHAPS運 齢 社 イ判 ス甑 14 ・浅瀬 欄 の ・パスワー ド DES サィファ・ブ助 ク 賠 鍵(INI)

CHAPS 資録 済 ・通番管理
(端 末ハードワェア) チュイニングモード セッショ遣

(注1) DES マスター鍵

SEIFT

CHIPS

CHAPS

(注1)

SocietyforWorldwideInterbankFinancialTelecommunication

ClearingHouseInterbankPaymentSystem

ClearingHouseAutomatedPaymentSystem

TheCHAPS&TownClearingCo.Ltd.

[小 売業] [金 融 機関]

POS端

電話 網

CAFISセ ンタ

専用 回線

ホストコンピュータ

入力暗証、売上電文

の暗号化
'(FEAL暗 号文)'"一'

復号

電 文

スクランブル化 '(ス クランブル電文)・・

電 文

スクランブル解除

図5-2

公 開鍵 を用 いた暗 号化 方式 と してRSA暗 号(Riverst,ShamirandAdleman)が 提 案

され たが計 算 が膨 大で あ り、か つ運 用性 がそ れ ほ ど良 くない な どの理 由 に よ り、現 在実

用化 に いた って いな い。
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(6)受 信者の非拒絶性

メ ッセージ受信者が受信後に受信 していない と抵抗す ることを防止す るため、受信者

がデジタル署名を含む承認証(受 信確認 メッセージ)を 送信する。

本件に関 し、 日本国内のEDIに おいて受信確認 メ ッセージを交換す る事例が最近増加

している。JIPDECが 最近標 準化 したOSIのFTAM準 拠のファイル転送手順であるF手

順においてもこの機能が組み込 まれている。なお、デ ジタル署名については決定的方法

が確定 しておらず、今後 の技術的な検討結果が待たれ るところである。

5.L4セ キ ュ リテ ィセ グ メン ト

EDI情 報 表現 規 約 に おけ る メ ッセ ージ レベル のセ キ ュ リテ ィ対 策 のため 、EDIメ ッセ ー

ジ セ グメ ン トに新 しい セキ ュ リテ ィセ グメ ン トを追 加 し利 用す る。次 にセ キ ュ リテ ィセ グ

メ ン トの構 成 を示 す。

[メ ッセージヘッダ] [セ キユリティメッセージグループヘッダ] [セ キュリティ結果セグメント][メ ッセージトレーラ]

図5-3セ キ ュ リテ ィセ グ メ ン トの構 成

(1)セ キ ュ リテ ィメ ッセ ージヘ ッダ

セ キ ュ リテ ィ機 能や メカ ニズ ムやパ ラメー タを定 義 す るた め の次 の 内容を含 む こ とに

す る。

●

●

●

●

●

●

●

エ ンテ ィテ ィの定義

セ キ ュ リテ ィメ カニズ ムの定 義(方 式 明示)

メ ッセ ー ジ通番 及 び タイ ムス タ ンフ.

メッセージ起源の証明

メッセージ起源の非拒絶性

メッセージ内容の機密性

受信者の非拒絶性

…… … 各機 能項 目明記
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この グル ー フ。は 「SEC」 とrCER」 の2つ のセ グ メ ン トで構成 す る。

①SEC:セ キ ュ リテ ィメカ ニズ ムセ グメ ン ト(SecurityMechanismSegment)

メ ッセー ジに適 用 した セ キ ュ リテ ィ機 能 を 明示す るため の項 目を定 義 す る。

・ セキ ュ リテ ィ名 称 、 暗号化 定義 、 セキ ュ リテ ィアル ゴ リズ ムの各情 報

・ 鍵 名称 、鍵 暗 号化 の 各情 報

②CER:認 証 セ グ メン ト(CertificateSegment)

メ ッセ ー ジに適用 した セキ ュ リテ ィ認証 機 能 を明示 す るた め の項 目を定 義す る。

・ メ ッセ ー ジ認 証 のデ ー タ範 囲、公 開鍵 名称 、 セ キ ュ リテ ィアル ゴ リズ ムの各 情

報

・ 鍵 名称 、鍵 暗号 化 の各 情報 、認証 の各 情 報

(2)RES:セ キ ュ リテ ィ結果(SecurityResult)

SECセ グメ ン トで 明示 され た 、セキ ュ リテ ィフ ァ ンクシ ョンの結 果情 報 を定 義す る。

6

5.1.5セ キュ リテ ィ対策の実施事例の提案

基本的なセキュ リティ対策 を実施 してい く上での検討事項 あるいは課題について次の項

目について説明 している。 これ は、理想的なセキ ュリテ ィ対策を充分に追及する必要性を

理解できるが、 この理想的な追及過程 と並行 して、今す ぐ可能なセキ ュリテ ィ対策をまず

実施すべきと提案 してお り、そのセキ ュリテ ィレベルが不充分で も実施すべ きとしている。

① アルゴリズ ムの適用範囲

② エンテ ィテ ィの実体明示

③ 鍵管理

④ デジタル署名の表現形式

⑤ データ構成要素定義一覧

⑥ コー ドリス ト

⑦ 標 準化 ドキ ュメン トの 目次 と内容(案)

5.2セ キ ュリティ対策の実施にっいて

EDIセ キュリティ対策が必要なのは明 らかであ り、問題は どの ような対策が必要かであ る。

以下では、技術的対策について分析 を試みる。

セキ ュリテ ィ対策のなかには、技術的に確立 している対策 と確立 していない対策がある。技

術的に確立 していない対策は、 この際除外せざるをえない対策 であ り、技術的に確立 してい る

対策が実際に導入すべ きか どうかの検討対象になる。尚、技術的に確立 していない対策は、技

術的な対策を しないものを含めて、運用上の対策 に頼ることになる。
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(1)前 提 条件(企 業 間 の 問題 に絞 る)

EDIは 企 業 間 のデ ータ交 換 で あ り、 そ の取 決 め 事 項 は常 に 企 業 間 に 絞 って 検 討 す る。 セ

キ ュ リテ ィ対 策 も これ に準 じて企業 間の問題 に絞 る。 もし、企 業 内 の問題 に まで立 ち 入 る こ

とに なれ ば、 企業 内に おけ るエ ラ ーや 不整 の 問 題 を検 討 す る こ とに な り、EDIの セ キ ュ リ

テ ィ対 策 とは別 次元 の 問題 にな って しま う。

次 に、A企 業 か らB企 業へ送 られた メ ッセ ー ジは、少 な くともA企 業 か ら送 り出 され る 時

点 で は、 正 しい メ ッセ ージで ある とす る。 も し、A企 業 か ら送 り出 され る時 点 です でに正 し

い メ ッセ ー ジであ る と保 証 され ない とい う前提 にす る と、A企 業 内の エ ラーや不 正 の 問題 に

立 ち入 る こ とにな り、 企業 内 の問題 に まで立 ち入 らな い とい う前 提 と矛 盾す る ことにな るか

らであ る。

この2つ を前 提 に設 け る こ とに よ り、A企 業 で の関心事 は メ ッセ ー ジが 変 更 を受 け る こ と

な く正 しい 目的 地 で あ るB企 業 へ届 くか とい うこ とであ り、B企 業 での関 心 事 は メ ッセ ー ジ

の発 信人 がA企 業 か ど うか とい うこ とと、途 中 で メ ッセ ージが変 更 され な か った とい うこと

に な る。 そ して、A企 業 とB企 業 の共 通 の関心 事 は、 メ ッセ ージの 内容 が第3老 に漏洩 しな

か ったか とい うこ とにな る。

(2)ア イ デ ンテ フ ィケー シ ョン/オ ーセ ンテaケ ー シ ョン

A企 業 が正 しい到着 先 を知 る こ と とB企 業 が正 しい発 信 人 を知 る こ とは 、 アイ デ ン フ ィ

ケー シ ョン/オ ーセ ンテ ィケ ーシ ョンの 問題 で あ り、最 良 の技 術 的対 策方 法 は メ ッセ ー ジ認

証 の導 入 で あ る。 メ ッセー ジ認証 には、簡 易 な方 法か ら重装 備 の方 法 まで各 種 あ る。 例 えば 、

ア クセス コ ン トロールに用 いるパ ス ワー ドも一 つの方 法 であ る。 ネ ッ トワー クを閉 域接続 に

して、 そ もそ も第3者 とは物 理 的 に つ な が ら な い よ うに す る の も、 一 つ の 方 法 で あ る。

ISDN回 線 の発 信 者 回線番 号通知 機 能 を使 う方法 もあ る。

DES暗 号やRSA暗 号 を用 い るメ ッセ ージ認証 が もっ とも よい方 法だ とす る説 も あ るが 、

キ ー コン トロール の方 法 が確立 して いない現 状 で は、開放 的 なEDIに 対 して は運 用が繁 雑 化

す る可 能性 が 大 き く、手 間 のわ りに は効 果 が少 な い とい う可能 性 が高 い。 パ ス ワー ドや キー

な どを用 い る ソフ ト的対 策 の共通 の欠 点 は、 内部者 に よるパ ス ワー ドや キ ーな どの漏洩 に弱

い点 で、 単純 な物 理 的方 法(現 存 す るEDIで の セキ ュ リテ ィ対 策 の大部 分 は 、 この方 法 で あ

る)の 方 が効 果 的 な場 合 も多 い。

(3)メ ッセ ー ジの保 全 性

デ ータ保護 の範 疇 に含 め る こともあ る。 伝送 中の メ ッセー ジ内容 が変 更 され て しま う原 因

と して、 通信 シス テ ム上 での エ ラー と犯 罪が あ る。前 者 は一 定 の確 立 で起 こ る不 可避 の現象

で あ り、 後者 は一般 に予測 出来 な い現象 で あ る。

(4)漏 洩 の 問題

実 業務 にお け るEDIで は 、漏 洩 が現 実 問題 にな った ケ ースは ほ とん どな い。 但 し、問題 に
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なっても報告 されないことも考え られ、正確なことは分か らないとい うのが実状である。

漏洩に対す る対策は暗号の導入が最良 と思われるが、導入費用や運用上の煩雑 さな どの問

題か ら、通常のEDIに は導入されていない。現状では、暗号未導入による致命的問題 は発生

しない とい う前提でEDIを 構築で きると、考えるべ きであろ う。

(5)実 績に基づ くセキ ュリティ対策

一般的認識ではセキュ リテ ィ対策は利益を生 まないとされている。特 にわが国では、 これ

までEDI関 係の大規模な コンピュータ犯罪が報告 されていないことや、手作業 よ りもEDIの

方がエラーが減少するとい う実績 もあ り、セキ ュリティ対策に対す る認識は薄い。

しか し、将来 とも現状のままで行けるとは思われず、何 らかの対策が必要になるだろ う。

当面は、セキュ リテ ィ対策に対す る認識を高めることが重要で、可能な対策を実行すべ きで

ある。

例えば、現在のEDIで はおまけ程度の扱 いにな っているパスワー ドの運用 を体系化 し、 き

ちん と運用す るだけで も効果がある筈 である。

可能な対策を実行 し、実績を積み上げて、 よりリーズナブルなセキ ュリテ ィ対策を確立 し

て行 くことが必要だ と思われ る。
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6.そ の 他EDIに お け る新 技 術 の利 用

6.1CAD/CAM、 画 像 デ ー タな どの動 向

製 造業 界 のEDIで は 、発 注 デ ータを通信 回線 で送 り、そ れ に付属 す る設 計 図や 説 明 図を手 渡

しす る ことが 、一 般 的 に行わ れ て いる。設計 図の 中には 、磁 気媒 体 に格 納 され て い るの もあ り、

それ らにつ いて は通信 回線 を用 い る こと も不可 能 ではな い。

例 え ば、カス タ ムICの マス クパ タ ー ンのデ ータにつ いて は、販 売代 理店 で設 計 した デ ー タを

メー カへ通 信 回線 で送 って い る例が あ る。別 の例 では、金 型 の製 造 デ ータ(自 動機 械 に入 力 す

るデ ータ)を 、販 売代 理 店か ら メーカへ通 信 回線を用 い て送 って いる。

これ らの事 例 では 、注 文 デ ー タと設 計 デ ータを連動 させ て同時 に送 る もの では な いが、 新 し

いEDIの 可能 性 を示 す もの と して注 目され る。米 国で は、 自動 車業 界 で設 計 デ ー タのEDIへ の

取 り込 み につ い て、熱 心 な検 討 が行わ れ てい る とい う。 そ こで の検討 の 中心 は、設 計 デ ー タの

フ ォーマ ッ トの標 準化 に ある とい う。

一 般的 に言 って、製 造 業界 のEDIで は、発 注時 に製造 に関 す る デ ータを渡 す ことは不 可欠 で

あ り、CAD/CAM、 画像 デ ータな どのEDIへ の取 り込み は 、 必 要 な こ と と考 え られ る。 しか

し、継 続発 注 品 目の場 合 に は、初 回 のみ設計 図 を添付 すれ ば よい ことや 、設 計 デ ー タを通信 回

線へ載 せ るた め には、 か な りの費用 が 必要 にな る こ とか ら、現 在 の と ころ、EDIへ 取 り込 も う

とす る動 きは、業 界 レベ ル では ほ とん どない。 ただ、取 引 の 品 目に よ って は、発 注 デ ー タに設

計 デ ータを添 付 で きる ことが 、大 きな メ リッ トにな る場合 も考 え られ るの で、 ど うい うケー ス

か を分析 す る こ とが必 要 に な ろ う。

次 に、EDIへCAD/CAM、 画像 デ ータな どを取 り込む 場 合 に問題 とな る技 術項 目と して、一

般 的に は以下 の項 目が考 え られ る。

①CAD/CAM、 画像 デ ータな どの標 準 フ ォーマ ッ ト

②EDIの 発注 デ ー タ との連動 方法

③ デー タ量 増 大 に対 す る通信 回線 対策

この 中で解 決 が難 しいの は、① で あ り、構 築 コス トに直 接影 響 す るの は、③ で あ る。 ② に つ

い ては、最 新 のEDIの 共 通項 であ る可変 フ ォーマ ッ トの 特 徴 か ら、 方 式 を 標 準 化 し さえ す れ

ば、実 現上 の 困難 はほ とん どな い。③ につ いて も、ISDN回 線 と最新 のOSI通 信 シス テ ムの組 み

合わ せ で、費 用 を別 にす れ ぽ、実 現上 の 問題 はす くな くな い。 そ こで、 もっ と も重 要 かつ 難 し

い 問題 は、① で あ る。 現 在僅 か に行わ れ てい る通信 回線 に よる電 送 は、 いつ れ もプライ ベ ー ト

・フ ォーマ ッ トであ り、 先ず そ の実体 把握 が必 要 と思わ れ る。

一方 、特 にEDIの た め に作 業 を して い るわ け ではな いが 、① の 国際標 準化 活動 も行わ れ て い

る。例 えば、ISOのTC184で 標 準化 作業 が行 われ て い る。 また、IC関 係 の設 計 デ ・一一・タ で は 、

JEDECフ)e'一 マ ッ トとい う米 国の業 界標 準 があ り、わが 国 で も使 用例 が 多 い。画 像 デ ー タにつ
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いては、 学会 レベ ルの議 論か ら、試 作段 階 の議 論 に移 りつ つ あ る。 ここで の最 大 のテ ーマ は、

圧縮 方法 で あ る。類 似例 と して は、G3フ ァ ックス、G4フ ァ ックスの標 準 フ ォーマ ッ ト(圧 縮

法)が あ る。 それ 程精度 を要 求 しな い図面 で あれ ば、 これ らフ ァ ックスの手法 が 十分使 え る。

一 口にCAD/CAMデ ータ、画像 デ ータ とい って もそ の種類 は非常 に 多 い。 そ して、EDIに は

そ のす べ てが必 要 とい うわ け で はな い ので、 そ もそ もどの よ うな デ ータの取 り込 み が、具 体 的

な ニーズ と して存在 す るか な どにつ い て も、 検討 の必 要 があ ろ う。

そ こで、CAD/CAMデ ー タ、 画像 デ ー タな どを含 むEDIへ の ア プ ローチ と して、

① 実 体把 握(実 例調 査)

② 関連技 術(CAD/CAMデ ー タ、画 像 デ ー タの フ ォーマ ッ ト)

③ 標準 化動 向(海 外 お よび国際)

④ 具体 的 な応用 例,(目 標 あ るい は ニ ーズ)

な どの調査/分 析 が必要 であ る。② につ い ては、 特にEDIに 関 係 しない分 野 も含 め て 調 査 す る

必 要が あ る。 今年度 は、 と りあえずEDIの 分野 以外 の フ ォーマ ッ トと して 、文書 分野 の フ ォ ー

マ ッ トにつ いて調査 を行 った。

6.2文 書分野 に お けるシ ンタ ック スル ー ル;SGML

6.2.1背 景 と標 準化

出版 印刷分 野 に お け る電 子 化 の 初 期 段 階 で は、 タ イ プ セ ッテ ィ ン グ(植 字)の コ ン

ピ ュータ ・シ ミュ レー シ ョンで あ るタイ プ コーデ ィング ・シ ステ ムが使 われ た。即 ち、文

書 中 に タイ プセ ッ ト(植 字)用 の命 令 コー ドを書 き込 む と、 シス テ ムがそ れを解 釈 して レ

イ ア ウ ト、 フ ォン ト等を決 定 して、 印刷 出力 を行 う。従 って この文 書 デ ー タは機 器 に依存

してお り、そ の作 成 に は フ ォーマ テ ィングや印刷技 術 に 関す る専 門知識 を必要 と した。

この 問題 を解 決 す るため 、文 書 の論理 要 素を 示す マ ー クで ある タ グが文 書 中に書 き込 ま

れ る よ うに な り、 文書 デ ー タは機 器 に依存 せず 、 しか もそ の可読 性 が高 ま った。 図6.2.1

に例示1)さ れ て い るよ うに 、 タ グは タイ プ コー デ ィ ン グ よ り覚 え 易 く、 これ に よ り文 書

デ ー タの作 成者 は、 フ ォーマテ ィングや 印刷 技術 の専 門家 で あ る必要 は無 くて、文 書 の意

味 内容の記 述 に専念 で きる。

タイ プ コー デ ィング タ グ

〈cf12>〈cp20>〈cl23>Subhead〈Subheader>Subhead

〈cf11>〈cp10>〈cl11>bodycopy〈para>bodycopy

図6-1タ イ プ コー デ ィ ン グ と タ グ

'この タ グ付 き文書 は処 理 系 で解 釈 され 、対応 す る適切 な フ ォーマテ ィ ングを施 され て 、

印刷 出力の ため の命令 コ ー ドに変 換 され なけ れば な らな い。 ここに この実 行を 行 う、独 立
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した処 理 系 として の フ ォーマ ッ トの存 在 が必要 にな る。

タ グが広 く用 い られ る と、 あ る文 書 クラスに関す る論 理要 素 を共通 に識 別 す る よ うな タ

グの集 合が定 義 され、共 通 マ ー ク付 け(GenericMarkup)と 呼 ばれ て い る2)。論 理 要素 に よ

る文 書構 造 の記 述 に加 え て、他 の属 性記 述 も可能 に し、 さ まざ まな アプ リケー シ ョンに も

適用 で きる よ うに した、 シ ステ ム依 存性 の な い記述 的 な マ ー ク付 け が一 般 化 マ ー ク付 け

(GeneralizedMarkup)で あ る2)。

SGML(標 準一 般 化 マ ー ク付 け言 語:StandardGeneralizedMarkupLanguage)は 、

ISO8879と して1986年 に出版 され3)、 既 に米 国国防総 省 の調 達仕 様へ の採 用 に続 い て 、 米

国 出版 協 会(AAP)、EC出 版 局(OPOCE)、Oxford大 学 出版部 等 で も、そ の利 用 が 開始 さ

れ てい る4)。ISO8879に 対 して 指摘 され てい た問題 点 は、Amendment1と して ま とめ ら

れ 、1988年 に 出版 されて い る5)。

そ の後 の検討 はAmendment2を タ ーゲ ッ トに行わ れ、 多 くの コメ ン トが集 め られ た 。

しか し公 開 テキ ス トの修正 に関す る問題 点 の指摘 が き っかけ とな って 、Amendment2を

中止 し、ISO8879とTR9579(SGML支 援 フ ァシ リテ ィ)6)の 改訂 に これ までの検 討 を反 映

す る こ とに な った。 そ の結 果 、TR9573は16パ ー トに分 割 され る。

既 に 出版 され る関 連文 書 には 、ISO9069(SGML文 書 交 換 フ ォー マ ッ ト)、ISO9070

(公 開テ キ ス ト所 有 者識別 子 の登 録手 続 き)8)、TR10037(SGML構 文指導 エデ ィタ用 ガイ

ドライ ン)9)が あ る。

6.2.2SGML文 書

SGMLは 、 どん な タイ プの文 書 、 どの よ うな アプ リケ ーシ ョンに 関 して も、一般 化 マ ー

ク付 けを定 義 す るた め の方法 を標 準化 してお り、 さ らに利 便性 を 高 め得 る各種 の補助 機能

を用 意 して い る。 まず その概 要 を把握 す るた めに 、SGMLで 書か れた 文書(SGML文 書)

の構 成 を示 そ う。SGML文 書 は 、SGML宣 言(SGMLDeclaration)、 文 書 型 定 義(Doc-

umentTypeDefinition;DTD)及 び マー ク付 け された文 書(MarkedDocument)の3部

分 が、 この順序 に配置 され て構 成 され る。

SGML宣 言 は、SGML文 書 で使 われ る文字 コー ド、マ ーク付け 区切 り子 、要 素 名 の長 さ

制 限 、 タ グの省略 可 能性 等 を宣 言す る。 この宣 言 に よ り、異 な った シ ステ ム間 で の文 書交

換 に際 して 、交 換対 象文 書 を扱 え るか否 かを判 断 し、 また は扱 え る よ うにす る翻訳 す る こ

とを可能 に す る。DTDに よ り、文 書 の要 素 に よる論理構 造 とそ の要 素 に関連 す る属 性 が宣

言 され(ElementDeclaration,AstributeDefinitionListDeclaration)、 短 い名 前 で長 い文

字 列 を参照 した り、 キ ー ボー ドか ら入力 で きない よ うな文 字 列 を参 照 す るた め に、 あ る文

字 列 を名 前 に割 り当て る実体 宣 言(EntityDeclaration)が 行 わ れ る.

つ ま りDTDは 、文 書 の論理 的 な構 造(文 書型)、 つ ま り文 書記 述 内容 で区 分 され る、 表
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題、著者名、序文、本文 のような記述内容の枠組 み(論 理要素)に ついて、その名前(識

別子)と 出現順序等、を定義す る。文書記述 内容そのものが異な っていても、枠組みの構

成を定義す るDTDさ え共通であれば、多 くの実際の文書データか ら表題、著者名等の論理

要素を切 り出す ことができ、それ らに レイアウ トを指定 した り、データベースに登録する

ことが容易である。例 えば、AAPは 、各出版社 が共通 に文書情報を扱えるように、出版物

用DTDを 取 り決めている。

実際の文書の中で、 ここが表題である、 ここが著者名である、等の指示を、指定 された

マーク文字を使 って行 う作業が マーク付けであ り、 マー ク付けを施 された文書 デ ータを

マーク付 き文書 と言 う。マーク文字 はSGMLで 規 定 されてお り、 マー ク付 けばDTDに

従 って行われる。

SGML文 書の処理 システ ムの多 くは、 まずSGML宣 言を見 て使用される文字符 号 を認

識 し、マーク付き文書がDTDに 従 って書かれてい るか否かを調べ る。これを実行する部分

がSGML構 文解析系(パ ーザ)と 呼ばれ、SGML文 書 の処理 システムの核 となる。この解

析の後、フォーマ ット付けやデータベース化等 のアプ リケーシ ョンに応 じた処理が行われ

る。

6.2.3文 書型 定義

文 書型 定義(DocumentTypeDefinition:DTD)は 次 の構文 で定i義され る。

〈!DOCTYPE文 書 型 名 〔 〕〉(1)

文 書型 名 が こ こで定 義 し よ うとす る文 書型 を指 定 す る名前 であ り、〔 〕の 中に、そ の文

書型 が どの よ うに論理 要 素か ら構 成 され るか を定 義 す る宣言(要 素宣 言)等 の 各種 宣言 が

記述 され る。 このDTDに 用 い られ る宣 言に は、要 素宣 言 、属性 定義 リス ト宣言 、 コメ ン ト

宣 言 、表 記法 宣 言、実 体宣 言 、SHORTREF宣 言 が あ る。

(1)要 素宣 言

要 素宣 言 は、共通 識別 子 と呼 ばれ る論理 要 素 を指定 す る要 素名 と、論理 要 素 の文 書 内

で の現れ かた を示 す 内容 モデ ル とを、 次 の よ うな構文 で定i義す る。

〈!ELEMENT要 素 名MIN(要 素 名1、 要 素 名2、 ……、要 素 名n)〉

… …(2)

こ こで宣 言 され る要 素 は 、()で 囲 まれ た 内容 モ デ ル の 中 の 要 素 名1、 要 素 名

2、 … ……、要 素 名nで と定 され る各 要 素か ら成 り、各 要素 が この順序 で 現れ る。 要 素

名 の間 に記 され た カ ンマ","は 、要 素 間 の結合 関係 を表 す記 号で あ り、結 合 子 と呼 ば

れ る。MINの 欄 に は、文 書 中 で この要素 を 示す た め の タ グ("6.2.4"を 参 照 の こと。

開始 タ グと終 了 タ グ とが あ る。)が 省 略 可能 か不 可 能か を指 示す るフ ラグ(0:省 略可 、

一:省 略 不可)を 、 開始 タグ、終 了 タグの順 に記述 す る。
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要素宣言の 内容モデルに用 いられる結合子を次に整理 して示す。

子合結

,

&

内容モデルに用いられる結合子

機 能

モデル内に記 された要素名の順序で各要素が現れ る。

結合対象のどれか1つ の要素が現れ る。

結合対象のすべての要素が任意の順序で現われ る。

要素の現れかた、つ ま り繰 り返 して現れ るとか、現れな くてもよいとかの指示を与え

ることもできる。

それには、次の ような出現指示子 と呼ばれる記号を、対象 となる要素の要素名に後置

す る。

出現指示子

?

十

*

内容モデルに用い られ る出現指示子

機 能

要素が0ま たは1回 現れる(オ プションの意)。

要素が1回 以上現れ る(必 須で繰 り返 し可能の意)。

要素が0回 以上現れ る(オ プションで繰 り返 し可能の意)。

出 現指 示子 を使 った 場合 の要 素宣 言 の例 を次に示 す。

〈!ELEMENT章 一 〇(表 題?,(文1箇 条 書 き1脚 注)+)〉 ・…(3)

この例では、章 とい う要素は、あってもな くてもいい表題 とい う要素 を含み、その後

に、文、箇条書、脚注 とい う要素のどれか1つ が必ず含 まれ、 さらに続 いてそれ らの3

要素は何度でもどんな順にで も出現 し得 る。文書中でこの章 とい う要素を示すための開

始 タグと終了 タグとは、それぞれ省略不可、省略可である。

なお内容モデルで使われ る()は 、モデルグループと呼ばれ る結合 された要素名の

集合を囲んでいる。結合子、出現指示子はモデルグル ープに対 して も有効 であ り、モデ

ルグループはその中に任意の数 のモデルグループを定義す ることができる。

(2)属 性の定義

a.マ ーク付けでの属性指定

文書の記述的マーク付けに際 し、要素宣言で定義 された要素に関連する属性は、開

始 タグ("6.2.4"を 参照の こと。)の 中に記述 される。SGML文 書 の処理 システ ム

はこの属性 を認識 して、システム固有の処理を実行す る。属性 を含む開始 タグの表記

法 と記述例 とを次に示そ う。

〈要素名 属性名="属 性値"〉(4)

〈議事録 秘密二"社 外秘"〉(5)
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この式⑤の例は、議事録 とい う要素に秘密 なる属性名の属性があ り、その属性値は

社外秘 であることを示 している。属性値は""で 囲まれる。属性値の中に""が

含 まれる場合には、その属性値を`'で 囲む。属性名 と属性値 とは値指示子=で 結

ばれ る。同様に して、複数の属性指定 も可能である。

b属 性定義 リス ト宣言

要素宣言でその構造を定義された要素 は、それに従属するすべての属性を属性定義

リス ト宣言によって、次のような構文で定義 されなければな らない。

〈!ATTLIST要 素名

属性定義=属 性名 宣言値

属性定義1

属性定義2

属性定義n>

デフ ォル ト値

(6)

ここで、属性名は要素に従属す る属性の名前、宣言値 は属性値 の形式(名 前、数次

等)を 指定す る。デフォル ト値 は、文書中で属性が指定 され なか った場合に用いられ

る。

(3)実 体宣言

実体宣言は次の ような 目的のために、ある文 字列や機能文字(RE、RS、SPACE

等)を 別の名前 に割 り当て る。

(a)短 い名前で文字列を参照する。

(b)キ ーボー ドか ら入力できない文字列を参照す る。

(・)他 のシステムのファイル上の文書の一部を組み込む。

(・)シ ステム固有のオブジェク ト(例 えば、 システムに よって意味は同 じでも文字列符

号が異なるようなもの)を 実体参照す ることで、異 システム間の文書交換を容易にす

る。

(f)動 的に実行 される処理命令を文書の一部に組み込む。

実体宣言には、パ ラメータ実体宣言 と一般実体宣言 とがある。パ ラメータ実体宣言で定

義された実体名は、DTDの 中だけで用 いられる。一般実体宣言で定義 された実体名は、

DTDだ けでな く、マーク付き文書の中で も使用可能である。

6.2.4マ ー ク付 き文書

文 書 の マ ーク付け ば、文 書型 定 義(DocumentTypeDefinition:DTD)に 従 っ て 行 わ れ

る。そ こで用 い られ るマ ー クは 、次 の機能 に よ り6種 類 に分類 され る。

(・)文 書 を論理構 造 に構 造化 す る。 そ こで用 い られ るマー クは タ グ とよぼれ 、最 も基 本的

な もの であ る。
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(b)実 体 を参 照 す る。 長 い文 字 列を短 い文字 列 に置 き換 え て使用 す る場合 な どに有 効 であ

る。

(c)シ ス テ ム固 有 の処 理 命令 を示 す。

(d)1つ の文 書 に 対 し、 システ ム対応 の幾 つか の処理 を 可能 にす る。

(e)改 行 や スペ ース な どを、SHORTREFに よ りタ グに変換 す る。

(f)コ メ ン トを 示 す。 これ は文書 の一 部 とみ な され な い。

タグは必須 のマ ー クで あ るが 、そ の他 のマ ー クも必 要 に応 じて使用 す る。文書 中の各 要

素 は タ グに よって示 され 、文 書 が構造 化 され る。 タ グに よる要素 の マ ーク付け ば次 の とお

りで あ る。

〈要 素 名 属 性 〉 要 素 〈/要 素 名 〉(7)

こ こで、 〈要素 名 属 性 〉 を 開始 タ グと呼び、 〈/要 素 名〉 を終 了 タグ と呼ぶ 。 これ

らで要素 が 囲 まれ 、要 素 の中 に(・)から(f)までの各機 能 の マ ー ク付 け が含 まれ得 る。要 素名

は 共通識 別 子(GenericIdebtifier:Gl)と 呼 ばれ 、DTDで 定 義 され た要 素を識 別 す る。属性

は 、文書 処理 シス テ ムがそ の 意味 を解釈 して、 シス テ ム固有 の処 理 を行 うため の情報 であ

る。 属性 は次 の よ うに記述 され る。

属性 名="属 性 値" (8)

ただ し、属性 の記述は必須 ではない。

6.2.5SGML宣 言

SGML宣 言 は、SGML文 書 の文 字符 号、 マ ー ク付け 切 り子 、SHORTREF、 要 素 名の長

さの制限 、 タ グの省 略 可能 性等 を宣 言す る。 この宣 言 に よ り、異 な る シス テ ム間で の文書

交換 に際 し、 シス テ ム間 での文 字符 号や マー ク付 け 区切 り子 の違 いを認識 して、 交換 対象

文書 を扱 え るか否 か を判 断 し、 または扱 え る よ うに翻訳 す る こ とを可能 にす る。

SGML宣 言 は く!SFHGML"ISO8879-1986"で 始 ま り、 次 の宣言部 か ら構 成 され てい

る。

(a)文 字 集合(CHARSET)

(b)容 量(CAPCITY)

(c)構i文 の適 用範 囲(SCOPE)

(d)構 文(SYNTAX)

(e)オ プ シ ョン機i能(FEATURES)

(f)ア プ リケ ー シ ョン情報(APPINFO)

SGMLは 基本 とな るマ ー ク付 け 区切 り子や 要素名 の文字 符 号 等 を定 義 して お り、 これ

を参 照具 体構 文(ReferenceConcreteSyntax)と 呼ん で い る。参 照具 体構 文 に基 づ く基本

的 なSGML宣 言 を 使 った文 書 を基 本SGML文 書 と言 う。
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